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はじめに■

科学技術政策研究所第 1研究グループでは.2001年度より ｢研究開発における企業の境堺 ｣と越するfjf究プロンェ

ク トを発足させ,その 一銭として,2001中三2jJに,バイオテクノロジー関連産業を対象に質rlJ]盟調4fを子Iった.その

調査結果を取りまとめたのが本鞘料である.

｢企業の境界｣仲oundaryofthefirm )とは,企業が行 う′壬三度 ･敗J]i･経′削 守理 ･研究開発などのさまざまな活動に

つき,そのうちどこまでを企業内で行 うか,どこまでを他企業に発Iiこし.委託し,あるいは共同で行 うかという,そ

の境界を指す.企業の境界は,生産にあたり必要な原材料や封5品をどれだけ内製するか外托するか,あるいは販売を

臼社で行 うか委託するか,という屯 た統合の関越に関して広く論じられてきた1.また,経理やシステムなどの管理業

務をアウトソーシングする傾向も広がっている.

研究開発においても溌業の境界は重要な問題である.20世紀,特に第2次人戦後は人企業が社州 こ研究所を持ち,

大々的に研究開発投資を行 うようになった時代であった.しかし,このことは,新技術を/i三み出すためのすべての活

動が社内で行われた,すなわち企業の境界の内部でのみ行われたことを荘昧しない.企業は外部から活発に科学知識

を学び,技術を導入 し,また共同研究に参加 した.さらに,研究開発プロセスの車で必要となる多くの作業を外注し

た.つまり,企業はその境界の外部からも,必要な知識や資源を放 り込んできた.

溌業の境界は歴史的に変化 してきた.19世紀人までの長い期間において,研兜や発明は大学や政府部門か,それで

なければェジソンや豊印佐[+.:のような個人発Pjl家が【17心であった.20世紀,特に第2次大戦後の技術･?.:新の牽引車の

役割を果たしたのは, 卜にも述べたように,人企業,あるいはその後人企業に育っていく新興企業における研究開発

であった2.しかし,20世紀終怨から211咽己に入り,科 ､̀'[':技術の進歩は,研究開発における介業の境非の新たな変化

を必然的なものとした.このことは,科学がI;TI業技術に[綱吉するサイエンス型産業 (science-basedlndustries)におい

てもっとも顕著であり,その典刊がバイオテクノロジーといえる.よく知られているように,バイオ[117:命の起爆剤と

なった遺伝 子組み換え技術はコ-エンとボイヤーとい う_二人の大It':教授によって発明された.また,次のバイオ革命

をもたらしつつあるゲノム科学の進展も,大学や国､Ll二研究所によって,また,セ レ-ラ社のようなバイオ ･ベンチャ

ー企業によって担われた.これら社外で起きつつある技術解析をいち早く/i:_かし,また,外部の資淑を活用しつつ,

となっている.すなわち,研究開発における企業の境界をいかに設ii:-:するか,このことが研究開発戦略 1二の屯要なポ

イン トとなっている.

また,大学制度 ･科′';JI技術政策 ･産業政策 ･知的財産権制度などは,それらがLE+i.接的にFj-える効果に加え,企業に

とっての最適な境界を変えていくとい う間接的な効果によっても,技術革新の障害ともなり促進ともなる.したがっ

て,研究開発における企業の境界がどのようなものであり,どのような要因によって決まっているのかについての群

解なしには,企業にとっての研究開発戦略も,国にとっての科学技術戦略も,的確なものとはなり得ない.

こうした事実にもかかわらず,研究開発における企業の境界についてのデータは,技術導入や共同研究,国立入学

-の委託研究や奨'lfI寄付金などについての個別のものを除けば,存在 しなかった.また,技術導入 ･技術提携やアウ

トソーシングなどの外部資源油用による研究開発活動を体系的にとらえた資料も存Ti三しなかった.こうしたギャップ

を埋めるために行ったのが今回の調虎である.対象は, L記の理巾から,バイオテクノロジー関連産業とした.

Ⅶ本調査は,科学技術政策研究所情報分析課と共同でおこなったものに濃づいている. この共同調麿を通 じて支援い

ただいた情報分析課の相馬融前課長,探汚イ;=言之現課長,太田政孝課長補佐,客員研究'(.;の富山大学 ･清家彰敏教授,
特別研究員の日本電気株式会社 ･奥居IT_樹氏に感謝したい.

1小田切宏之 『企業経済学』東洋経済新報社′2000.

2アメリカについてはハウンシェル ｢企業における研究活動の発展史J′ローゼンブルーム-スペンサー鮎 (西村吉雄訳)

『中央研究所の時代の終駕』日経 BP社′1998(原著はHounshell′DavidA.rlTheEvolutionofIndustrialResearchinthe

UnitedStates′111nR･S･RosenbloomandW･J･Spencerlcds･]EngmesofInnovaf10n′HarvardBusinessSchoolPress′1996,
13-85)′日本については′小lii切宏之 ･後藤晃 (河又貴洋 ･細川頁哉 ･安m英 上訳) 『日本の仕業進化』東洋経済新

報社､1998(原著はOdagln,HlrOyuklandGoto′Aklra(1996)TechnologyandIndustrzalDevelopmentznJapan′Oxford

UniversityPress)参風
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この調奄結兄をできるだけ迅速に幅広い読者に提供するため,本調査資料では,集計結果にほとんど手を入れるこ

となく,また,最小限の解説のみを加えて,データとして提供している.今後,われわれは,本調査のデータをさら

に加 丁二し,統計分析や仮説検定を加えて,より充実した研究報告として,NISTEPレポー トあるいはNISTEPディスカ

ッション ･ペーパーの形で世に問うf7定をしているが,それにはしばらく日数がかかるとT,想されること,そこでは

網羅的に単純統計を記述するスペースはないであろうことから,現段階で,調査姿料として取りまとめたものである.

したがって,読者が,本調査資料のt冊 らゝ関心のある事項を選び,その研究や実情把握あるいは政策立案に活月ほ

れることは,その発表にあたり,Lil所をPj]′]ミしていただくという条件のもとで,調査当事者として歓迎するものである.

ただし,調査結果をご利用いただくに際し,いくつかの点を旺意事項として述べておく.

第 1に,残念ながら,サンプル数は 卜分に多いとはいえない.送付した質問票の回収率自体は70%を超えているが,

バイオテクノロジー関係事業を実施していると答えた企業は回答企菜の【I1で 11.4%に過ぎなかった.種々の情報から

バイオ関係事業を営んでいると想定される企業でありながら,バイオ関係事業をおこなっていないと回答した企業も

散見され,これは ｢バイオ関係｣の定義の困難さに由来するものと思われる.よって,以 卜の調査結果の利用にあた

って,サンプル企業数を増やすことができれば集計値に無視できない変化が起こりうることを理解 していただく必要

がある.特に産業別の数値では,回答数 20未満のものも多く,利用にあたっては注意を要する.

第 2に,回答企業は,規模においても事業内容においても多様である.このため,平均値のみを問題にすることは

危険である.特に,売 L高や研究開発費などのような規模に関わる項目や,提携件数のような項[=こついては,少数

の企業が大きな値をとり,このため､li一均値がこれら値にE3rきずられて高くなっている場合が多い.統計学的にいえば,

や最頻値 (モー ド)よりも高い値となりがちである.このことに注意を促すため,多くの項目について,中間値を平

均値と並べて記載するか,値の度数分布を示すようにしてある.

第 3に,対象企選は人企業に偏 り,中小規模の企業は過少にしか含まれていない.特に,いわゆるバイオ .ベンチ

ャー命業は含まれていない.日本のバイオ ･ベンチャー企業はアメリカに比べ少ないが3,それでも皆無ではなく,こ

れら企濃がサンプルに含まれていないために,バイオ関連産業の全体像を捉えるものとはなっていないPT能性が残る.

以 Lの諸点を念頭に置いた上で,本調査結果をご活用いただければ,調査担当者として幸甚である.

3小田切宏之 .中村言明 ｢日本のバイオ ･ベンチャー企業一一その意義と実態｣科学技術政策研究所ディスカッション ･

ペーパー′No.22′2002.
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調査研究の概要

1.調査の目的

本調査は,わが国のバイオテクノロジー関係企業の基礎データを収公三し,いかなる安閑によって,バイオテクノロジ

ー命農の研究開発における企業の境界,が決定されるのかを分析することをE]指す.これを通じて,バイオテクノロ

ジー研究開発の進展動向に関する基礎㌘料を提供することを目標とする.なお,本調査の対象となる ｢バイオテクノ

ロジー関係｣とは以 卜のように定義される概念である.

《バイオテクノロジー関係》の定義

バイオテクノロジーとは,｢生物の機能を利用あるいは模倣することによりI二農的に応用することをH指す技術｣を幅

広く指すものと考えており,これにバイオテクノロジー研究開発および事業を支援する分野を含め,バイオテクノロ

ジー関係 と定義する.

2.調査対象

科学技術政策研究所が′過去に実施した質問票蹄査 『外国技術輸出の実態』調査に凶答のあった企業 1′761社を主な対

象とする.これらの企業は,鉱業,建設業,製造業,電)J,ガス,水道業,運輸 ･通信 ･公益業,のいずれかを営む

企業である,

3.調査方法

科学技術政策研究所で設計された調査票(巻末調査票参照)は,平成 14年 1月 25日に,三菱総合研究所から対象企業

1′761杜の技術導入担当部署 ･担当者宛てに郵送され,同年 10月 8日まで返信用封筒にて回収された.回収された調

査票は 1′285通であり,回収率は約 73%であった.このうち,バイオテクノロジー関係の事業を行っていると回答し

た企業は,146社となった.次節以降では,これら146杜を対象に,バイオテクノロジー研究開発と企業の境界との関

係について検討する,

4.調査内容

調虎内容は,次のAからFの項 Hにわたる.以 卜では,これらAからFの調査項 目について,単純集計の結果を報告

する.なお,調査項 目については,巻末の調査票を参照されたい.

A 回答企業のプロフィール

B 売 L高 ･研究開発費などについて

C バイオテクノロジー関係の研究開発に関わる人材について

D 技術導入や研究提携などについて

E アウトソーシングについて

F 海外における研究開発について
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A 回答企業のプロフィール

はじめに,｢バイオテクノロジー関連事業を実施している｣と回答 した146社を対象に,所属産濃および規模について

単純集計の結果を整稗する.

0-1業種分類

バイオテクノロジー関係企業を業種別(中分類 ･一部細分類)に分類すると,次表 0-1のようになる･最も多いのは医薬

品工業に分類される企業で,全体(146社)の約 25%を占める･これに続いて′食品 1二業に属する企業が 17%となる･医

薬品以外の化学系(その他の化 ､̀iJ=,有機 ･無機 ･化学繊維,油脂 ,塗料 ･石鹸)の 1二農も15%と大きい･ただし,電気機

器や通信 ･電7一･電気計測器も10%あり,卸売 ･小売,情報サービス ･調査,専門サービスなどの第 3次産業も合わ

せて 8%あるなど,バイオテクノロジーが幅広い産業に関係 していることがわかる.また,建設業も6%と比較的大き

なシェアを占めている.これは近時の環境問題-の配慮を示すものと考えられる.

表 0-1 業種別バイオテクノロジー関係企業数

業種 回答数 比率(%) 業種 凹答数 比率(%)

医薬品_上業 37 25.3 その他 3 2.05

食品工業 25 17,1 農林水産業 2 1.37

その他の化学工業 ll 7.53 石油 .石炭製品工業 2 1.37

有機 .無機 .化学繊維1二業 10 6.85 通信 .電子 .電気計測器 上二業 2 1.37

建設業 9 6.16 パルプ .舵 .木製晶 1 0.68

電気機械器具工業 8 5.48 油脂 .塗料 .イ1-鹸工業 1 0.68

繊維 1二業 5 3.42 ゴム .革製品工業 1 0.68

機械上業 5 3.42 鉄鋼業 1 0.68

専門サービス業 5 3.42 金属製品 1 0.68

卸売 .小売業 4 2.74 精密機械 工業 1 0.68

プラスチック製品工業 3 2.05 その他の工業 1 0.68

窯業 32.05電気.ガス.水道一業 10.68
情報サービス.調査業 32,05その他サービス業 10.68

0-2資本金規模

回答企業 146社を資本金規模別に整理 したのが,表 0-2-1および表 0-2-2である.100億円以上500億円未満の企業が,

全体の 360/o程度を占めることがわかる,ただし,いわゆるベンチャー企業の大､ヰI-･は,本調査の対象 となっていないた

め,相対的に規模の大きな企業がバイオテクノロジー事業を実施していると結論づけるには注意を要する｡

ー4-



衷012-1鹿本統計E遠 ()jll]) 衣0-2-2 資本金規模別内訳

資本金規模 回答数 %

10億ET｣ノ未満 34 23.29

10億円以 1-二50億[ー]末澗 23 15.75

50億円以 I二100億FT3,未満 15 10,27

100億H以 卜500億H未満 r 52 36.02

500億flj以 卜 22 15.07

0-3従業員規模

食業規模を従業員数から整理 したのが,表0-3-1および表0-3-2である.従業員規模 1′000人以 上二5′000人未満の企業

が全体の45%程度を占めている.

表0-3-1基本統計量 (人)

平均 3′330.9

最′日直 4

最大値 54′017

中間値 1′460

表0-3-2従業員規模内訳

従業員規模 LL,]答数 %

300人未満 20 13.70

300人以上1′000人未満 40 27.40

1′000人以上5′000人未満 65 44.52

5′000人以上10′000人未満 14】 9.59

10′000人以上 7 4.79
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B 売上高 ･研究開発費などについて

本節では,バイオテクノロジー関係偉業の売上高,研兜開発費などについて磐井する.以 卜では,企業規模,産業別

の集計も併せて行 う･企業規模は,2000年度の売 l二高(単独決算債)を盛礎に,売 ヒ高 1′000億円未満の企裳群を便屯

的に ｢中小企業｣,1′000億FTj以 上二の企業群を ｢大企業｣と呼ぶことにした.これは,従業員数 300人以 ドなどとする

中小企裳慮本法における定義とは異なる.表0-3-2で分かるように従業員数300人未満の企裳は今【LJlのrLJl答企業のうち,

13.7%に過ぎない.しかし売 卜高1′000億Flj大酒の企業は,56%を占めるから,明らかにここでのrf7小企業の定義は通

常の定義より幅広い.逆に言えば, 卜場企業の【fJにも,売 h塙l′000億円未満の企裳は多いから, 一般には大企業と考

えられるものでも,以下では中小企業に含まれる場合がある.

偉業別の集計については,サンプル企業数を考慮 して,以 下の5つの分類を行った.

分類孝. 質問票1,質問A-2での業種 企業数

食品 食品 25

医薬品 医薬品 37

化学 有機 .無機 .化学繊維,油脂 .塗料 .石鹸,その他の化学 22

その他製造業 繊維,パルプ .紘 .木製品,石油 .石炭,プラステイク,ゴム .革製品,窯裳,鉄鋼 34

莱,金属製品,機械,電気機械器具,通信 .電子 .電気計測器,その他輸送用機械,

精密機械,その他の 1二業

その他 農林水産業,建設業,電気 ,ガス .水道業,卸売 .小売業,情報サービス .調虞業, 28

専門サービス業,その他サービス業,その他

1.2000年度における売上高

はじめに,バイオテクノロジー関係企業の 2000年度における売上高(単独決算の値)を整理したのが表 111-1および表

1-1-2である.表によれば,およそ半数(46%)の企業は,年商が 100億円以上1′000億円未満であることがわかる･

1-1単独決算

表 1-1-1基本統計量 (万円)

平均 45′015′322

最小値 5′812

最大値 1021′941′900

中間値 8′257′200

表 1-1-2売 ヒ高規模

売上高規模 回答数 %

100億円未満 14 9.79

100億円以上1′000億m未満 66 46.15

1′000億円以 1-_5′000億円未満 43 30.07

5,000億Flj以上 1兆円未満 9 6,29

1兆日以上 ll 7,69
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1-2連結決算

連結決算の売 付.右の伯は,表ト2-1および表1-2-2に薬理される

表1-2-1基本統計益 (万 FT]) 表 1-2-2売 L.高規模

売上高規模 Ll｣答数 %

100億円未満 1 1.18

100億日以上1,000倍FIj未満 33 38.82

1′000億円以上5′000億円未満 29 34.12

5′000億円以 仁1兆円未満 7 8.24

1兆円以 L 15 17.65

2.2000年度のバイオテクノロジー関連事業の売上高

全企業を対象に見ると,2000年度におけるバイオテクノロジー関係事業の売上高は,平均が238億円であるが,中間

値は10億Fr僻 度となってお り,上方-の偏 りが大きいことがわかる(表 2-1)･バイオ関連事業の売上高を階層別に整理

すると(表 2-2),1億円未満の企業が全体の 32%を占めている･なお,ゼロ回答とは,0と回答した企業数を示し,回

答数の内数である(次項でも同様).

表 2-1 基本統計量 (万円)

全企業 中小仕業 大ノ企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

平均 2′378′175 408′853 4′931′295 6′522′028 4′048′368 270′012 529′740 169′419最小値 0 0 0 0 0 0 0 0

最大値 105′464′9004′390′000105′464′900105′464′90045′000′0001′143′5855′130′0002′126′655
中間値 108′43040′480398′600500′000340′00023′85639,813 22′053回答数 119 65 52 23 27 19 28 22
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衷 2-2バイオ関係 事業の,JaL高

ヒ塁望 ∃ 中小企業 大企業 食品 医薬晶 化学 その他製造業 その他

1倍FⅠj未満 38 24 12 4 7 6 ll 10

(31.93%) (36.92%) (23.08%) (17.39%) (25.93%) (31.58%) (39.29%) (45.45%)

1億円以 L 21 14 7 3 2 5 〇 6

10億tl]未満 (17.65%) (21.54%) (13.46%) (13.04%) (7.41%) (26.32%) (17.86%) (27.27%)

10億円以 L 25 15 10 つ 5 3 7 5

50億円未満 (21.01%) (23.08%) (19.23%) (21.74%) (18.52%) (15.79%) (25.00%) (22.73%)

50 億 円 以 上 9 3 6 1 2 4 2 0

100億H未満 (7.56%) (4.62%) (ll.54%) (4.35%) (7.41%) (21.05%) (7.14%) (0.00%)

100億fl.1以上 26 9 17 10 ll 1 3 1

(21.85%) (13.85%) (32.69%) (43.48%) (40.74%) (5.26%) (10.71%) (4.55%)

計 119 65 52 23 27 19 28 22

3.全売上高に占めるバイオテクノロジー関係事業の売上高

バイオ関連事業の売 ヒ高が全社の売 L高(単独決算)に占める割合を,およその%で尋ねたところ,表 3-2に示すような

結果となった.回答 119企業中,バイオ事業の売上高シェアが1%未満と[司答した食業が50%程度を占めることが明ら

かとなった.バイオテクノロジー関係 事業のシェアはそれほど大きくないと言える.ただし, 一方でシェアが 50%を

越える企業も食品産業や医薬品産業などに存在する.

表 3-1 基本統計量 (%)

全企業 中′J､企業 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他平均 18.24 22.21 13.97 36.20 26.07 10.59 2.88 16.01最小値 0 0 0 0 0 0 0 0最大値 100 100 100 100 100 100 17.88 100

中間値 1 2 1 lO 5 0.66 0.77 0.4

回答数 119 65 52 23 27 19 28 22
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表3-2全売上高にlllAめるバイオ関係 事業売 卜席の比率

全企業 申′J､企業 人ノた業 食ぷー 医盛JL, 化学 その他画 室 二[二重 亘

1%未満 60 29 29 8 10 12 16 14

(50.42%) (44,62%) (55.77%) (34.78%) (37.04%) (63.16%) (57.14%) (63.64%)

1% 以 上 27 16 ll 4 5 4 10 4

10%末溝 (22.69%) (24,62%) (21.15%) (17.39%) (18.52%) (21.05%) (35.71%) (18,18%)

10%以 上二 6 3 3 0 4 0 2 0

30%未済 (5.04%) (4.62%) (5.77%) (0.0()%) (14.81%) (0.00%) (7.14%) (0.00%)

30%以 上 7 4 3 2 2 2 0 1

50%未満 (5.58%) (6.15%) (5.77%) (8.70%) (7.41%) (10,53%) (0.00%) (4.55%)

50%以上 19 13 6 9 6 1 0 3

(15.97%)(20.00%) (ll.54%) (39.13%) (22.22%) (5.26%) (0.00%) (13.64%)

計 119 65 52 23 27 19 28 22

4.バイオテクノロジー関係の売上高の分野

前項 2および 3で整理したバイオテクノロジー関係事業がどのような分野に分類されるか,を尋ねたところ(複数W答

あり)表 4に示されるような結果が得られた･食品加 1二,医薬品(診断薬を含む),が多いのは,表 0-1の確実分類から
も予想されるが,環境 ･バイオマスが23件と多いのは特徴的である.

表4 事業の分野

事業の分野 座 ｣【1りJ､企業 大企業 食品 医薬止む 化学 その他製造業 その他

jj'裳(農薬を含む) ll 6 〇 3 0 2 2 4

畜産(動物治療薬 .診断薬を含む) 8 4 4 4 1 1 2 0

水産(水産薬を含む) 3 1 2 1 1 0 1 0

品加 Ⅰ二.飲料品 29 18 10 17 1 8 3 0

医薬品 32 13 18 8 17 4 1 2

診断薬 20 14 6 4 7 5 1 3

トイレタリー .化粧品 5 1 4 1 0 1 3 0

化成品 10 3 7 2 1 3 2 2

バイオエレク トロニクス .バイオエンジニアリング 12 8 4 0 1 0 6 5

環境 .バイオマス 23 ll 12 3 0 4 9 7

バイオサー ビス 7 4 3 1 0 0 2 4

究支援(DNA チップや解析装置などの製造を含む) 16 8 8 1 1 3 8 2

その他機械 2 1 1 0 0 0 1 1

その他 10 4 6 0 1 3 5 1
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*少なくとも1項目につき該､EjするとIrlJ答した企業の数.複数r[71答 吋のため,各項F]-のlH1答数の合計より少ない,

5.地域別に見たバイオテクノロジー関係の保有特許数

バイオテクノロジー関係の保イヨ特許数を地域別に整碑したのが表 5-1以 卜である.平均すると,日本国特許の保有数

が多いが,北米やヨーロッパの特許数もかなり多いことが知られる.これに対してアジア ･その他地域における特許

保有件数については,セロ回答が人半を占めている.また,国内特許数で見て,最大伯が 531件に達するのに対し,

[円田値は10件弱であり,企業描｣の差異が大きいことがわかる.

表 5-1地域 別保有特 許件数 (全iP_莱)

｣ 回内 北米 ヨ ー ロ ッパ アジア その他

平均 34.46 14.79 24.77 6.36 3.44

最′J､値 0 0 0 0 0

最大値 531 150 402 120 70

中間値 10 2 1 0 0

回答数 102 82 76 72 68

表5-2地域別保 有特許件数 (中小企業)

｣ 国内 北米 ヨーロッパ アジア その他

平均 14.84 4.71 7.81 2.21 1.61

最小値 0 0 0 0 0

最大値 250 40 75 20 18

中間値 4 1 0 0 0
回答数 52 39 33 33 31

表5-3地域別保有特許件数(大企業)
｣ 国内 北米 ヨーロッパ アジア その他

平均 54.86 23.93 37.79 9.87 4.97最小値 0 0 0 0 0最大値 531 150 402 120 70中間値 21 5 7 0 0回答数 50 43 43 39 37
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哀5-4地域別保イr特許件数 (食Llt'jl二業)

卜qLJtJ 北米 ヨー ロ ッパ アジア その他

､T'1均 54.83 24.86 45.78 ll,46 8

最小 植 1 0 0 0 0

最大値 531 139 402 120 70

中I紺虐 12 1 i 0 1

lr]ー答数 24 15 14 13 13

表 5-5地域別保有特許件数 (医薬品工業)

国内 北米 ヨーロッパ アジア その他

'平均 30.41 22.18 24.73 13.06 3.46

最小値 0 0 0 0 0

最人位 250 150 150 80 20

中間値 4 3,5 7 2.5 0

回答数 17 lb 15 16 15

表5-6地域 別保 有特許件数 (化学工業)

酬 ｣ 北米 ヨーロッパ アジア その他平均 44,36 19.73 40.78 6.07 2.46最小値 0 0 0 0 0最人値 350 100 188 20 18中間値 12 3 15 3 0rFJ]答数 19 15 14 13 13

表5-7地域別保有特許件数 (その他製造業)

Lg内 北米 ヨーロッパ アジア その他平均 29.45 7.45 ll,89 0.52 l1.86最小値 0 0 0 0 0最人情 192 35 100 5 27中間値 13.5 2 3 0 0L〔｣答数 22 20 19 17 15
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表518地域別保jl~特.f'fl/ト数 (その他)

~¶芋 トト 北米 ヨー一口ソバ アジア その他平均9.55 2.5 5.28 0.92 1.5巌小値0 0 0 0 0最大値50 15 56 10 18

中消｣値2 0 0 0 0

担d答数 20 lb 14 13 12

6.2000年度におけるバイオテクノロジー関係の申請特許件数

同様に,バイオテクノロジー関係の 2000年度における申請特許件数を,地域別に整理したのが,表 6-1以 卜である.

ここでも,【月内特許の申請件数が多く,海外のそれは,相対的に少ないことが知られる.また,保有特許件数と兜な

るのは,海外における申請特許件数にそれほど地域格差が観察されない点であろう.

表 6-1地域別 申請特許件 数 (全企業)
国内 北米 ヨーロッパ ア ジア その他

平均 10,91 3.09 3,27 2.97 1.91

最小値 0 0 0 0 0

最大値 203 30 36 53 36

中間値 4 0 0 0 0

回答数 102 75 72 69 69

表 6-2地域別申 請特許件数 (中小企業)
国内 北米 ヨーロッパ アジア その他

平均 4.71 1,27 1.ll .85 .42

最小値 0 0 0 0 0

最大値 44 10 10 10 10

【iJ間値 1,5 0 0 0 0

回答数 52 37 35 34 33
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表 6-3地域別申請特許什数 (人企業)

"】一m= = ] liヨ卜) 北米 ヨーロッパ アジア その他

il均 17.36 4.86 5.32 T仙 5.02 3.27

最小植 0 0 0 0 0

最大 佃 203 30 36 53 36

判 ～肋 ‡ 8,5 2 2 0 0

回答数 50 38 37 35 36(27)

表 6-4地 域 別 申 請特許 件数(食 [uJL業)
国内 北米 ヨー ロッパ ア ジア その他

平均 20.13 5.5 4 7.92 5.21

最 ′J､値 0 0 0 0 0

最大値 203 24 24 53 36

中間値 2.5 0‥5 0 0 0

LF7]答数 22 14 13 13 14

表 6-5地域別申請特許件数 (Ejf一糸品ユニ業)

国内 北米 ヨー ロッパ アジア その他

平均 9.33 5,53 6.33 5.8 3.37

最小値 0 0 0 】 0 0

最大値 30 30 30 30 30

中間値 7 2 2 2 0

凹答数 18 15 15 15 16

表 6-6地域別申請特許件数 (化′'tl=工業)

国内 北米 ヨーロッパ アジア その他平均 13.38 2.16 2.90 0.81 0.45最小値 0 0 0 0 0最大値 97 6 15 ⊃ 〇中間値 4.5 1 0 0 0LliJ答数 18 12 ll ll ll
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表6-7地域別帰 納柑二件数 (その他製造業)

｣ 関内 北米 ヨーロッパ アジア その他

斗'l均 7.70 1.52 1.05 0.25 0

最小値 0 0 0 0 0

最入植 26 ll 8 2 0

lIT間値 4 0 0 0 0

回答数 24 19 19 16 15

表6-8地域別申請特許件数 (その他)

国内 北米 ヨーロッパ アジア その他平均 3.8 1.33 2.64 0.14 0最小値 0 0 0 0 0最人値 18 12 36 2 0中間値 0 0 0 0 0lljl%& 20 15 14 14 13

7.2000年度におけるバイオテクノロジー関係の特許によるライセンス収入額

2000年度におけるバイオテクノロジー関係の特許によるライセンス収入は,凹答食業の人半で(105社中86社),ゼロ

である.しかし,特許を通 じたライセンス収入が150億円に達する企業もある.

表 7-1 基本統計量 (万円)

L二 竺 旦 ｣ 中小企業 人企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

平均 25′622 1′599 55′302 6′646 130′047 1′198 2′066 21

最小値 0 0 0 0 0 0 0 0

最大値 1′500′000 45′000 1′500′000 73′900 1′500′000 20′000 50′000 0

中間植 0 0 0 0 0 0 0 0

rLJ7%& 105 57 47 22 19 18 25 21
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衣712 ライセンス収入翫

令企業 ･i示元 丁1右xTこⅠ二重=工 [吏薬品 化学 その他製造業 その他

ライセ ンス収 86 l50 35 17 13 14 21 21

人なし (81.90%) (87.72%) (74ー47%) (77.27%) (68.42%) (77.78%) (84.00%) (100%)

1000jj円未満 6 3 3 0 1 2 3 0

(5.71%) (5.26%) (6.38%) (0.00%) (5,26%) (ll.11%) (12.00%) (0,00%)

1000万円以 卜 4 1 3 2 1 1 0 0

1億rl]/如箱 (3.81%) (1.75%) (6.38%) (9.09%) (5.26%) (5.56%) (0.00%) (0.00%)

1億rlj以 L 9 3 6 3 4 1 1 0

(8.57%) (5.26%) (12.77%) (13.64%) (21.05%) (5.56%) (4.00%) (0,00%)

計 105 57 47 22 19 18 25 21

8. 2000年度におけるバイオテクノロジー関係の特許使用料による支出絶類

バイオテクノロジー関係の特許に対する使用料支払い額もほとんどなく,102件中76件がゼロと回答 している.しか

し,特許ライセンス収入と同様に,支払い額が90億円に達する企業も見られる.

衷8-1 基本統計量 (万円)

Lj 空軍｣ 中小企業 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

平均 14′204 536 31′528 17′894 62 ′257 65.9 251 333

最小値 0 0 0 0 0 0 0 0

最大値 900′000 8′000 900′000 219′700 900′000 400 4′000 7′000

中間値 0 0 0 0 20 0 0 0

回答数 102 56 46 21 17 17 26 21

表8-2 ライセンス支出額

L三竺革｣ 中小企業 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

ライセ ンス支 76 42 33 15 8 13 20 20

出なし (74.51%) (75.00%) (73.33%) (71,43%) (47.06%) (76.47%) (76.92%) (95.24%)

1000万円未満 12 9 3 3 1 4 4 0

(ll.76%) (16.07%) (6.67%) (14.29%) (5.88%) (23.53%) (15.38%) (0.00%)

1000万円以 ヒ 8 5 3 0 5 0 2 1

1億円大浦 (7.84%) (8.63%) (6一67%) (0.00%) (29.41%) (0.00%) (7,69%) (0.00%)

1億円以上 6 0 6 3 3 0 0 0

(5.88%) (0.00%) (13,33%) (14.29%) (17.65%) (0.00%) (0.00%) (0.00%)

計 102 56 45 211717 26 0
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9. 2000年度におけるバイオテクノロジー関係製品の輪出総額

2000年度におけるバイオテクノロジー関係製[～L'｣の輸LLii総額は,平均すると6億 1千万円程度である.しかし′回答企業

の77%は,ゼロとLrj答している.

表 9-1 基本統計鼠 (万llj)

全企業 [17小企業 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

平均 61′469 11′957123′35036′116261′663 26′062 3′900 0

最小 値 0 0 0 0 0 0 0 0

最人 値 2′530′000 360′0002′530′000360′0002′530′000320.000 29′0000
中間値 0 0 0 0 0 0 0 0
LnJ%& 101 55 45 20 19 16 25 21

表9-2 バイオ関係製品の輸出総額

全企業 ｣ ●+ 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

輸出なし 78 45 32 13 14 12 18 21

(77.23%) (81.82%) (71.11%) (65.00%) (73.68%) (75.00%) (72.00%) (100%)

1億円未満 7 2 5 1 1 1 4 0

(6.93%) (3.64%) (ll.11%) (5.00%) (5,26%) (6.25%) (16.00%) (0.00%)

1億 日以上 9 6 3 3 i 2 3 0

10億円未満 (8.91%) (10.91%) (6.67%) (15.00%) (5.26%) (12.50%) (12.00%) (0.00%)

10億円以上 7 2 5 3 3 1 0 0

(6.93%) (3.64%) (ll.11%)(15.00%) (15.79%) (6.25%) (0.00%) (0.00%)

計 101 55 45 20 19 16 25 21

10.2000年度における全研究開発費

10-1全研究開発費

全研究開発費に関する基本統計量の結果は表10-1-1に示されている.また,表 10-1-2には,研究開発費の階層別分布

が整理されている･研究開発費が1億円以 仁50億円未満の企業は,全体の約半数 (45%)を占めている.

表 10-1-1 基本統計量 (万円)

全企業 L_空竺 業 大企裳 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

平均 1′333′112 152′707 2′704′000 301′535 1′655′804 657′491 3′029′896 128′719

最小値 0 0 0 2100 3′000 500 0 0

最大値 32′880′000 807′000 32′880′0002′626′100 7′970′ODO 32′01′100 32′880′000 960′000

中間値 233′850 500′00 980′000 72′404 662′800 532′550 501′600 20′815

回答数 130 68 60 23 31 18 33 25
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表 10-1-2 研究開発費の階層別分イ1｣

今命′業 lfT小企業 人ノた業 食【HJ 医薬[～Ej 化学 その他製造実 その他

1億円未満 22 18 3 4 1 3 二ヽ(15一15%) 9(16.92%) (26.47%) (5.OO牝) (17.39%) (3.23%) (16.67%) (36.OO牝)

1億円以 L10 29 25 4 10 3 2 〇(15.15%) 9億円未満 (22.31%) (36.76%) (6.67%) (43.48%) (9.68%) (ll.11%) (36.00%)

10億日以上 50 29 18 ll 6 9 3 6 つ(20.00%)億F']未満 (22.31%) (26A7%) (18一33%) (26,09%) (29,03%) (16.67%) (18.18%)

50 億 円 以 L 23 7 15 1 6 7 7 2

100億日未満 (17,69%) (10.29%) (25.00%) (4.35%) (19.35%) (38,89%) (21.21%) (8.00%)

100億 llj以上 27 0 27 2 12 3 10 0

(20.77%) (0.00%) (45.00%) (870%) (38.710/.) (16.67%) (30,30%) (0.00%)

計 130 68 60 23 31 18 33 25

10-2研究開発集約度

2000年度の研究開発費が,2000年度の売上高(単独決算)に占める割介を示 したものが表10-2-1および豪10-2-2である.

[‡7小企業の中には,100%を上rulる(すなわち,研究開発費が売 上二高を LHる)作業もあるが,10%末酒の企業が令体の

81%を占める.ただし,医薬晶産業では,10%を上回る企業が多い.

表 10-2-1 13;本統計違 (%)

_｣ 全企業 中小企業 大企業 食品 医薬品 化'7-I その他製造業 その他

平均 6.07 6.62 5,46 3.15 12.74 3,62 3.60 5.70

最小値 0 0 0 0.12 0.12 0.02 0 0

最大値 100.49 100.49 31.97 37,33 31.97 7.01 9.72 100.49

中間値 2.89 2.06 4,06 1.07 12.72 4,28 2.99 0.58

回答数 128 68 60 23 30 18 32 25
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表 10-2-2 )+i卜点に【上Tめる研究費のシェア

･乍企業 中小介菜 人/た業 ｣ 畢生 [矢粟tih 化 学 その他製造業 その他

1%大浦 42 25 17 H 1 4 7 19

(32.810/'O) (36.76%) (28.33%) (47.83%) (3.33%) (22.22%) (21.88%) (76.00%)

1%以 1二 41 20 21 lO 2 9 16 4

5%未満 (32.03%) (29.41%) (35.00%) (43.48%) (6.67%) (50.00%) (50,00%) (16.00%)

5%以 l二 21 9 12 1 6 つ(27.78%) 9 010%末漕 (16.41%) (13.24%) (20.00%) (4.35%) (20.00%) (28.13%) (0,00%)

10%以 L 21 12 9 0 20 0 0 1

30%未満 (16.41%) (17.65%) (15.00%) (0.00%) (66.67%) (0.00%) (0.00%) (4.00%)

30%以 ヒ 2 1 1 1 1_ 0 0 0

50%未満 (1.56%) (1.47%) (1.67%) (4.35%) (3.33%) (0.00%) (0.00%) (0.00%)

50%以上 i 1 0 0 0 0 0 1

(0.78%) (1.47%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (4.00%)

計 128 68 60 23 30 19 3 2 25

ll.2000年度におけるバイオテクノロジー関係の研究開発費

凹答企農の中には,バイオテクノロジー閲係研究費が 580億｢=こ上る企業もあるが,最も多かったのは,1億円以 L

10億FTは 満の食濃であり,これらは全体の 36.5%を占める(義 ll-2)･バイオ関係研究費が全研究費に占める割合を見

た場合,5%未満の企業が,全体の36%を占める(衣 ll-4).

衣 ll-1 基本統計量 (万FTj)

全ノ起業 lf1小企業 人企業 食品 [吏薬品 化学 その他製造業 その他平均180′739 19′724 368′536 160′471 551′184 49′165 77′793 6′649最小値0001′500050000最大値5′800′000210′0005′800′0001′500′0005′800′000416′1431′200′00030′000中間値14′9207′76750′00018′13168′50013′20020′0002′189回答数1156053202617 29 23
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衣 ll-2 バイオ関係研究r凋発費

L"1答数 [tl/｣､仕業 大企業 L +.+.'+ l大栗が】 化学 その他製造業 その他

5000ノ∫｢]未満 35 24 10 3 こ)(19 .23%) 5 9 13(30.43%) (40.OO牝) (18.87%) (15.OO牝 ) (29.4 1%) (31一03%) (56.52%)

5000ノjrIl以 _上二 17 14 3 4 2 1 3 7

1億日未満 (14.78%) (23.33%) (5.56%)(20.00%) (7.69%)(5.88%) (10.34%) (30.43%)

1億rlj以 1二10 42 0 21 7 10 9 13 3

億1り未満 (36.52%) (0.00%) (39.62%) (35.00%)(38.46%)(52.94%) (44.83%) (13.04%)

10 億 H 以 上 16 22 14 つ(25.00%) 6 2 3 0100億H未満 (13.91%) (36.67%) (26.42%) (23.08%)(ll.76%) (10一34%) (0.00%)

100億日以上 5 0 5 1 3 0 1 0

(4.35%) (0.00%) (9.43%) (5.00%) (ll.54%) (0.00%) (3.45%) (0.00%)

計 115 60 53 20 26 17 29 23

表 1113 全研究費に占めるバイオ関係研究費のシェア(%)

｣ 全企業 中小企業 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

均 31.48 43.01 18.91 52.59 30.27 28.00 16.77 35.94

最小値 0 0 0 こ) 0 0.61 0 0

最大値 100 100 100 100 100 100 100 100

中間値 12.80 31.66 5.68 50 ll.40 8,33 7 16

回答数 117 62 53 20 26 19 29 23

表 11-4 全研究費に占めるバイオ関係研究費のシェア

全企業 Lf7小企業 人企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

1%未溝 17 8 9 0 4 1 4 8

(14,53%) (12.90%) (16.98%) (0.00%) (15.38%) (5.26%) (13,79%) (34.78%)

1%以 仁 25 7 17 1 5 7 9 3

5%未満 (21.37%) (ll.29%) (32.08%) (5.00%) (19.23%) (36.84%) (31.03%) (13.04%)

5%以 上 16 7 8 1 4 4 7 0

10%未満 (13.68%) (ll.29%) (15.09%) (5.00%) (15.38%) (21.05%) (24.14%) (0.00%)

10%以上 18 9 9 5 5 2 4 2

30%未満 (15.38%) (14.52%) (16.98%) (25.00%) (19.23%) (10.53%) (13.79%) (8.70%)

30%以 L ll 8 3 4 2 1 2 2

50%未満 (9.40%) (12.90%) (5.66%) (20.00%) (7.69%) (5.26%) (6.90%) (8.70%)

50%以上 30 23 7 9 6 4 3 8

(25.64%) (37,10%) (13.21%) (45,00%) (23.08%) (21.05%) (10.34%) (34.78%)

計 117 62 53 20 26 19 29 23
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12.バイオテクノロジー関係の研究開発費の出所

バイオテクノロジー関係の研究費について,その仙yr(調達源)を整即 した結果が,表 12-1に吉Llされている･バイオテ

クノロジー関係研究費の 94%が社内研究費によって調達されてお り,それ以外の外部資金-の依存度は低い.この結

兄は,『科学技術研究調査』において,会社等研究費総額に[上iめるt']己負担の割合が95,2%であるのとほぼ類似 してい

る.ただし,中小企業の中には,公募等が研究費の75%をlt,-める企業や受託が100%を占める企業も存在する.人企業

でも委託が 60%を占める允業がある.

表 12-1バイオテクノロジー関係研究費の出所(全企業)

単位 :% 社内研究費 公募等(補助金を含む) 受託 その他

平均 93.77 2.8 2 2.9 0.5

最小値 0 0 0 0

最大値 10 0 75 100 25

中間 値 100 0 0 0

回 答数 110 110 110 1 10

表12-2バイオテクノロジー関係研究費の出所 (中小企業)

単位 :% 社内研究費 公募等(補助金を含む) 受託 その他

平均 93,32 3,27 2.81 .57

最小値 0 0 0 0
最人値 100 75 100 25

[開削直 100 0 0 0

回答数 61 61 61 61

表 12-3バイオテクノロジー関係研究費の出所 (大企業)

単位 :% 社内研究費 公募等(補助金を含む) 受託 その他

平均 94.08 2.36 3.12 .42

最小値 40 0 0 0
最大値 100 30 60 10

中間値 100 0 0 0
lF,j答数 47 47 47 47
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表 12-4バイオテクノ｡ジー関係研究費のLLH所 (食品 1㌦業)

単位 :% 杵Lj,j研究費 公募等(補助金を含む) r 義 【 その他

･T{均 96.05 2.1 0.6 1.25

最小値 75 0 0 0

最大値 100 17 10 25

中間値 100 0 0 0

回答数 20 20 20 20

表 12-5バイオテクノロジー関係研究費の上ii所 (医薬品工業)

単位 :% 社内研究費 公募等(補助金を含む) 受託 その他

-平均 99.34 0.65 0 0

最小値 88 0 0 0

最大値 100 12 0 0

中間値 100 0 0 0

lLil答数 26 26 26 26

表 12-6バイオテクノロジー関係研究費の出所 (化I､円 二業)

単位 :% 社内研究費 公募等(補助金を含む) 受託 その他

平均 97,73 1.36 0.63 0.26

最小値 80 0 0 0

最人情 100 20 10 〇

中間値 100 0 0 0

回答数 19 19 19 19

表 1217バイオテクノロジ-関係研究費のLli所 (その他製造業)

単位 :% 社内研究費 公募等(補助金を含む) 受託 その他

平均 94,40 2.62 2.40 0.55

最小値 75 0 0 0

最大値 100 20 25 10

中間値 100 0 0 0
回答数 27 27 27 27
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衣1218バイオテクノロジー関係研究費のLii所 (その他)

中位:% 社内研究費 公募等(補助金を合む) 受託 その他

平均 78.05 8.61 12.77 0.55

最小値 0 0 0 0
鼓入植 loo 75 loo 10

中間値 100 0 0 0

Lpl答数 18 18 18 18

13.バイオテクノロジー研究開発費に占める人件費の割合

バイオテクノロジー関係の研究開発費に占める人件費の割合を尋ねたところ,回答企濃102社中40社(39%)が30%以

ヒ50%未満,33社(32%)が50%以 L70%未満とbJ答 した･中間値を見ても50%であるから,人件費が研究費の約'f･分

を占めていることになる.『科′tLI技術研究調溌報'li,l』で会社等研究費に占める人件費の割合が平均で41.7%であるのに

比べ,やや高い.

表 13-1 基本統計屋

｣竺 竺｣ 中小侭業 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

平均 53.65 57.28 50.ll 55.6 47.47 58.ll 50,30 59.33

最′｣､値 0 0 ll 25 30 ll 0 12

最大値 100 100 85 85 90 85 90 100

中間値 50 60 50 60 40 60 50 60

回香数 102 56 45 2 0 21 17 26 18

表 13-2 人件費の割合

全ノ企業 中小企業 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

10%未満 1 1 0 0 0 0 1 0

(0.98%) (1.79%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (3.85%) (0.00%)

10%以 L ll 5 6 3 3 1 2 2

30%末溝 (10.78%) (8.93%) (13.33%) (15.00%) (14.29%) (5.88%) (7.69%) (ll.11%)

30%以上 40 18 22 6 13 6 10 5

50%未満 (39.22%) (32.14%) (48.89%) (30.00%) (61.90%) (35.29%) (38.46%) (27一78%)

50%以上 33 20 13 7 2 8 9 7

70%未満 (32,35%) (35.71%) (28.89%) (35.00%) (9.52%) (47.06%) (34.62%) (38.89%)

70%以 L 16 12 4 4 2 2 3 4

(15一69%)(21.43%) (8.89%)(20.00%)(14,29%)(ll.76%) (ll.54%) (22.22%)

汁 102 56 45 2021 17 26 18
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14.バイオテクノロジー関係の研究開発を開始した年度

回答作業の多くにおいて,バイオテクノロジーF娼係の研究開発を開始 した年度は,比較的最近である.最もllJl答の多

かったのは,1980年代に入ってからバイオテクノロジーFTi;]係の研究開発にI]A=手したという作業であり,これらは全体

の33%を[上.-める.また 1990年代に入って研究を開始した企業も24%と多い.遺伝 子組換えに関するコ-エン-ボイヤ

ー特許の出願が 1974年,澄録が 1980年であり,これを契機にいわゆるオール ドバイオからニューバイオに移ったと

言われるが,多くの企業がニューバイオになってから参入していることがわかる.

表 14 バイオテクノロジー関係研究の開始年度

年度 L_讐 里.｣仁中小企業 大企業 食品 rタ主薬晶 化学 その他製造業 その他

1950年以前 9 2 7 4 4 0 1 0
(7,44%) (3.23%) (12.50%) (17.39%) (16,67%) (0.00%) (3.13%) (0.00%)

1951-1960年 3 1 2 1 1 1 0 0

(2.48%) (1一61%) (3.57%) (4,35%) (4.17%) (5.56%) (0.00%) (0.00%)

1961-1970年 12 5 7 5 1 3 3 0

(9.92%) (8.06%) (12.50%) (21.74%) (4.17%) (16,67%) (9.38%) (0.00%)

1971-1980年 26 10 16 4 5 9 5 3

(21.49%) (16.13%) (28.57%) (1739%) (20.83%) (50.00%) (15.63%) (12.50%)

1981-1990年 40 24 15 6 8 3 14 9

(33.06%) (38ー71%)(26.79%)(26.㈹%)(33.33%)(16.67%) (43.75%) (37,50%)
1991-2000年 29 20 8 3 5 2 9 10

(23.97%) (32.26%) (14.29%) (13.04%) (20,83%) (ll.11%) (28.13%) (41.67%)

2001年 2 0 1 0 0 0 0 2

(1.65%) (0.00%) (1.79%) (0,00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (8.33%)

計 121 62 56 23 24 18 32 24
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15.バイオテクノロジーの利用日的

バイオテクノロジーの利用日的(複数Ll]]答 rTl)は,製lu潤 発,鬼礎的研究開発,バイオ技術による製品!1=_鍾,に集中して
いる.

表15バイオテクノロジーの利用日的

目的 ｣ ｣ 中小企業 大企業 ｣堅 医薬品 化学 その他製造業 その他

基礎的(探索的)研究開発 65 29 36 13 22 10 13 7

製品開発 75 40 33 24 17 10 17 7

バイオ関連情報の/i:_荏 .提供 13 4 8 1 1 1 1 9

バイオ関連機器の開栄 .製造 31 15 16 1 4 3 15 8

バイオ技術による製品牛虎 57 26 31 15 12 13 ll 6

バイオ関連サー ビス受託 19 10 9 3 1 0 6 9

その他 6 1 5 0 1 0 1 4

*少なくとも1項目につき該当するとLrlj答した企業の数.複数回答可のため,各項H-の回答数の合計より少ない.

16.バイオテクノロジー基幹技術

バイオテクノロジー基幹技術については,遺伝 子解析技術の利用または研究が多く,次いで,遺伝 -I-組み換え技術と

な る, (これ らの基幹技術 の分類 は,特 許庁 『バイオテ クノロジー基幹技術 に関す る技術動向調査』

Pttp://wwwjpo.go･jp/techno/pdf/bio.pdf)による)

表 16バイオテクノロジー基幹技術

技術 全企業 中小企業 大企業 食品 医薬品 化'1才:その他製造業 その他

遺伝子組み換え技術 54 24 30 ll 21 8 10 4

遺伝7-解析技術 58 17 41 12 17 6 13 10

発生工学技術 15 6 9 2 6 2 2 3

蛋白L学技術 38 17 21 5 17 6 5 5

糖鎖工学技術 15 6 9 〇 3 3 1 3

バイオインフォーマテイクス 33 8 24 つ 15 2 4 7

その他 ll 5 6 3 1 3 3 1

*少なくとも1項 目につき該当すると回答した企業の数.複数回答FiTのため,各項目-のLr7]答数の合計より少ない.
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Cバイオテクノロジー研究開発に関わる人材について

17 バイオテクノロジー研究開発の有無

バイオテクノロジー関係の ｢事業｣を行っていると回答した企業 137社【巨 バイオテクノロジー関係の ｢研究開発｣

を行っている企業は123社(90%)であった.

衣 17 バイオテクノロジー研究開発の有無

Ld答 A 中′J､企業 __竺 当 食品 医農【iL, 化学 その他製造業 その他

バイオテクノロジ 123 57 64 24 25 20 32 22

-研究開発を実施している (89.78%) (91.94%) (88.89%) (96.00%) (86.21%) (90.910,'O) (94.12%) (81.48%)

バイオテクノロジ 14 5 8 1 4 2 2 〇(18.52%)

-研究開発を実施していない (10.22%) (8一06%) (ll.11%) (4.00%) (13.79%) (9.09%) (5,88%)

計 137 62 72 25 29 22 34 27

18バイオ研究開発業務従事者の職種別人数

表 18-1-1は,全企業を対象として,バイオテクノロジー研究開発に従事する者の職権別人数について整理 している.

研究開発業務従事者総数は,平均すると76才,はとで,その内訳は,研究者が半数以 f二をltiめていることがわかる.ま

た技能者のシェアも大きい.なお,ゼロ回答数は,該当項目に 0と回答 した企業の数,空欄lr74答は,少なくとも他の

一つの項目には凹答 しているが,該当項目には回答せず空欄のままの命業の数である.この意味での空欄回答は,ゼ

ロ回答と同等と見なして集計した.

表 18-1-1研究開発業務従事者数 (単位 二人)

プロジェクト管理 研究者(研究補助者を含む) 技能者 知的財産管理者 その他 総計

平均 5.51 45,36 21.81 1.79 1.17 75.63

最小伯 0 0 0 0 0 1

最大値 200 1′250 2′000 40 60 3′310

中間値 2 9 0 0 0 13

回答数 93 109 68 73 44 115

(ゼロ回答) (3) (2) (22) (22) (36)
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表 18-ト2研究開発業務従事者数 (HT小企業)

プロジェク ト管理 研究肴(研究補助者を含む) 技能者 知的財);冒号jfP=者 その他 総計

平均 2.03 12.27 2.37 0.83 0.90 18.41

最小値 0 0 0 0 0 1

愚人値 20 80 20 lO 50 130

[日嗣在 1 6 0 0 0 8

lF716% 45 55 32 35 19 59

(ゼロll-7慣 ) (0) い1 (9) (ll) (15)

表 18-1-3研究開発業務従事者数 (大任業)

プロジェクト管理 研究者(研究補助者を含む) 技能者 知的財推管理者 その他 総計

平均 9.50 88.13 43,81 2.91 1.50 140.85

最小怖 0 0 0 0 0 0

最大値 200 1′250 2′000 40 60 3′310

[‖'t'l値 2 22.5 0 0.5 0 31

凹答数 47 53 35 38 25 54

(ゼロ回答) (3) (1) (13) (ll) (21)

表 18-1-4研究開発業務従事者数 (食品⊥業)

プロジェク ト管理 研究者(研究補助者を含む) 技能者 知的財産管理者 その他 総計

平均 5.96 53.70 9.26 3.00 2.61 74.52

最小値 0 0 0 0 0 3

最大値 36 400 110 20 60 610

r77間値 2 13 0 1 0 19

回香数 19 22 16 18 8 23

(ゼロ回答) (0) (0) (6) (5) (7)

表 18-1-5研究開発業務従事者数 (医薬品工業)

プロジェク ト管理 研究者(研究補助者を含む) 技能者 知的財産管理者 その他 総計

平均 16.14 138.77 97.73 4.64 0 257.27

最小値 0 2 0 0 0 3

最大値 200 1′250 2′000 40 0 3′310

中隔j値 2 27.5 0 2 0 33.5

回答数 17 22 12 17 8 22

(ゼロ回答) (0) (0) (6) (1) (8)
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よ 18-ト6研先｢)与]発業務従fl渚 数 (化学 T一業)

プFlジエク ト管兜 研究者(研究補助満々 合む) 技能者知的財);lJ=:管微音 その他 総計

､Ti-均 1.65 15.40 2.50 0.70 0.20 20.45

最小伯 0 1 0 0 0 l

故人植 5 75 26 3 3 89

研削た 1 8,5 0 0 0 12

｢LJT答数 15 20 10 ll 9 20

(ゼロ[叫答) し= (0) (2) (2) (7)

表 18-1-7研究開発業務従事音数 (その他製造業)

プロジェクト管月里 研究者(研究補助者を含む) 技能者 知的財床管理者 その他 総計

､I':均 2.29 15.ll 2,25 0.50 0.71 20.86

最小値 0 0 0 0 0 3

殺人値 8 100 15 6 16 100

中間値 1.5 6 0 0 0 12.5

LT7j答数 24 28 18 16 12 28

(ゼロLnJ答) (1) (2) (5) (9) (8)

表 18-1-8研究開発業務従事者数 (その他)

プロジェクト管理 研究者(研究補助者を含む) 技能者 知的財産管群者 その他 総計

平均 2.05 8.95 1.45 0.32 2.27 15.05

最小値 0 0 0 0 0 1

最人値 6 44 8 2 50 100

中間値 1 4 0 0 0 6.5

凹答数 18 17 12 ll 7 22

(ゼロ回答) (1) (0) (3) (5) (6)

19,分野別研究開発プロジェク ト数および研究員数

現在進行中のバイオテクノロジー関係のプロジェクト数ならびに研究員数を分野別に尋ねたところ,表 19-1-1のよう

な結果を得ることができた.平均値で見ると,最も多いのが,新製品開発で5.1件であり,続いて,基礎的研究開発が

2.8件弱となっていた｡研究員数は,逆に,基礎的研究開発に最も多く配分されており(平均 19人),その次に,新製品

開発分野に多かった(表 19-2-1)･
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19-1分野別研究開発プロジェク ト数

哀 19-1-1分野別プロジェクト数(仝企業)

)i⊆礎的研究開 新製品開発 バイオ関連情報/iI_バイオ関連機器間 バイオ技術によ バイオ関連サ 総計
餐 産挺供 栄 .製造 る製晶/i三種 -ビス

平均 2.83 5.08 0.19 0.70 1,54 0.22 10.55

最小値 0 0 0 0 0 0 0325殺人値50200 5 20 50 10中間値11 0 0 0 0 4回答数5655 24 33 46 25 93(ゼロ回答)(5)(6) (17) (15) (9) (16)

表 19-1-2分野別プロジェクト数 (中小企業)

基礎的研究開 新製晶開発 バイオ関連情報生 バイオ関連機器開 バイオ技術によ バイオ関連 総計
栄 産提供 栄 .製造 る製品ji:_産 サービス

平均 0.82 1.82 0.16 0.36 1.12 0.36 4 .6 4

最 小値 0 0 0 0 0 0 1

最大値 つ 22 5 5 14 10 36

中間値 0 1 0 0 0 0 3

凹答数 23 31 12 16 21 13 50

(ゼロLd答) (4) (4) (9) (7) (4) (6)

表 19-1-3分野別プロジェク ト数(人企業)

基礎的研究開 新製品開発 バイオ関連情報 バイオ関連機器開 バイオ技術によ バイオ関連 総計
発 年産提供 発 .製造 る製品生産 サービス

平均 5.41 9.29 0.24 1.15 2.07 0.02 18.20
最小値 0 0 0 0 0 0 0
最大値 50 20 5 20 50 1 325
中間値 2 1 0 0 00 つ回答数 33 24 12 17 24 ll 41

(ゼロ回答)(1) (2) (8) (8) (5) (10)
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表 19-1-4分野別プロジェク ト数(食品 1二菜)

去礎的研究開栄 新製⊥52摘 発 バイオ関連情報!壬三産提供 バイオ関連機器開発 .製造 バイオ技術による製｢与7./i:.I;I;: バイオほLl連サービス 総計

平均 3.31 4.13 0 0 0.88 0 8.31
最小植 0 0 0 0 0 0 0

最大植 19 21 0 0 3 0 37

中間値 0 2 0 0 0 0 4

回答数 9 15 3 3 7 3 16

(ゼロ回答) (2) し= (3) (3) いー (3)

表 19-1-5分野別プロジェクト数 (隼葉品 j二某)

基礎的研究閲 新製品開発 バイオLj3連情報 バイオ関連機器間 バイオ技術によ バイオ関連 ′＼計
発 生産提供 栄 .製造 る製品!i:_産 サービス 総p

平均 8.47 19.00 0.29 1.24 4.47 0 33.47

最′1､倍 0 0 0 0 0 0 1

最大値 50 200 〇 20 50 0 325

中間値 2 1 0 0 0 0 6

bJ等数 13 12 ⊃ 6 10 4 17

(ゼ｡LFj答) (0) (2) (4) (4) (3) (4)

表 1911-6分野別プロジェク ト数 (化学 1二選)

荘礎的研究開 新製品開発 バイオ関連情報 バイオ関連機器開 バイオ技術によ バイオ関連サ総計
発 生産提供 発 .製造 る製品生産 -ビス

平均 1.29 1.94 0.24 0.59 1.82 0 5.88

最小値 0 0 0 0 0 0 1

最大値 5 10 2 8 ll 0 20

中間値 1 1 0 0 1 0 4

凹答数 ll 12 6 7 12 〇 17

(ゼロ回答) (1) =) (4) (4) (1) (5)
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表 19-1-7分野別プロジェク ト数 (その他製造業)

鬼礎的研究｢硝 新製[(払開発 バイオr娼遁情相性 バイオ関連機器間 バイオ技術によ バイオ関連 総計
栄 席提供 栄 ,製造 る製[_H]!i三産 サービス

､手/-均 1.04 1.26 0 1.13 0,61 0.22 4,26

最小値 0 0 0 0 0 0 1

長大値 4 7 0 二) 3 2 12

lH酬庶 1 0 0 0 0 0 4

凹答数 14 10 3 13 10 6 23

(ゼロLl,]答) (0) (0) (3) (3) (1) (2)

表 19-ト8分野別プロジェクト数 (その他)

濃礎的研究開 新製品開発 バイオ関連情報 バイオ関連機器間 バイオ技術による バイオ関連 総計
発 生産提供 栄 .製造 製品生産 サ-ビス

-i'=均 1.00 1.05 0.45 0.40 0.40 075 4.05

巌′日直 0 0 0 0 0 0 1

最大値 4 13 5 3 5 lO 16

中間植 0 0 0 0 0 0 3

回答数 9 6 ′ 4 7 7 20

(ゼロ回答) (2) (2) (3) (1) (3) (2)

19-2分野別研究員数

表 19-2-1分野別研究員数 (全企業)

基礎的研究開発 新製品開発 バイオ関連情報 バイオ関連機器間バイオ技術によバイオ関連サー 総計
生産提供 発.製造る製品生産 ビス

平均 19,07 15.80 0.47 2.214.630.46 42.65
最小値 0 0 0 000 0

最人値 600 600 25 10015015 1′250

中間値 2 2 0 000 10

回答数 575720 32452597(ゼロ回答)(3)(4)(13) (13)(7)(15)
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表 i9-2-2分野別研究員数 (申 J､企業)

j左礎的研狛淵 新製[払開発 バイオFkr;j連情織′Lバイオ関連機器｢期 バイオ技術によ バイオ関連サ 総計
栄 産提供 栄 .製造 る製品′L甚 一一ビス

平均 2.33 5.2 4 0,22 070 2.33 0.78 ll.61

最小値 0 0 0 0 0 0 0

最入植 28 70 5 10 32 15 80

[耶訓白: 0 1.5 0 0 0 0 6

回答数 24 34 9 14 21 13 54

(ゼ ロ回答) (3) (3) (6) (5) (3) (5)

表 19-2-3分野別研究員数(大命業)

虞礎的研究開 新製品開発 バイオ関連情報生 バイオ関連機器開 バイオ技術によ バイオ関連サ 総計
発 産提供 発 .製造 る製品生産 -ビス

平均 42.05 30.49 0.83 4.29 7.80 0,02 85.49

最小値 0 0 0 0 0 0 0
最大値 600 6〔)0 25 100 150 1 1′250

中間値 6 5 0 0 0 0 20

bl答数 33 23 ll 18 23 ll 41

(ゼ ロk31答) (0) (1) (7) (8) (4) (10)

表 19-2-4分野別研究員数(食品L業)
基礎的研究開 薪製晶開発 バイオ関連情報生 バイオ関連機器間 バイオ技術によ バイオ関連サ 総計
発 産提供 発.製造 る製品生産 一一ビス
平均 2331 26,25 0 0 2.88052.44
最小値 0 0 0 0 0 02
最大値 270 180 0 0 28 0450
中間値 2.5 7 0 0 0 0ll.5
回答数 10 15 2 2 6 216
(ゼロb]答)(1) (0) (2) (2) (0) (2)
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表 191215分野別研究員数 (準英[hr,工業)

基礎的研究開 新製品開発 バイオ関連情報生 バイオ関連機器開 バイオ技術によ バイオ関連サ 総計
発 産品を供 発 .製造 る製品/i三度 -ビス

､J'--均 65,3244,26 1.32 5.53 13.58 0 130.00最小値 0 0 0 0 0 0 2

義人値 600 600 25 100 150 0 1′250

中聞値 8 〇 0 0 0 0 25

ld答数 15 12 〇 7 10 5 19

(ゼロLrjl答) (0) (2) (4) (4) (3) (5)

表 19-2-6分野別研究員数 (化学 1二業)

基礎的研究開 新製品開発 バイオ関連情報生 バイオ関連機音詩開 バイオ技術によ バイオ閑適サ 総計
発 産提供 発 .製造 る製品生産 -ビス

f7-均 6.68 5.42 0.37 1.47 2.68 0 16.63

最小 値 0 0 0 0 0 0 0

最大 値 68 35 4 ll 8 0 79

中間値 1 3 0 0 2 0 10

回 答数 ll 14 5 7 12 4 19

(ゼ ロ 回答) (1) (1) (3) (3) (1) (4)

表19-2-7分野別研究員数(その他製造業)
基礎的研究開 新製品開発 バイオ関連情報生 バイオ関連機器間 バイオ技術によ バイオ関連サ総計
栄 産提供 発.製造る製品生産-ビス

平均 3,96 5.13 0 2.42 3.25 0.7515.50
最小値 0 0 0 0 0 0 0
最大イ1 25 25 0 20 26 8 55
申∴t; 1.5 0 0 0 0 0 9.5
回答数 14 ll 3 13 ll 7 24
(ゼロ回答) (0) (0) (3) (4) (1) (2)
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表 19-2-8分野別研鮎 i数 (その他)

栄 I;I三提供 発 .製造 る製品/1三産 ビス

平均 0.74 2.42 0.74 1.21 0.84 1.42 7.37

最小 値 0 0 0 0 0 0 1

殺人佃 〇 15 5 15 10 15 34

中間値 0 0 0 0 0 0 5

LnJT& 7 つ ⊃ 3 6 7 19

(ゼ ロ回答) t= り) (1) (0) (2) (2)
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20.要員確保における採用手段

プロジェクト管理職,研究者,技能者,知日YJ財産管用者,コンサルタント,の 5つの職権における人材の採用手段に

ついて尋ねたところ,哀20-1から20-8に示されるような結果となった.研究者については,公募を通じた【日金採用が

比較的多かったが,その他の職種における[‡り金採用は全般的に少なく,特に企業買収を通じた人材の確保は極めてま

れであることが分かる.

表 20-1要員確保における採用手段(全企業)

朝会採用(公易) 中途採用(-ツドハンティング) 買収

有 4旺 有 無 育 4妊

プロジェクト管理職 19 62 ll 61 2 67

研究者(研究補助含む) 40 53 21 59 1 71

技能者 24 54 6 64 0 66

知的財];JF_管.哩者 7 64 2 67 0 66

衣 20-2要員確保における採用手段押 小企業)

中途採用(公募) 中途採用(- ツドハンティング) 買収

有 年鑑 有 虹 有 i旺

プロジェク ト管理職 10 31 5 28 1 30

研究者(研究補助含む) 20 28 7 31 0 35

技能者 13 24 3 29 0 30

知的財産管理者 2 32 0 31 0 30

コンサルタント 4 29 2 28 0 28

表20-3要員確保における採用手段(大企業)

中途採用(公募) 中途採用(-ツドハンティング) 買収

有 4旺 有 i旺 有 4旺

プロジェク ト管理職 9 30 6 32 1 36

研究者(研究補助含む) 20 24 14 27 1 35

技能者 ll 29 3 34 0 35

知的財慮管理者 5 31 2 35 0 35

コンサルタント 3 32 3 33 0 34
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表 20-4度Ll確保における採用下段 (食rh]TL業)

【日金採用(公募) 中途採川(-ツド-ンティング) 買収

育 無 有 無 有 匂庄

プロジェク ト管理職 3 13 3 12 1 14

研究者(研究補助含む) 8 10 4 14 0 16

技能者 6 9 0 14 0 14

知的財塵管理者 1 15 0 15 0 15

表 20-5要員確保における採用手段 (医薬品工業)

中途採用(公募) 中途採用(-ツドハンティング) 買収

有 虫珪 育 銘 育 亡肝

プロジェク ト管理職 7 10 2 13 1 13

研究者(研究補助含む) 12 10 3 12 1 14

技能者 5 13 2 12 0 13

知的財産管理者 5 10 2 12 0 12

コンサルタント 2 12 1 12 0 ll

表 2016要員確保における採用手段 (化学 1二農)

中途採用(公募) 中途採用(ヘッドハンティング) 買収

有 虹 有 無 有 4旺

プロジェク ト管理職 0 13 3 12 0 13

研究者(研究補助含む) 5 12 6 ll 0 15

技能者 4 10 1 13 0 13

知的財産管理者 0 14 0 14 0 13

コンサルタント 4 ll 2 12 0 13
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表 20-7要員確保における採用手段 (その他製造業)

中途採用(公募) 中途採用(-ツド-ンティング) 三号収

有 無 有 無 有 無

プロジェク ト管理職 4 18 2 16 0 18

研究者(研究補助含む) 8 16 5 13 0 18

技能者 4 16 0 17 0 18

知的財産管理者 0 16 0 17 0 18

コンサルタント 0 16 1 16 0 18

表 20-8要員確保 における採用手段(その他)

中 途採用(公募) 中途採用(- ツ ドハンティング) 買収

有 & 有 無 有 無

プロジェク ト管辞職 〇 8 1 8 0 9

研究者(研究補助含む) 7 5 3 9 0 9

技能者 5 6 3 8 0 8

知的財産管理者 1 9 0 9 0 8

コンサルタント 1 9 1 9 0 8

21.中途採用者の元の勤務先

中途採用を実施している企業に対して,中途採用者をどの機関から採用するかについて尋ねたところ,巌も多かった

のは回内の民間企業であった.これに対して,海外の諸機関からの中途採用は,非常に稀であることも確認された.

また,国内の大学や国公立研究所からの中途採用者も相当数あり,産学問の閲での労働移動が稀ではないことが示唆

される.

表21中途採用者の元の勤務先

jtiの勤務先 全企業 中小企業 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

大学(国内) 29 10 19 7 7 4 6 〇

国公立研究所(国内) 19 8 ll 3 8 3 0 5

民間企業(国内) 56 28 28 13 16 8 10 9

大学(海外) 5 3 2 0 3 0 1 1

国公立研究所(海外) 3 0 3 0 1 2 0 0
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22.人材の充足状況

プロジェク ト管用職,研究者,技能者,および,知的財産管部署の 4職椎における人材の允姓状況について尋ねたと

ころ,衷22-1に見られるような結果となった.プロジェクト管興職については E充足している｣という卜Tl答が36%程

度をiiめて,｢不姐している｣とい う回答を Lrulっているが,研究者および技能者については,｢イこLitしている｣が ｢充

足している｣の[,_,J答数を ｣二阿り,回答仕業の約85%がやや不妊または不足していると答えている.

表22-1人材の充足状況(全斑岩)

充姓している やや不足している イ二足している 総L哨 数 _｣

プロジェク ト管群 38 63 6 -107

(35,51%) (58.88%) (5.61%) (100%)

研究者 19 67 25 111

(17.12%) (60.36%) (22.52%) (100%)

技能者 25 67 13 105

(23,81%) (63.81%) (12.58%) (100%)

知的財産管二曙者 30 56 13 99

(30.30%) (56.57%) (13.13%) (100%)

表22-2人材の充足状況押 小企業)

充足している やや不足している 不足している ｣ 総lPJ答数

プロジェクト管理 18 28 8 52

(34.62%) (53,85%) (ll.54% ) (100%)

研究者 7 35 13 55

(12.73%) (63.64%) (23.64%) (100%)

技能者 ll 33 8 52

(21.15%) (63.46%) (15.38%) (100%)

知的財産管預者 17 24 7 48
(35.42%) (50.00%) (14.58%) (100%)

表22-3人材の充足状況(大企業)

充足しこL L やや不足している 不足している 総凹答数

プロジェク ト管理 20 33 0 53

(37.74%) (62.26%) (0.00%) (100%)

研究者 12 31 12 55

(21.82%) (56.36%) (21.82%) (100%)

技能者 14 32 5 51

(27.45%) (62.75%) (9.80%) (100%)

知的財産管理者 13 32 5 50

(26.00%) (64.00%) (10.00%) (100%)
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表22-4人材の充足状況 (食LllH二業)

充足している やや不iitしている イ＼足している 総回答数

プロジェク ト管,哩 10 10 0 20

(50.00%) (50.00%) (0,00%) (100%)

研究者 1 19 2 22

(4.55%) (86.36%) (9.09%) (100%)

技能者 6 ll 1 18

(33.33%) (61.11%) (5.560/o) (100%)

知的財産管稗者 4 14 1 19

表22-5人材の充足状況 (lA:一薬品工業)

充足している やや不足している イ二足している 総回答数

プロジェクト管理 7 15 1 23

(30.43%) (65.22%) (4.35%) (100%)

研究者 4 15 4 23

(17.39%) (65.22%) (17.39%) (100%)

技能者 〇 14 3 22

(22.73%) (63.64%) (13.64%) (100%)

知的財産管理者 6 13 3 22

(27.27%) (59.09%) (13.64%) (100%)

表22-6人材の充足状況 (化学工業)

充足している やや不足している 不足している 総回答数

プロジェクト管穫 6 9 2 17

(35.29%) (52.94%) (ll.76%) (100%)

研究者 4 ll 3 18

(22.22%) (61.11%) (16.67%) (100%)

技能者 5 12 2 19

(26.32%) (63.16%) (10.53%) (100%)

知的財産管理者 5 10 1 16
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哀 22-7人材の允姓状況 (その他製造業)

允11している やや不足している 不足している 総卜丁ー答数

プロジェク ト管,哩 6 20 2 28

(21.43%) (71.43%) (7.14%) (100%)

研究者 4 15 ll 30

(13.33%) (50.00%) (36.67%) (100%)

技能一首 5 18 4 27

(18.52%) (66,67%) (14.81%) (100%)
知的財産管群者 10 10 6 26

(38.46%) (38.46%) (23.08%) (loo‰)

表 22-8人材の充足状況 (その他)

充足している やや不足している 不足している 総回答数

プロジェク ト管理 9 9 1 19

(47.37%) (47.37%) (5.26%) (100%)
研究者 6 7 5 18

(33.33%) (38.89%) (27.78%) (loo‰)

技能者 4 12 3 19

(21,05%) (66.16%) (15.79%) (100%)

知的財産管理者 つ(31,25%) 9 2 16

23.増員の形態について

今後,バイオテクノロジー関連の人材を増やす場合,どのような形態での増員を塵視しているか,について尋ねたと

ころ(重要なものについて 3つまで選択可),新卒採用,中途採用,社内配置転換,派遣等一時雇用の順で多く,買収,

出向受け入れは少なかった.

表 23増員の形態

_｣ ㍉∴ ㍉ 中小企業 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

新卒採用 85 42 42 17 21 13 】 25 9

l‡丁途採用 65 28 36 12 18 9 17 9

出向受け入れ 4 3 1 2 0 0 0 2

社内配置転換 39 20 18 7 10 5 9 8

買収(M&A) 5 3 2 1 1 1 2 0
増員の予定なし 9 3 5 2 1 1 4 1
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24.バイオテクノロジー研究員の専門性育成方針

バイオテクノロジー関係の研究員の専門性育成)J針について以 Fの 4つを対象に尋ねたところ,積極的に行 うとい う

lT,I答が多かったのは,共同研究等による研究交流であった.これに対して,海外留学は,どちらとも請えない,あま

り行わない,という回答が多かった.

表24-1 専門性育成方針(全企業)

積極的に行 う ある程度行 う どちらともいえない あまり行わない 行わない 総回答数

海外留学 8 34 30 14 29 115

(6.96%) (29.57%) (26.09%) (12.17%) (25.22%) (100%)

国内留学 ll 62 25 7 ll 116

(9.48%) (53.45%) (21.55%) (6.03%) (9.48%) (100%)

共同研究 等によ 55 47 9 3 1 115

る研究 交流 (47.83%) (40.87%) (7.83%) (2.61%) (0.87%) (loo‰)

社 内外で の研修 33 48 28 6 0 115

表24-2 専門性育成方針(中小企業)

積極的に行 う ある程度行 う どちらともいえない あまり行わない 行わない 総｢叫答数

海外留′､;I: 1 10 16 8 24 59

(1.69%) (16.95%) (27.12%) (13,56%) (40.68%) (100%)

国内留学 5 28 14 5 9 61

(8.20%) (45.90%) (22.95%) (8.20%) (14.75%) (100%)
共同研究等によ 24 25 7 3 1 60

る研究交流 (40.00%) (41.67%) (ll.67%) (5,00%) (1,67%) (100%)

祁二内外での研修 17 32 9 1 0 59

表24-3 専門性育成方針(大企業)

積極的に行 う ある程度行 う どちらともいえない あまり行わない 行わない 総[t7]答数

海外留学 7 23 14 6 5 55

(12.73%) (41.82%) (25.45%) (10.91%) (9.09%) (100%)

国内留学 6 33 ll 2 2 54

(ll.11%) (61.11%) (20.37%) (3.70%) (3.70%) (100%)

共同研究等によ 31 21 2 0 0 54

る研究交流 (57一41%) (38.89%) (3.70%) (0.00%) (0.00%) (100%)

社内外での研修 16 15 19 5 0 55
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表 24-4 【射 目性育成方針 (食晶 1一業)

積極的に行 う ある程度行 う どちらともいえない あまり行わない 行わない 総回答数

海外留学 1 8 6 0 6 21

(4.76%) (38,10%) (28.57%) (0,00%) (28.57%) (100%)

国内留′､Y二 3 13 つ(22.73%) 1 0 22(13.64%) (59.09%) (4.55%)(0.00%)(100%)
共同研究等によ ll 8 3 0 0 22
る研究交流 (50.00%) (36.36%) (13.64%) (0.00%) (0.00%) (100%)

社内外での研修 4 ll 6 0 0 21

衣 24-5 専門恨育成力針 (挺粟【uJl二裳)

積極的に行 う ある程度行 う どちらともいえない あまり行わない 行わない 総出答数

海外留学 4 9 2 5 4 24

(16,67%) (37.50%) (8.33%) (20.83%) (16.67%) (100%)

回内留 l̀;I-' 2 19 2 0 1 24

(8.33%) (79.17%) (8.33%) (0.00%) (4.17%) (100竺し

共同研究等によ 14 9 0 1 0 24

る研究交流 (58.33%) (37.50%) (0.00%) (4.17%) (0.00%) (100%)

社内外での研修 7 ll 3 3 0 24

表 24-6 専門件育成方針 (化学上業)

積極的に行 う ある程度行 う どちらともいえない あまり行わない 行わない 総回答数

海外留学 1 7 6 3 3 20

(5.00%) (35.00%) (30.00%) (15.00%) (15.00%) (100%)

回内留 ､̀羊 3 ⊃(26.32%) ll 0 0 19(15.79%) (57.89%) (0.00%) (0.00%) (100%)
共同研究等によ 8 10 1 0 0 19

る研究交流 (42.11%) (52.63%) (5.26%) (0,00%) (0.00%) (100%)

社内外での研修 7 6 6 1 0 20
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哀 24=-7 射 [ヨ惟育成方針 (その他製造業)

積極的に行 う ある程度行 う どちらともいえない あまり行わない 行わない 総回答数

海外留学 1 7 12 4 6 30

(3.33%) (23,33%) (40.00%) (13.33%) (20.00%) (100%)

円内留学 3 18 3 3 4 31

(9,68%) (58.06%) (9,68%) (9.68%) (12一90%) (100%)

共同研究等によ 16 12 2 0 0 30

る研究交流 (53.33%) (40.00%) (6.67%) (0.00%) (0.00%) (100%)

社内外での研修 13 9 7 1 0 30

表 24-8 専門性育成)j針 (その他)

積極的に行 う ある程度行 う どちらともいえない あまり行わない 行わない 総回答数

海外留乍 1 3 4 2 10 20

(5.00%) (15,00%) (20.00%) (10.00%) (50.00%) (100%)

国内留 学 0 7 4 3 6 20

(0.00%) (35.00%) (20.00%) (15.00%) (30.00%) (100%)

共同研究等によ 6 8 3 2 1 20

る研究交流 (30.00%) (40.00%) (15.00%) (10.00%) (5.00%) (100%)

社内外での研修 2 ll 6 1 0 20

25.バイオテクノロジー分野における今後の人材の涜動化

今後,バイオテクノロジー分野での人材の流動化は進むと思うかどうか,について尋ねたところ,進むと考えている

企業が83杜と多く,進むとは思わないという企業が8社,分からないと回答した企業は29社であった.

表 25 人材流動化について

回答 全企業 中小企業 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

人材流動化は進 83 40 41 14 20 13 21 15

むと思う (69.17%) (64,52%) (73.21%) (63.64%) (80.00%) (65.00%) (65.63%) (71.43%)

人材流動化は進 8 2 6 1 2 1 3 1

むとは思わない (6.67%) (3.23%) (10.71%) (4.55%) (8.00%) (5.00%) (9.38%) (4.76%)

分からない 29 20 9 7 3 6 8 5

(24,17%) (32.26%) (16.07%) (31.82%) (12.00%) (30.00%) (25.00%) (23.81%)

計 120 62 56 22 25 ･20 32 21
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D 技術導入 ･研究提携について

本節では,バイオテクノ｡ジー関係の技術導入ならびに研究社携についての調査結果を整理する,なお,技術導入は,

販ク帥]け技術導入と開発lFl,Jlナ技術導入に,また,研究提携は′研究委託と失いA]研究とに分けられる.それぞれの定義は,

以 下に示される.

《導入 ･提携タイプ》

｢販売向け技術導入｣ 研究(の全体あるいはその主要部分)が終了しており,その成果(特許化された技術,あるいは特

許化さていないが,何らかの形で専有化されている技術)を導入するもので,導入された技術について,商品化のため

の開発もほぼ完 /しており,導入後に研究開発費を投じる必要はほとんどなく,直ちに生産 ･販売に応用できるもの.

｢開発向け技術導入｣･上記と同様に導入された技術について,商品化のための開発は完了しておらず,生産 ･販売に

移行するためには,導入後に御社で研究開発費を投じる必要があるもの.

｢研究委託｣=研究および開発(の全体あるいはその主要部分)が開始される以前の段階で契約を結ぶもので,研究開発

は受託先が中心となっておこなうもの.

｢共同研究｣:研究および開発(の全体あるいはその主要部分)が開始される以前の段階で契約を結ぶもので,全参加企

業が原則 として対等に共同研究するもの (御社も研究費や研究員派遣などを分担する).ただし,参加企業が少数のも

のに限ることとし,ファルマSNPコンソーシアムのように多数企業が参加するコンソーシアムや,困からの補助金 ･

出資金が申しとなるナショナル ･プロジェク トは除外するものとする.

26.バイオテクノロジー関係の技術導入または研究提携の有無

バイオテクノロジー関係の事業を行っている企業 137社中,バイオ関連の技術導入,または,研究提携を実施してい

る企業は,97社 (70%)であった･

表 26 技術導入および研究提携の有無

回答 全企業 中′J､企業 大企裳 食品 医薬品 化 '7= その他製造業 その他

実施している 97 46 50 16 26 13 25 17

(70.80%) (64.79%) (79.37%) (66.67%) (86.67%) (59.09%) (73.53%) (62.96%)

実施していない 40 25 13 8 4 9 9 10

(29.20%) (35.21%) (20.63%) (33.33%) (13.33%) (40.91%) (26.47%) (37.04%)

回答数 137 71 63 24 30 22 34 27

27.技術導入および技術提携の実態

技術導入(販売向け技術導入ならびに開発向け技術導入),または,研究提携(研究委託および共同研究)を実施している

企業について,その件数を,相手先地域別 ･機関別(定義は表の後に記載)に整理 したのが,表 27-0-1から27-0-8であ

る,なお,Ln]答者が空欄とした場合には,0と仮定して集計した.
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表27-0-1 技術導入 ･技術挺携 (全企業)

販売向け技術導入 開発向け技術導入 研究委託 共同研究 ! 総計

国内 ベンチャー 5 5 ll 16 37

ベンチャー以外 40 42 52 73 207

非営利凹体 2 8 21 21 52

公的機関 2 7 24 143 176

大学等 8 32 149 385 574

その他 4 0 4 3 ll

′卜計 61 94 261 641 1′057

北米 ベンチャー 0 37 15 9 61

ベンチャー以外 65 112 32 14 223

非営利団体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 0 0 0

入学等 1 10 39 14 64

その他 0 0 0 0 0
小計 66 159 86 37 348

ヨーロッパ ベンチャー 2 9 8 6 25

ベンチャー以外 24 66 8 16 114

非営利Ejj体 0 0 0 0 0公的機関 0 15 6 12

大''芦等 0 313 36 52

その他 1 0 0 0 1

小計 27 79 34 64 204

アジア ベンチャー 0 0 3 0 3

ベンチャー以外 1 2 0 1 4

非営利団体 0 0 0 0 0公的機関 0 0 2 1 3大学等 0 0 8 6 14

その他 0 0 0 0 0

小計 1 2 13 8 24

その他 ベンチャー 0 1 0 1 2

ベンチャー以外 3 2 2 1 8

非営利団体 0 0 0 0 0公的機関0 0 0 1 1大学等 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

′J､計 3 3 2 3 ll
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表 27-0-2技術導入 ･技術提携 押 ′J､催業)

販売向け技術導入 開発向け技術導入 研究委託 共同研究 総計

国内 ベンチャー 3 4 3 8 18

ベンチャー以外 4 12 2 14 32

非営利凹体 0 4 0 0 4

公的機関 0 5 3 117 125

入学等 3 12 12 139 166

その他 0 0 1 3 4

小計 10 37 21 281 349

北米 ベンチャー 0 10 0 4 14

ベンチャー以外 2 1 0 3 6

非営利団体 0 0 0 0 0
公的機関 0 0 0 0 0
大('tJI等 1 0 0 0 1

その他 0 0 0 0 0
小計 3 ll 0 7 21

ヨーロッパ ベンチャー 1 3 1 0 つ

ベンチャー以外 1 1 0 0 2

非営利同体 0 0 0 0 0公的機関0 0 0 0 0人̀'芦等 0 0 1 0 1

その他 0 0 0 0 0

小計 2 4 2 0 8

アジア ベンチャー 0 0 0 0 0
ベンチャー以外 0 0 0 0 0

非営利団体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 0 0 0

大学等 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0

その他 ベンチャー 0 0 0 0 0
ベンチャー以外 0 0 0 0 0

非営利団体 0 0 0 0 0
公的機関 0 0 0 0 0

大学等 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0
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表 2710-3技術導入 ･技術挺携 (大任濫)

版,)ti向け技術導入 開発向け技術導入 研究委託 共E"l研究三 総計

li;]内 ベンチャー 2 1 8 8 19

ベンチャー以外 36 30 50 59 175

非営利川体 1 3 21 21 46公的機関 2 2 21 26 51人iI/!等 5 20 137 246 408

その他 4 0 3 0 7

小計 50 56 240 360 706

北米 ベンチャー 0 27 15 5 47

ベンチャー以外 63 111 32 ll 217

非営利団体 0 0 0 0 0
公的機関 0 0 0 0 0
大'l芦等 0 10 39 14 63

その他 0 0 0 0 0

小計 63 148 86 30 327

ヨーロッパ ベンチャー 1 6 7 6 20

ベンチャー以外 23 65 8 16 112

非営利団体 0 0 0 0 0
公的機関 0 1 5 6 12

大'TI等 0 3 12 36 51

その他 1 0 0 0 1

小.汁 25 75 32 64 196

アジア ベンチャー 0 0 3 0 3

ベンチャー以外 1 2 0 1 4

非営利団体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 2 1 3

大学等 0 0 8 6 14

その他 0 0 0 0 0
小計 1 2 13 8 24

その他 ベンチャー 0 1 0 1 2

ベンチャー以外 3 2 2 i 8

非営利団体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 0 1 1

入学等 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

小計 3 3 2 3 ll
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表27-014技術導入 ･技術提携 (食品工業)

販売向け技術導入 開発向け技術導入 研究委託 ]帥珊f究 計

国内 ベンチャー 1 1 2 2 6

ベンチャー以外 34 21 22 40 117

非 営 利 何体 1 1 14 8 24

公的機関 2 3 4 7 16
大学等 4 8 35 72 119
その他 1 0 0 0 1

小計 43 34 77 129 283

北米 ベンチャー 0 1 0 0 1

ベンチャー以外 53 9 4 8 74

非営利団体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 0 0 0

入学等 1 10 8 6 25

その他 0 0 0 0 0

小計 54 20 12 14 100

ヨーロッパ ベンチャー 0 0 0 0 0
ベンチャー以外 12 12 1 1 26非営利団体 0 0 0 0 0公的機関 0 0 0 0 0
大学等 0 3 0 1 4
その他 0 0 0 0 0

小計 12 15 1 2 30

アジア ベンチャー 0 0 0 0 0

ベンチャー以外 1 2 0 1 4

非営利団体 0 0 0 0 0公的機関 0 00 1 1大学等 0 0 2 4 6

その他 0 0 0 0 0

小計 1 2 2 6 ll

その他 ベンチャー 0 1 0 0 1

ベンチャー以外 3 2 2 1 8

非営利団体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 0 0 0

大学等 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

小計 3 3 2 1 9

全地域 総計 113 74 94 152 433
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表 27-0-5技術導入 ･技術提携 (準薬品 工業)

販売向け技術導入 開発向け技術導入 研究委託 共同研究 総計

L月内 ベンチャー 0 0 8 8 16

ベンチャー以外 2 6 27 12 47

非営利団体 1 1 7 7 16

公的機関 0 1 8 18 27

大学等 1 1 61 151 214

その他 0 0 1 3 4

′卜計 4 9 112 199 324

北米 ベンチャー 0 26 12 7 45

ベンチャー以外 10 101 28 6 145

非営利団体 0 0 0 0 0
公的機関 0 0 0 0 0

*'?I:S 0 0 30 7 37

その他 0 0 0 0 0
小計 10 127 70 20 227

ヨーロッパ ベンチャー 0 9 8 6 23

ベンチャー以外 10 53 7 14 84

非営利団体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 5 6 ll

大学等 0 0 12 35 47

その他 0 0 0 0 0

小計 10 62 32 61 165

アジア ベンチャー 0 0 0 0 0

ベンチャー以外 0 0 0 0 0非営利団体 0 0 0 0 0公的機関0 0 2 0 2

大学等 0 0 5 2 7

その他 0 0 0 0 0

小計 0 0 7 2 9

その他 ベンチャー 0 0 0 1 1

ベンチャー以外 0 0 0 0 0
非営利団体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 0 0 0

大早等 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 1 1
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表 2710-6技術導入 ･技術捉携 (化一';I,工業)

販売向け技術導入 開発向け技術導入 研究委託 共同研究 総計

上司内 ベンチャー 1 0 0 1 2

ベンチャー以外 0 1 1 4 6

非営利川体 0 1 0 2 3

公的機関 0 0 0 102 102

大､̀戸等 1 2 25 130 158

その他 2 0 2 0 4

小.汁 4 4 28 239 275

北米 ベンチャー 0 0 0 0 0

ベンチャー以外 0 0 0 0 0

非営利同体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 0 0 0

入学等 0 0 1 1 2

その他 0 0 0 0 0

小計 0 0 1 1 2

ヨーロッパ ベンチャー 0 0 0 0 0

ベンチャー以外 0 0 0 0 0

非営利Fjl体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 0 0 0

大学等 0 0 1 0 1

その他 1 0 0 0 1

′ト計 1 0 1 0 2

アジア ベンチャー 0 0 0 0 0
ベンチャー以外 0 0 0 0 0

非営利団体 0 0 0 0 0
公的機関 0 D 0 0 0
大i;JI等 0 0 10 1
その他 0 0 0 0 0

小計 0 0 1 0 1
その他 ベンチャー 0 0 0 0 0
ベンチャー以外 0 0 0 0 0

非営利同体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 0 1 1

大学等 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 1 1

全地域 総計 〇 4 31 241 281
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表 27-0-7技術導入 .技術挺携 (その他製造業)

販売｢rL小ナ技術導入 開発向け技術導入 研究委託 /l帥fJ研究 総.享汁

[可内 ベンチャー 2 2 0 3 7

ベンチャー以外 3 9 0 13 25

非営利lj]体 0 3 0 4 7

公的機関 0 0 3 10 13

大学等 2 12 24 26 64

その他 1 0 0 0 1

小計 8 26 27 56 117

北米 ベンチャー 0 3 2 2 7

ベンチャー以外 1 1 0 0 2

非営利団体 0 0 0 0 0
公的機関 0 0 0 0 0
大学等 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0

小計 1 4 2 2 9

ヨーロッパ ベンチャー 2 0 0 0 2

ベンチャー以外 1 1 0 1 3

非営利団体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 0 0 0

大 学 等 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

小計 3 1 0 1 5

アジア ベンチャー 0 0 2 0 2

ベンチャー以外 0 0 0 0 0

非営利団体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 0 0 0

大学等 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

小計 0 0 2 0 2

その他 ベンチャー 0 0 0 0 0
ベンチャー以外 0 0 0 0 0

非営利団体 0 0 00 0公的機関 0 0 00 0大学等 0 0 00 0

その他 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0
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衷 27-0-8技術導入 ･技術提携 (その他)

販売rf.]け技術導入開発向け技術導入 Ejf究委託 共r■;J研究 総計

国内 ベンチャー 1 2 1 2 6

ベンチャー以外 1 5 2 4 12

非営利帥体 0 2 0 0 2

公的機関 0 3 9 6 18

大学等 0 9 4 6 19

その他 0 0 1 0 1

小 計 2 21 17 18 58

北米 ベンチャー 0 7 1 0 8

ベンチャー以外 1 1 0 0 2

非営利団体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 0 0 0

大学等 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

小計 1 8 1 0 10

ヨーロッパ ベンチャー 0 0 0 0 0

ベンチャー以外 1 0 0 0 1

非営利団体 0 0 0 0 0

公的機関 0 1 0 0 1

大学等 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

小計 1 1 0 0 2

アジア ベンチャー 0 0 1 0 1

ベンチャー以外 0 0 0 0 0

非営利団体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 0 0 0

大学等 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

小計 0 0 1 0 1

その他 ベンチャー 0 0 0 0 0

ベンチャー以外 0 0 0 0 0

非営利団体 0 0 0 0 0

公的機関 0 0 0 0 0

大学等 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0
小計 0 0 0 0 0
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《導入または提携先分類》

rベンチャー企業｣:雁史的に新しく(おおむね創業後20年以内),小規模で(おおむね従業員数 100才1以 卜),技術ぷ 向

である企業を指すものとする.

r非営利団体｣ 科′;II技術に関する試験研究または調査研究を主たる業務としている営利を目的としない法人 (例 :財

団法人,医療法人)

r公的機関j:科学技術に関する試験研究または調査研究を目的とする国の機関または地)j公共凹体の施設,独立行政

法人および特殊法人 (例 :国公立研究所,理化学研究所,産業技術総合研究所)

r大学等｣:大学の学部,および,学部以外の教育研究上の基本となる組織,入学付置研究所その他の研究施設,大学

院の研究科,短期大学,高等専門学校,大学共同利用機関,大学入試センター,学位授与機構および国立学校財務セ

ンター

注 :｢ベンチャー企業｣以外の導入または提携先分類については,総務省 ｢科学技術研究調査｣で 2002年調査より用

いられることが決まっている分類に従った.

27-1技術導入総数 ･研究提携総数

表27-1-1には,技術導入および研究提携に関する単純集計の結果が整理されている.第2列は総数について,第3列

は技術導入について,第4列は研究提携についての集計結果である. 一方,第5列は,総数に占める研究提携数の比

率を表している.各社平均すると,5件程度の技術導入と12作弱の研究提携を行っていることが知られる.ただし,

中間値は,それぞれ,1件および2件と,大幅にそれぞれの平均値を下回っており,少数の企業による多数の技術導入,

研究提携が分布に偏 りを与えていることを示唆する.なお,表18-1-1と同様に,技術導入あるいは,研究提携のいず

れかのみに記入があり,残りの空欄の回答については,空欄をOとみなして集計した(以 卜,表27-4-8まで同様である)･

ただし,表 27-2以下では,各比率の分母に用いた件数については丘の数値が報告され,分子に用いた件数については

ゼロ回答あるいは空欄の企業のみ,それぞれ,ゼロ回答,空欄回答として,集計した.

表27-1-1技術導入数および研究提携数(件数)(全企業)

技術導入十研究提携 技術導入 研究提携 提携比率(%)

平均 17.49 5.27 12.22 64.18

最小値 0 0 0 0
最大値 450 196 254 100

中間値 4 1 2 81.67

回答数 94 55 94 94

(ゼロ回答) (4) (4) (24)
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豪27-1-2技術導入数および研究挺携数(件数) 押 小企業)

技術導入十研究提携 技術導入 研究提携 提携比率(%)

平均 8.22 1.46 6.76 57.50

最小値 0 0 0 0

最人値 19 8 l l 198 100

中間値 3 1 2 66.67

回答数 46 29 46 46

(ゼロ回答) (2) (2) (15)

表 27-ト3技術導入数および研究提携数(作数) (人企業)

技術導入+研究提携 技術導入 研究挺携 提携比率(%)

平均 26.89 9.06 17,83 72.13

最小値 0 0 0 0

最大値 450 196 254 100

中間値 5 0 3 93.33

回答数 47 25 47 47

(ゼ叫PJ答) (2) (2) (8)

表27-1-4技術導入数および研究提携数(件数) (食品r･業)

技術導入+研究提携 技術導入 研究提携 提携比率(%)

平均 27.06 ll.69 15.38 52.39

最小値 1 0 0 0

最大値 350 156 194 100

中間値 3.5 1 2 55.43

回香数 16 10 16 lb

(ゼロ回答) (1) (1) (6)
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平均 36.30 ll.10 25.20 76.36

最小値 1 0 0 0

最人情 450 196 254 100

中間値 3.5 0.5 3 95.54

回答数 20 12 20 20

(ゼロ回答) (0) (2) (2)

表27-1-6技術導入数および研究提携数(件数) (化学工業)

技術導入 十研究提携 技術導入 研究提携 挺携比率(%)

平均 18.73 0.60 18.13 91.07

最小値 0 0 0 50

最大値 198 4 198 100

中間値 5 0 4 100

回答数 15 5 15 15

(ゼロ回答) (1) (1) (1)

表27-1-7技術導入数および研究提携数(件数) (その他製造業)

技術導入+研究提携 技術導入 研究提携 提携比率(%)

平均 5.12 1.65 3,46 54.76

最小値 0 0 0 0
最大値 15 6 14 100

中間値 4 1 2.5 63.33

凹答数 26 18 26 26

(ゼロ凹答) (2) (0) (8)
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表27-1-8技術導入数および研究挺携数(件数) (その他)

技術導入 十研究挺携 技術導入 研究あき携 提携比率(%)

､T'l均 4.18 2,00 2.18 51.38

最小11g]: 1 0 0 0

最人イ直 13 ll ll 100

中間値 2 1 1 66.67

凹答数 17 10 17 17

(ゼロ[自1答) (0) (0) (7)

27-2海外機関の比率

技術導入および研究提携において,海外機関の占める割合を整理したのが表27-2-1以下である.各表第2列は,総数(技

術導入総数+研究提携総数)に占める ｢海外からの技術導入総数+海外との研究起携総数｣の比率を示す.同様に,節

3列は,技術導入総数に占める,海外機関からの技術導入数の比率を,第4列は,研究提携総数に占める海外機関との

研究提携数の比率をそれぞれ示す.

表27-2-1海外比率 (全企業 :%)

導入+提携 導入 提携

平均 18.70 30.06 15.33

最小値 0 0 0

最人値 10 0 100 100

中間値 0 0 0

回答数 90 51 70

(ゼロ回答) (54) (28) (47)
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表 27-2-2海外比率 (中′ト企業 :%)

導入十提携 導入 提携

平均 17,93 28.34 13.98

最小値 0 0 0

最大値 100 100 100

中間値 0 0 0

回答数 44 27 31

(ゼロ回答) (30) (17) (24)

表27-2-3海外比率 (大企業 :%)

導入十提携 導入 提携

平均 19.87 33.39 16.42

最小値 0 0 0
最大値 100 100 100

中間値 0 25.00 0

回答数 45 23 39

(ゼロ回答) (23) (10) (23)

表 27-2-4海外比率 (食品工業 =%)

導入十提携 導入 提携

平均 16.01 29.27 13.15

最小値 0 0 0
最大値 80 66.67 100

中間値 0 33.33 0
回香数 15 9 10

(ゼロ回答) (10) (4) (7)
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表 27-2-5海外比率 (【欠薬品工業 ･%)

*^+挺W, 導入 提携

平均 30.88 48.94 27.91

最小値 0 0 0

最大値 100 100 100

中間値 27,47 45,00 26.55

回答数 20 10 18

(ゼロ回答) (7) (4) (7)

表 27-2-6海外比率 (化'､fI工業 ‥%)

導入十提携 導入 提携

平均 9.91 6,25 9,46

最小値 0 0 0

最人値 100 25 100

中間値 0 0 0

回答数 14 4 14

(ゼロ回答) (10) (3) (10)

表 27-2-7海外比率 (その他製造業 ･%)

導入+提携 導入 提携

平均 17.00 23.70 ll.00

最小値 0 0 0

最大値 100 100 100

中間値 0 0 0

回答数 24 18 18

(ゼロ回答) (15) (9) (14)
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表27-2-8海外比率 (その他 一%)

導入+挺携 導入 弘を携

平均 1 6 .39 32.8 5 10.90

最′J｣痕 0 0 0

最大値 100 100 100

中間値 0 0 0

回答数 17 10 10

(ゼロ回答) (12) (6) (8)

27-3研究機関の比率

技術導入および研究提携において,研究機関(非営利団体,公的機関および大乍)の占める割合を整理したのが表 27-3-1

以 卜である･第2列は,総数(技術導入総数十研究提携総数)に占める ｢研究機関からの技術導入十研究機関との研究提

携数｣を示す.同様に,第 3列は,技術導入総数に占める研究機関からの技術導入数を,第 4列は,研究提携総数に

占める研究機関との研究提携数をそれぞれ示す.

衷27-3-1研究機関の比率 (全企業 ･%)

導入+提携 導入 提携

平均 56.43 32.56 66.57

最小値 0 0 0
最大値 100 100 100

中間値 57.73 0 75

回答数 90 51 70

(ゼロ回答) (19) (26) (ll)
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表27-3-2研究機関の比率 (rfr,Jr､企業 %)

導入十提携 導入 提携

17-均 47.43 28.07 61,61

最小値 0 0 0

最大値 100 100 100

中間値 50 0 66.67

凹答数 44 27 31

(ゼロ回答) (13) (16) (6)

表27-3-3研究機関の比率 (大企業 :%)

導入+提携 導入 提携

平均 64.26 34.90 70.50

最小値 0 0 0
最大値 100 100 100

中間値 69.23 16.03 80.39

回答数 45 23 39

(ゼロ回答) (6) (10) (5)

表 27-3-4研究機関の比率 (食品工業 :%)

導入十提携 導入 提携

平均 60.44 37.89 72.39

最小値 0 0 0

最大値 100 100 100

中間値 50 25 75

回答数 15 9 10

(ゼロ回答) (1) (2) (1)
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表27-315研究機関の比率 (医薬品1二菜 .%)

導入十提携 導入 提携

平均 44.94 31.00 48.48

最小値 0 0 0

最大値 100 100 100

中f別を 47.36 0 50

河答数 20 10 18

(ゼロ回答) (4) (6) (4)

表 27-3-6研究機関の比率 (化学 工業 :%)

導入+提携 導入 提携

平均 79.61 43.75 83.33

最′1､倍 0 0 0

最大値 100 100 100

中間値 100 37.5 100

回答数 14 4 14

(ゼロ回答) (2) (1) (2)

表 27-3-7研究機関の比率 (その他製造業 :%)

導入+提携 導入 提携

平均 59.96 31.ll 71.87

最小値 0 0 0

最大値 100 100 100

中間値 55.24 0 70.83

回答数 24 18 18

(ゼロ回答) (5) (ll) (2)

- 60-



豪271318研究機関の比率 (その他 %)

導入+提携 導入 挺携

平均 42.35 27.47 60.27

最小値 0 0 0

最大値 100 100 100

中間値 33.33 0 66.36

回答数 17 10 10

(ゼロ回答) (7) (6) (2)

27-4大学等の比率

技術導入および研究提携において大学の占める割合を整稚したのが表 27-4-1である.第2列は,総数(技術導入総数+

研究提携総数)に占める ｢入学等からの技術導入+入学等との研究挺携数｣を示す･同様に,第 3列は,技術導入総数

に占める,大学等からの技術導入数を,第4列は,研究提携総数にLliめる大学等との研究提携数をそれぞれ示す.

表 27-4-1大学等の比率 (全企業 %̀)

導入+提携 導入 提携

平均 39.42 20.22 45.12

最′lllLを 0 0 0

最大値 100 100 100

中間値 33.33 0 50

回答数 90 51 70

(ゼロ回答) (31) (34) (22)
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表27-4-2人学等の比率 (tP,1､倍業 %)

*^+#携 導入 提携

平均 31.67 19.35 38.41

最小値 0 0 0
最大値 loo 100 100

中間値 22.5 0 33.33

回答数 44 27 31

(ゼロ回答) (19) (18) (12)

表27-4-3大学等の比率 (人企業 :%)

導入十提携 導入 提携

平均 47.88 22.ll 50.45

最小値 0 0 0

最大値 100 100 100

中間値 43.59 0 50

回答数 45 23 39

(ゼロ回答) (ll) (15) (10)

表27-4-4大学等の比率 (食品工業 ‥%)

導入十提携 導入 提携

平均 35.00 19.09 45.ll

最小値 0 0 0
最大値 100 100 88.24

中間値 28.57 0 50

回答数 15 9 10

(ゼロ回答) (4) (5) (2)
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表 27-4-5人学等の比率 (準薬品工業 %)

導入+a:携 導入 挺携

平均 24.20 ll.00 29.15

最小値 0 0 0

最ノ村直 67.85 100 77.78

中間値 17.86 0 21.97

回答数 20 10 18

(ゼロ凹答) (8) (8) (7)

表 27-4-6人学等の比率 (化学工業 :%)

導入+提携 導入 提携

平均 69.89 37.50 73.76

最小値 0 0 0
最大値 100 100 100

rー一間値 83.33 25 95.45

Ld答数 14 4 14

(ゼロ回答) (2) (2) (2)

表 27-4-7大学等の比率 (その他製造業 二%)

導入+提携 導入 提携

平均 46.06 23.33 47.78

最小値 0 0 0
最大値 100 100 100

中間値 44.44 0 50

回答数 24 18 18

(ゼロ回答) (7) (12) (5)
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表 27-4-8人学等の比率 (その他 :%)

導入+あき携 導入 提携

平均 26.78 17.92 28.98

最小値 0 0 0

最大値 100 100 100

中間値 0 0 0

回答数 17 10 10

(ゼロ回答) (10) (7) (6)
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28.研究成果の帰属について

研究成果の帰属は,研究委託の場合には,委託}亡(田上)に,また,共同研究の場合には ｢共有｣することが-一般的と考

えられるが,これ以外に,成果帰属のパターンがあるかどうかについて調査した結果が表28-1に示されている.右端

は,総作数(表27-0-1参照 ‥研究委託396件,共同研究 753作)に対する比率(%)である.研究委託を行う場合には,香

託元に帰属するというパターンが多かった.これに対して其同研究の場合には,成果が日社に帰属するというケース

が49%となり,共有のケースとほぼ半々であった.

表28-1 研究成果の帰属(全企業)

提携タイプ 提携先分類 成果の帰属 Lr,J答件数 総件数に対する比率(%)

研究委託 企業 (ベンチャー企業を含む) 相手先 4 1.01

研究委託 企業 (ベンチャー企業を含む) 共lF]-l 16 4.04

研究委託 非営利糊体,公的機関,入学等 相手先 ⊃ 1.26

研究委託 非営利Ef]体,公的機関,大学等 共rl'l 20 5.05

共同研究 企業(ベンチャー企業を含む) 御社 107 14.2

共同研究 企業(ベンチャー企業を含む) 棉 二先 3 0.4

共同研究 非営利団体,公的機関,大学等 御社 263 34.9

(表27-0-1参照 : 総件数 研究委託 396件,共同研究753件)

表28-2 研究成果の帰属(中小允芙)

提携タイプ 提携先分類 成果の帰属 ld答件数 総件数に対する比率(%)

研究委託 企業 (ベンチャー企業を含む) 相手先 2 8,69

研究委託 企業 (ベンチャー企業を含む) 共同 8 34.78

研究委託 非営利凹体,公的機関,大学等 相手先 1 4.34

研究委託 非営利団体,公的機関,大学等 共同 5 21.73

共同研究 企業(ベンチャー企業を含む) 御社 5 1.73

共同研究 企業(ベンチャー企業を含む) 相手先 1 0.34

共同研究 非営利同体,公的機関,大);I,等 御社 107 37.1

(表 27-0-2参照 : 緑件数 :研究委託23件.共同研究288件)
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表28-3 研究成果の帰属(人企業)

あき携タイプ あき携先分類 成果の帰属 回答件数 総件数に対する比率(%)

研究委託 企業 (ベンチャー企 ■を含む) 相手先 2 0.54

研究委託 企業 (ベンチャー企業を含む) 共同 8 2.14

研究委託 非営利団体,公的機関,大学等 相手先 4 1.07

研究委託 非営利川体,公的機関,大''羊等 共同 15 4.02

共同研究 企業(ベンチャー企業を含む) 御社 102 21.9

共同研究 企業(ベンチャー企業を含む) 相手先 2 0.43

共同研究 非営利団体,公的機関,入学等 御社 156 33.5

(表27-0-3参照 ･ 総件数 :研究委託373作,共同研究465件)

表 28-4 研究成果の帰属(食品工業)

提携タイプ 提携先分類 成果の帰属 回答件数 総件数に対する比率(%)

研究委託 企業 (ベンチャー企菜を含む) 相手先 0 0

研究委託 企業 (ベンチャー企-を含む) 共同 0 0

研究委託 非営利凹体,公的機関,入学等 相手先 0 0

研究委託 非営利[甥体,公的機関,大''声等 共同 0 0

共同研究 企業(ベンチャー偉業を含む) 御社 3 1.97

共同研究 企業(ベンチャー企業を含む) 相手先 0 0
共同研究 非営利凹体,公的機関,大学等 御社 2 1.31

(表27-0-4参照 : 総件数 =研究委託 94件,共同研究152件)

表28-5 研究成果の帰属(医薬品工業)

提携タイプ 提携先分類 成果の帰属 回答件数 総件数に対する比率(%)

研究委 托 企業 (ベンチャー企業を含む) 相手先 2 0.9

研究委 托 企業 (ベンチャー企業を含む) 共同 8 3.62

研究委 托 非営利団体,公的機関,大学等 相手先 1 0.45

研究委託 非営利団体,公的機関,大学等 共同 3 1.36

共同研究 企業(ベンチャー企業を含む) 御社 102 36

共同研 企業(ベンチャー企業を含む) 相手先 2 0.71

共同研究 非営利団体,公的機関,大学等 御社 157 55.5

(表27-0-5参照 = 総件数 :研究委託221件,共同研究283件)
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衣28-6 研究成果の帰属(化l芋I-業)

提携タイプ あき携先分類 成果の帰属 回答件数 総件数に対する比率(%)

研究委託 作業 (ベンチャー′休業を含む) 相手先 0 0

研究委託 企業 (ベンチャー企 を含む) 共同 1 3.23

研究委託 非営利団体,公的機関,大早等 相手先 3 9.68

研究委託 非営利同体,公的機関,入学等 共同 14 45,2

共同研究 企業(ベンチャー仕業を含む) 御社 2 0.83

共同研究 企業(ベンチャー企業を含む) 相手先 0 0

共同研究 非営利団体,公的機関,大学等 御社 101 41.9

(表27-0-6参照 : 総件数 ‥研究委託31件,共同研究241作)

表28-7 研究成果の帰属(その他製造農)

提携タイプ 提携先分類 成果の帰属 LF7J答件数 総件数に対する比率(%)

研究委託 企業 (ベンチャー企業を含む) 相手先 2 6.45

研究委託 企業 (ベンチャーノた業を含む) 共同 3 9.68

研究委託 非営利同体,公的機関,入学等 相手先 0 0

研究委託 非営利団体,公的機関,大学等 共同 1 3,23

共同研究 允業(ベンチャー企業を含む) 御社 0 0

共同研究 企業(ベンチャー企業を含む) 相手先 1 1.69

共同研究 非営利団体,公的機関,大学等 御社 2 3.39

(表27-0-7参照 : 総件数 研究委託31件,共同研究59件)

表28-8 研究成果の帰属(その他)

提携タイプ 提携先分類 成果の帰属 回答件数 総件数に対する比率(%)

研究委託 企農 (ベンチャー企業を含む) 相手先 0 0

研究委託 企業 (ベンチャー企業を含む) 共同 4 21.1

研究委託 非営利団体,公的機関,大学等 相手先 1 5.26

研究委託 非営利団体,公的機関,大学等 共同 2 10.5

共同研究 企業(ベンチャー企農を含む) 御社 0 0

共同研究 企業(ベンチャー企業を含む) 相手先 0 0

共同研究 非営利団体,公的機関,大学等 御社 1 5,56

(表27-0-8参照 : 栓件数 :研究委託 19件,共同研究 18件)
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29.研究提携を行 う理由

全企業を対象に,｢研究開発を社内で単独で行うのではなく,研究提携を通じて行う｣理山として以 下の 10の理由に

ついて ｢よく当てはまる｣から ｢全く当てはまらない｣までの5段階で企業に尋ねたところ,表 29-1に示されるよう

な結果が得られた･研究提携を行 うtな理由としては,｢先方の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識 ･能

力を利用できる｣という理由を｢よく当てはまる｣と回答した企業が多かった.これに次いで,｢提携したほうが研究成

果が早く得られる｣｢先方の持つ装置など資本設備を利用できる｣といった理山が支持された.

表 29-1研究提携を行 う理由 (全企業)

研究提携を行う理由 よく当てはまる やや当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない 全く当てはまらない 総回答数 平均値

先方の持つ装置など資本設備を利用できるから 15 37 8 7 4 7171 3.73先jjの持つ知的財産権を利用できるから 18 21 20 9 3 3.59

先方の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識 .能 45 24 1 0 1 71 4.58
力を利用できるから

先方の持つ技術以外の能力(例 :販売九 経営能力)を利用で 10 9 16 23 13 71 2.72
きるから

提携したほうが研究成.果が早く得られるから 26 36 6 2 1 71 4.18

提携したほうが研究開発を低コス トで行 うことが出来るか 13 28 19 ll 0 71 3.61
ら

その研究が御社業務のカルチャーと合わないから 2 7 22 23 18 72 2.33

規制などのため,その研究を社内で実施することが困難で 3 15 19 19 15 71 2.61
あるから

失敗したときのリスクを先方と共有できるから 3 14 19 21 14 712.59
先方と関係を維持することにより,依頼された農務以外に 9 38 12 8 3 71 3.55

(注)平均値は,｢よく当てはまる｣を5点,｢やや当てはまる｣を4点,｢どちらとも言えない｣を3点,｢あまり当ては

まらない｣を2点,｢全く当てはまらない｣を1点として,回答数に掛け合わせ,総計したものを総回答数で割った値

である.
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表2912研究提携を行 う発由 (中小企業)

研究提携を行 う理由 よく当ては嘉る やや当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない 全 く当てはまらない 総回答数 ､l/--均値

先方の持つ装置など資本設備を利用できるから 7 15 4 3 2 31 3.71

先jjの持つ知的財産権を利jijできるから 10 8 ll 2 0 31 3,84

先方の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識 .能ノJを利用できるから 18 12 1 0 0 31 4.55

先方の持つ技術以外の能力(例 :販売力,経営能力)を利用できるから 7 〇 3 ll 〇 31 2.94

提携したほうが研究成果が早く得られるから 8 14 6 2 1 31 3.84

提携 したほ うが研究開発を低コス トで行 うことが出来るから 6 7 ll 7 0 31 3.39
その研究が御社業務のカルチャーと合わないから 0 ⊃ 12 6 8 31 2.45

規制などのため,その研究を社内で実施することが困難であるから 2 4 ll 8 6 31 2.61

失敗 したときのリスクを先)Jと共有できるから 2 6 9 8 6 31 2.68

表 29-3研究提携を行 う稗由(大企業)

l 研究提鮒 う朗 よく当てはまる やや当ては重る どちらともいえない あまり'i'Jてはまらない 全く当てはまらない 総回答数 平均値

先方の持つ装置など資本設備を利用できるから 8 22 4 4 2 40 3.75

先方の持つ知的財産権を利用できるから 8 13 9 7 3 40 3.4

先方の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識 .能力を利用できるから 27 12 0 0 1 40 4.6

先方の持つ技術以外の能力(例 :販売九 経営能力)を利用できるから 3 4 13 12 8 40 2.55

提携したほうが研究成果が早く得られるから 18 22 0 0 0 40 4.45

提携 したほ うが研究開発を低コス トで行 うことが出来るから 7 21 8 4 0 40 3.78

その研究が御社業務のカルチャーと合わないから 2 2 10 17 10 41 2.24

規制などのため,その研究を社内で実施することが困難であるから 1ll 8 ll 9 40 2.6

失敗したときのリスクを先方と共有できるから 1810138402.53
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衣 29-4研究挺携を1J-う軌 ij(食品l二実)

研究あき携を行う理由 よく'!1てはまる やや'L'Iては重る どちらともいえない あまり､ljてはまらない 全く､_rつてはまらない 総｢=ー答数 平均植

先方の持つ装置など資本設備を利用できるから 2 6 2 0 0 10 4

先方の持つ知的財産権を利用できるから 2 2 〇 1 0 10 3.5

先方の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識.能ノJを利用できるから 4 つ 1 0 0 10 4.3

先方の持つ技術以外の能力(例 ‥販売九 経営能ノJ)を利用できるから 2 2 1 4 1 10 3

提携したほうが研究成果が早く得られるから 3 6 1 0 0 104.2

その研究が御判二業務のカルチャーと合わないから 1 0 5 2 2 10 2.6

規制などのため,その研究を社内で実施することが困難であるから 1 1 5 0 3 10 2.7

失敗したときのリスクを先)Jと共有できるから 1 3 3 1 2 10 3

表 29-5研究提携を行 う理由 (医薬品工業)

研究提携を行う坪由 よく当てはまる やや当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない 全く当てはまらない 総回答数 平均値

先方の持つ装置など資本設備を利用できるから 4 9 2 2 2 19 3.58

先}1-の持つ知的財産権を利用できるから 9 6 2 1 1 19 4.ll

先方の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識 .能力を利用できるから 14 4 0 0 1 19 4.58

先方の持つ技術以外の能力(例 :販売九 経営能力)を利用できるから 3 0 2 5 9 19 2.ll

提携したほうが研究成.果がFr1-く得られるから 7 9 3 0 0 19 4,21

提携 したほうが研究開発を低コス トで行 うことが出欠るから 3 10 〇 1 0 19 3.79

その研究が御社業務のカルチャーと合わないから 0 2 3 6 8 19 1.95

規制などのため,その研究を社内で実施することが困難であるから 2 3 3 5 6 19 2.47

失敗したときのリスクを先方と共有できるから 2 5 5 4 3 192.95
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女29-6研究提携を才fう矧 fl(化学 1二業)

研究提携を/1JJ-う理由 よく'_!うては孟る やや､'弓てはまる どちらともいえない あまり二_上うてはまらない 全く､_⊥jてはまらない 総回答数 ､T;-均植

先方の持つ装LlFiなど野本設備を利用できるから 1 9 1 1 0 12 3.83

冗)1-の待つ知的財I;Jf=:-権を利用できるから 1 2 ○ 4 0 12 3

先方の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識 .能力を利用できるから 7 〇 0 0 0 12 4.58

先方の持つ技術以外の能力(例 :販売九 経営能力)を利用できるから 2 1 5 3 1 12 3

提携したほうが研究成果がLfLく得られるから 4 8 0 0 0 12 4.33

提携 したほうが研究開発を低コス トで行 うことがLLIJ,来るから 1 6 1 4 0 12 3.33

その研究が御社業務のカルチャーと合わないから 0 0 3 6 3 12 2

規制などのため,その研究を社内で実施することが困難であるから 0 0 2 8 2 12 2

失敗したときのリスクを先方と共有できるから 0 0 2 6 4 12 1.83

表 29-7研究提携を行 う理由 (その他製造業)

研究提携を行 う坪内 よく当てはまる やや当てはまる どちらともいえない あまりlljてはまらない 全く当てはまらない 総凹答数 平均値

先方の持つ装置など資本設備を利用できるから 5 9 1 4 1 20 3.65

先方の持つ知的財席権を利用できるから 5 7 5 2 1 20 3.65

先方の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知盲 .能力を利用できるから 14 6 0 0 0 20 4.7

先方の持つ技術以外の能力(例 :販売力,経営能力)を利用できるから 3 4 5 7 1 20 3,05

提携したほうが研究成果が早く得られるから ll 6 2 1 0 20 4.35

提携したほうが研究開発を低コストで行うことが出来るから 7 7 4 2 0 20 3.95
その研究が御社業務のカルチャーと合わないから 0 2 8 8 2 20 2.5

規制などのため,その研究を社内で実施することが困難であるから 0 9 6 4 1 20 3.15

失敗したときのリスクを先方と共有できるから 05672202.7
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表29-8研究提携を行 う理山 (その他)

研究提携を行 う理由 よく当ては重る やや当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない 全く当てはまらない 総桐答数 平均値

先jjの持つ装置など資本設備を利用できるから 3 4 2 0 1 10 3.8

先方の持つ知的財姥権を利用できるから 1 4 3 1 1 10 3,3

先方の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識.能ノJを利用できるから 6 4 0 0 010 4.6

先 )Jの持つ技術以外の能力(例 :販売九 経営能力)を利用できるから 0 2 3 4 1 10 2.6

提携したほうが研究成果がLF-く得られるから 170 1 1103.6
提携 したほうが研究開発を低コス トで行 うことが出来るから 0 2 5 3 010 2.9
その研究が御社農務のカルチャーと合わないから 133 1 3103.1
規制などのため,その研究を社内で実施することが困難であるから 0 2 3 2 3 10 2,4

失敗したときのリスクを先方と共有できるから 013 3 3102.2

30,研究提携には向かない研究テーマの有無

先の質問とは逆に,｢社外と提携することは口J能で′そ うできる相手もいると思われるが,むしろ社内で単独に行った方

が有利と判断｣している研究テーマの存否を尋ねたところ,135社中63社が,｢ある｣と凹答 した.また,この比率は

医薬品産業で高かった.

表30研究提携には向かない研究テーマの有無

回答 ヒ 讐 ｣ 中小企業 竺 竺｣ 食品 医秦品 化学 その他製造業 その他

ある 63 29 34 ll 19 ll 12 10

(46.67%) (41.43%) (54.84%) (45.83%) (65.52%) (50.00%) (36.36%) (37.04%)

ない 72 41 28 13 10 ll 21 17

(53.33%) (58.57%) (45.16%) (54.17%) (34.48%) (50.00%) (63.64%) (62.96%)

総計 135 70 62 24 29 22 33 27

31.研究提携を行わない理由

前項で ｢ある｣と答えた企業に,その理由として,以下の7つの理由を尋ねたところ,｢よく当てはまる｣という回答

が多かったのは ｢成果の帰属が不明確になりやすい｣とする理由であった.なお,｢先方が最大限の努力を払わないお

それ｣とい うモラルハザー ドの問題や ｢先方との協議や契約の手間と費用がかかる｣とい う取引費用の問題は,研究

提携の際に,それほど重要視されていない.
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表31-1研究提携を行わない兜由 (全企業)

研究提携を行わない環由 よく当ては重る やや当ては孟る どちらともいえない あまり当てはまらない 全く､当てはまらない 総Llj]答数 平 均 値

成果の帰属が不明確になりやすい 20 26 8 7 2 63 3.87

先方が最大限の努力を払わないおそれがある 0 23 21 16 3 63 3.02

密を保持できるか心配である 15 19 12 16 1 63 3,49

先方との協議や契約の手間と費用がかかりすぎる 5 27 21 8 2 63 3.4

契約期間中での変史などの柔軟性が失われる 2 32 17 ll 1 63 3.37

社内にある資源.能力 .人材を括用する方が有利である 12 24 20 6 1 63 3.63

(注)平均値は,｢よく当てはまる｣を5点,｢やや当てはまる｣を4点,｢どちらとも言えない｣を3点,｢あまり当ては

まらない｣を2点,｢全く当てはまらない ｣を1点として,fL71答数に掛け合わせ,総計したものを総回答数で割った値

である.

表 31-2研究提携を行わない理由 押 小企業)

研究提携を行わない理由 よく当てはまる やや)-:Jjては重る どちらともいえない あまり当てはまらない 全くつてはまらない 総 lr,A答数 平均値

J巣の帰属が不明確になりやすい 10 13 5 1 0 29 4.1
先方が最大限の努力を-払わないおそれがある 0 13 7 9 0 29 3.14

密を保持できるか心配である 6 7 7 9 0 29 3.34

先方との協議や契約の手間と費用がかかりすぎる 1 16 ll 1 0 29 3.59

契約期間中での変更などの柔軟性が失われる 0 16 9 4 0 29 3.41

土内にある資蘇 .能ノ).人材を活用する方が有利である 3 13 7 〇 1 29 3.41

表31-3研究提携を行わない理由 (大企業)

研究提携を行わない理由 よく当ては重る やや当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない 全く当てはまらない 総回答数 平均値

尤巣の帰属が不明確になりやすい 10 13 3 6 2 34 3.68
先方が最大限の努力を払わないおそれがある 0 10 14 7 3 34 2.91

密を保持できるか心配である 9 12 5 7 1 34 3.62

先方との協議や契約の手間と費用がかか りすぎる 4 ll 10 7 2 34 3.24

契約期間中での変更などの柔軟性が失われる 2 16 8 7 1 34 3.32

社内にある資源 .能力 .人材を活用する方が有利である 9 ll 13 1 0 34 3.82
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表31-4研究提携を行わない兜山 (食が'l二業)

研究提携を行わない樫山 よく､L]ては孟る やや､当ては嘉る どちらともいえない あまり､うてはまらない 全く､__L3てはまらない 総回答数 平均値

成果の帰属が不明確になりやすい 2 6 1 2 0 ll 3.73

先)jが最大限の努力を払わないおそれがある 0 2 4 4 1 ll 2.64

嫁̂を保持できるか心配である 5 4 0 2 0 ll 4.09

先方との脇議や契約の手間と費用がかかりすぎる 1 4 5 1 0 ll 3.45

契約期間中での変史などの柔軟性が失われる 1 7 0 3 0 ll 3.55

社内にある田源 .能力 ,人材を活用する)jが有利である 2 5 4 0 0 ll 3.82

表31-5研究提携を行わない理由 (li三薬品 Ⅰ--業)

J､兄の帰属が不明確になりやすい 6 7 3 2 1 19 3.79
先〟が最大限の努力を払わないおそれがある 0 8 6 4 1 19 3.ll

密を保持できるか心配である 2 7 4 5 1 19 3.21

先方との協議や契約の手FEほ 費用がかかりすぎる 1 7 7 3 1 19 3.21

契約期間中での変史などの柔軟性が失われる 1 10 4 3 0 19 3.32

社内にある資甑.能ノJ.人材を括Ji]する方が有利である6 9 2 2 0 19 4

表 31-6研究提携を行わない理由 (化学⊥菜)

研究提携を行わない群由 よく当てはまる やや当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない 全く当てはまらない 総凹答数 平均値

成果の帰属が不明確になりやすい 4 4 2 2 0 ll 4.18

先方が最大限の努力を払わないおそれがある 0 4 6 1 0 ll 3.27

メ嬢を保持できるか心配である 1 5 3 2 0 ll 3.45

先方との協議や契約の手間と費用がかか りすぎる 1 4 4 2 0 ll 3.36

契約期間中での変更などの柔軟作が失われる 0 4 5 2 0 ll 3.18

社内にある資汲 .能力 .人材を活用するカが有利である 0 4 5 1 1 ll 3.09
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衣 31-7研究挺携を行わない樫山 (その他製造菜)

研究提携を子]二わない月州 ∵ やや､ljてはまる どちらともいえない あまり､一_1てはまらない 全く､E_3ては重らない 総｢ロー答数 平均値
成果の帰属がイこ明確になりやすい ⊃ 4 1 1 1 12 3.9 2

先方が最大限の努ノJを払わないおそれがある 0 4 4 3 1 122.92
メ密を保持できるか心配である 5 2 2 3 0 12 3.75

先方との協議や契約の手間と費用がかかりすぎる 1 6 3 2 0 12 3.5

契約期間rflでの変更などの柔軟性が失われる 0 4 6 2 0 12 3.17

社内にある資源.能)).人材を汎用する方が有利である3 3 4 2 0 123.58

衷31-8研究提携を行わない理由 (その他)

研究提携を行わない理山 よく当てはまる やや当ては孟る どちらともいえない あまり当てはまらない 全く当てはまらない 総回答数 平均値

成果の帰属が不明確になりやすい 3 5 1 1 0 10 4

先方が最大限の努力を払わないおそれがある 0 5 1 4 0 10 3.1

′席を保持できるか心配である 2 1 3 4 0 10 3.1

先方との協議や契約の手間と費用がかかりすぎる 1 6 2 0 1 10 3,6

契約期間中での変更などの柔軟性が失われる 0 7 2 1 0 10 3,6

祁二内にある資源 .能力 .人材を活用する)Jが有利である 1 3 5 1 0 10 3.4

当該研究や当該事業のための人材や能力を祁二内で養成したい 4 3 2 1 0 10 4
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E アウトソーシングについて

以 卜ではバイオテクノロジー分野における研究開発関連業務のアウトソーシングについて,調査結果を整理する.こ

こでアウトソーシングとは以 卜のように定義されている.

《アウトソーシング》

アウトソーシングとは,研究開発関連における定型的業務の外注であり,業務内容は契約書に明記され,成果は発注

者に帰属するものを指す.原則として,標準的な研究機器 .資材 .試料の購入は物品購入であり,アウトソーシング

には含まれないものとする_ただし,購入品が発注者の仕様にしたがい特注で,発注者の仕様に合わせるための開発 .

32.バイオテクノロジー分野におけるアウ トソーシングの有無

バイオテクノロジー研究開発におけるアウトソーシングの有無を尋ねたところ,アウトソーシングを実施 している企

業は,136社【fT48社(35%)であった.企業規模別に見ると大企業で,また,産業別に見ると【束薬品 r_業で高い比率を示

している.

表32アウトソーシングの有無

凹答 全企業 中 小 企業 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

アウトソーシング 48 18 30 5 17 5 14 7

を行っている (35.29%) (25.71%) (47.62%) (20.83%) (58.62%) (22.73%) (41.18%) (25.93%)

アウトソーシング 88 52 33 19 12 17 20 20

を行っていない (64.71%) (74.29%) (52.38%) (79.17%) (41.38%) (77,27%) (58.82%) (74.07%)

総計 136 70 63 24 29 22 34 27

33.アウ トソーシングのための支払い

アウトソーシングを行っている企業に対し,バイオテクノロジー関係研究開発費のうち,アウトソーシングのための

支払いが占める割合を尋ねたところ,医薬品研究開発の場合,臨床試験に係る支払いは21%,臨床試験以外の場合は,

39%であった.これに対して,医薬品以外の研究開発の場合,アウトソーシングは14%程度である.サンプル数が少る.
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表33-1-1アウ トソーシングのための支払い (全企業)

医薬品研究開発 (うち臨床試験) (うち臨床試験以外) 医薬品以外の研究開発

平均 25.44 21.16 39.23 13.58

最′J､値 0 0 0 0

最大値 100 90 100 100

中間値 10 10 20 5

回答数 18 12 13 29

義SS-1-2アウ トソーシングのための支払い 押 小企業)
医薬品研究開発 (うち臨床試験) (うち臨床試験以外) 医薬品以外の研究開発

平均 40.37 19 42.71 21.91

最小値 0 0 0 0

最大値 100 90 100 100

中間値 10 7 10 12.5

凶答数 8 6 7 12

表33-i-3アウトソーシングのための支払い (大侭業)

医薬品研究開発 (うち臨床試験) J うち臨床試験以外)｣ [史薬品以外の研究開発

平均 13.5 23,33 35.16 7.70

最小値 0 0 1 0

最大値 50 50 100 20

中間値 7 20 25 5

回答数 10 6 6 17

表33-1-4アウトソーシングのための支払い (食品工業)
医薬品研究開発 (うち臨床試験) (うち臨床試験以外) 医薬品以外の研究開発

平均 7.66 25 26,5 2.25

最小値 0 0 3 0

最大値 20 50 50 5

中間値 3 25 26.5 2

回答数 3 2 2 4
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豪3311-5アウトソーシングのための支払い (医薬｢571Ⅰ二業)

平均 35.91 22.66 45.7 3

巌小値 0 0 1 0

巌ノ村直 100 90 100 10

中間値 15 ll 25 0
回答数 12 9 10 5

表33-1-6アウトソーシングのための支払い (化学工業)
医薬品研究開発 (うち臨床試験) (うち臨床試験以外) 医薬品以外の研究開発

平均 0 0 0 ll.66

最小値 0 0 0 5

最人値 0 0 0 20

中間値 0 0 0 10

回答数 1 1 1 3

表 33-1-7アウトソーシングのための支払い (その他製造業)

医薬品研究開発 (うち臨床試験) (うち臨床試験以外) L丈薬品以外の研究開発

平均 2 22.81

最小値 0 1

最人値 4 100

中間値 2 12

回答数 2 0 0 ll

表33-ト8アウトソーシングのための支払い (その他)

医薬品研究開発 (うち臨床試験) (うち臨床試験以外) 医薬品以外の研究開発

平均 14

最小値 1

最大値 30

中間値 15

回答数 0 0 0 6
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表 33-2-1アウトソーシングのシェア (バイオテクノロジー研究開発)

L二当 中小企業 人企業 食品 tク主薬[払 化学 その他製造業 その他

1%未満 5 1 4 1 2 1 1

(27.78%) (12.50%) (40.00%)(33.33%)(16.67%) (100%) (50 ,00%)

1%以上5%未満 2 1 1 1 0 0 1

(l l.11%) (12.50% ) (10.00%) (33,33%) (0.00%) (0.00%) (50.00% )

5%以上10%未満 4 3 1 0 4 0 0

(22.22%) (37.50%)(1 0 .0 0 % ) (0.00% ) (33,33%) (0.00%) (0.00% )

10%以 ヒ30%未溝 3 0 3 1 2 0 0(16.67%)(0.00%)(30.00%) (33.33%)(16.67%)(0.00%) (0.00%)
30%以上50%未満 1 0 1 D 1 0 0

(5.56%) (0.00%) (10.00%) (0.00%) (8.33%) (0.00%) (0,00%)

50%以上 3 3 0 0 3 0 0
(16.67%) (37.50%) (0.00%) (0.00%) (25.00%) (0.00%) (0.00%)

計 18 8 10 3 12 1 2

表33-2-2アウトソーシングのシェア (臨床試験)

Lユ 中′1､企業 大場 ｣L @品 医薬品 化学 その他製造業 その他

1%未満 4 2 2 1 2 1

(33.33%)(33.33%)(33.33%)(50.00%)(22.22%)(100%)
1%以 L5%未満 1 1 0 0 1 0(8.33%)(16.67%)(0.00%) (0.00%) (ll.11%) (0,00%)
5%以上10%未満 3 2 1 0 3 0

(25.00%)(33.33%)(16.67%)(0.00%) (33.33%) (0.00%)

10%以上30%未満 1 0 1 0 1 0
(8.33%) (0.00%) (16.67%) (0,00%) (ll.11%) (0.00%)

30%以上二50%未満 2 0 2 1 1 0
(16.67%) (0.00%) (33,33%) (50.00%) (ll.11%) (0,00%)

50%以 L 1 1 0 0 1 0
(8.33%) (16.67%) (0.00%) (0.00%) (ll,11%) (0.00%)

計 12 6 6 2 9 1
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表 33-2-3アウトソーシングのシェア (臨床試験以外の挺農品研究開発)

全企業 中小企莱 人企業 食品 医泰晶 化学 その他製造業 その他

1%未満 2 1 l 0 1 1
(15.38%) (14.29%) (16.67%)(0.00%)(10.00%) (100%)

1%以上5%未満 1 1 0 1 0 0
(7.69%) (14.29%) (0.00%)(50.00%)(0.00%) (0.00%)

5%以上10%未満 3 2 1 0 3 0
(23,08%) (28.57%) (16.67%) (0.00%) (30.00%) (0.00%)

10%以上30%未満 2 0 2 0 2 0
(15.38%) (0.00%) (33.33%) (0.00%) (20,00%) (0.00%)

30%以上50%未満 1 0 1 1 0 0

(7.69%) (0.00%) (16.67%) (50一00%) (0.00%) (0.00%)

50%以上 4 3 1 0 4 0

(30.69%) (42.86%) (16.67%) (0.00%) (40.00%) (0.00%)

計 13 7 6 2 10 1

表 33-2-4アウ トソーシングのシェア (医薬品以外の研究開発)

全企業 中′ト企莱 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

1%未満 7 3 4 2 3 0 1 1
(24.14%) (25.00%) (23.53%) (50.00%) (60.00%) (0.00%) (9.09%) (16.67%)

1%以上5%未満 9 3 6 2 1 1 4 1
(31.03%) (25.00%) (35.29%) (50.00%) (20.00%) (33.33%) (36.36%) (16.67%)

5%以上10%未満 3 0 3 0 1 1 0 1
(10.34%)(0.00%)(17,65%)(0,00%)(20.00%) (33.33%) (0.00%) (16.67%)

10%以上30%未満 8 4 4 0 0 1 4 3(27.59%)(33.33%)(25.53%)(0.00%)(0.00%) (33.33%) (36.36%) (50.00%)

30%以上50%未満 1 1 0 0 0 0 1 0

(3.45%) (8.33%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (9.09%) (0.00%)

50%以上 1 1 0 0 0 0 1 0

(3,45%) (8.33%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (9.09%) (0.00%)

計 29 12 17 4 つ(100%) 3 ll 6

34.アウトソーシングを行 う業務

アウトソーシングを行っている業務分野について尋ねたところ,動物実験,ソフ トウェア･システム設計および開発,

物性分析,試作品製造,といった業務が多いことが知られた.(複数回答可)
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表 34-1アウトソーシングを行っている業務分野(全企業)

濫務内容 阿答数 業務内容 [叫答数

特托機舶設計製作 7 安定性試験 8

特注原材料 .試料(例 :ノックアウトマウス供給) 15 薬群 .活性試験 14

試作品製造 17 動物実験 23

データベース検索 1 治験(臨床試験) ll

データ入力 .加 Ⅰ二 3 ゲノム解析以外の統計解析 0

ゲノム(遺伝子 .DNA.タンパク質等含む)解析 15 報告書.申請書作成 2

DNAチップ製作 3 ソフトウエア .システム設計および開発 18

物性分析 18 その他 0

*少なくとも1項目につき該当すると回答した企業の数.複数回答r叶のため,各項目-のLロJ答数の合計より少ない.

表34-2アウトソーシングを行っている農務分野 (中小企業)

業務内容 回答数 業務内容 bl答数

特注機凝設計製作 3 安定性試験 4

特注原材料 .試料(例 :ノックアウトマウス供給) 〇 典韓 .所作試験 5

試作品製造 8 動物実験 9

データベース検索 0 治験(臨床試験) 〇

データ入力 .加工 1 ゲノム解析以外の統計解析 0

ゲノム(遺伝子.DNA.タンパク質等含む)解析 5 報告三吉.申請封乍成 0

DNAチップ製作 0 ソフ トウエア .システム設計および開発 6

物性分析 8 その他 0

表3413アウトソーシングを行っている業務分野 (人企業)

業務内容 回答数 業務内容 bl答数

特注機首旨設計製作 4 安定性試験 4

特注原材料 .試料(例 :ノックアウトマウス供給) 10 薬理 .活性試験 9

試作品製造 9 動物実験 14

データベース検索 1 治験(臨床試験) 6

データ入力 .加 i二 2 ゲノム解析以外の統計解析 0

ゲノム(遺伝子 .DNA.タンパク質等含む)解析 10 報告書.申請書作成 2

DNAチップ製作 3 ソフトウエア .システム設計および開発 12

物惟分析 10 その他 0
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表 34-4アウトソーシングを才Tっている実務分野 (食品 l二業)

業務内容 LrJI答数 業務内容 LりJ答数

特柱機器設計製作 0 安定惟試験 1

特注原材料 .試料(例 =ノックアウトマウス供給) 1 薬理 .活性試験 2

試作品製造 1 動物実験 4

データベース検索 0 治験(臨床試験) 1

データ入力 .加 仁 0 ゲノム解析以外の統計解析 0

ゲノム(遺伝7-.DNA.タンパク質等含む)解析 1 報告書 .申請書作成 1

DNAチップ製作 0 ソフトウエア .システム設計および開発 2

物惟分析 0 その他 0

衷34-5アウトソーシングを行っている業務分野 (医薬品 7二業)

業務内容 [可答数 業務内容 回答数

特注機凝設計製作 2 安定性試験 6

特注原材料 .試料(例 :ノックアウトマウス供給) 6 薬理 .油性試験 9

試作品製造 4 動物実験 12

データベース検索 1 治験(臨床試験) 8

データ入力 .加~T二 2 ゲノム解析以外の統計解析 0

ゲノム(遺伝+ .DNA.タンパク質等含む)解析 9 報告書 .申請書作成 1

DNAチップ製作 2 ソフトウエア .システム設計および開発 6

物性分析 9 その他 0

表 34-6アウトソーシングを行っている業務分野 (化学工業)

業務内容 Lr.]%& 業務内容 回答数

特注機器設計製作 1安定性試験 0

特拝原材料 .試料(例 :ノックアウトマウス供給) 3 薬理 .活性試験 1
試作晶製造 4 動物実験 1

データベース検索 0 治験(臨床試験) 1

データ入力 ,加工 0 ゲノム解析以外の統計解析 0

ゲノム(遺伝-ト DNA.タンパク質等含む)解析 1 報告書 .申請書作成 0
DNAチップ製作 0 ソフトウエア .システム設計および開発 0

物性分析 2 その他 0
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表34-7アウトソーシングを行っている業務分野 (その他製造業)

業顔内木 凹答数 業務内安i 回答数

特托機器設計製作 4 安定性試験 1

特注原材料 .試料(例 :ノックアウトマウス供給) 5 英理 .油性試験 2

試作品製造 6 動物実験 〇

データベース検索 0 治験(臨床試験) 1

データ入力.加一二 0 ゲノム解析以外の統計解析 0
ゲノム(遺伝子.DNA.タンパク質等含む)解析 2 報告書 .申請=書作成 0
DNAチップ製作 0 ソフトウエア .システム設計および開発 6

物性分析 6 その他 0

表34-8アウトソーシングを行っている業務分野 (その他)

業務内容 回答数 業務内容 回答数

特注機器設計製作 0 安定性試験 0

特注原材料 .試料(例 :ノックアウトマウス供給) 0 薬理 .活性試験 0
試作品製造 2 動物実験 1

データベース検索 0 治験(臨床試験) 0

データ入力 .加 工 1 ゲノム解析以外の統計解析 0

ゲノム(遺伝子 .DNA.タンパク質等含む)解析 2 報告書 .申請書作成 0

DNAチップ製作 1 ソフトウエア .システム設計および開発 4

物性分析 1 その他 0

35.アウトソーシングを行う理由

社内で行 うことの可能な業務をアウトソーシングする理山につき,研究提携と同様に,以下の理由の適否を尋ねたと

ころ,表35-1のような結見となった.｢よく当てはまる｣とい う回答が多かった理山は,研究提携の場合と同様に,｢先

方の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識 ･能力を利用できる｣,｢先方の持っ装置など資本設備を利用でき

る｣,｢業務のスピー ドアップができる｣などの理由であった.また,研究提携では挙げられなかった ｢必要な労働力

が社内で不足｣という,埋山も,｢当てはまる｣とする企業が多かった.
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表 35-1アウトソーシングを行 う理由 (全企業)

アウトソーシングを行う理由 よく当てはまる やや丁Jjては重る どちらともいえない あまり'_L_']てはまらない 全く当てはまらない 総回答数 平均値

先方の持つ装置など資本設備を利用できる 18 17 3 3 6 47 3.81

先方の持つ知的財癌権を利用できる 3 14 12 8 9 46 2.87

先方の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識 .能力を利用できる 21 23 0 1 1 46 4.35

先方の持つ技術以外の能力(例 :販売力,経営能力)を利用できる 2 6 13 18 7 46 2.52

必要な労働力が社内において不足している 18 24 4 0 2 48 4.17

低コス ト化できる 9 21 15 0 2 47 3.74

業務のスピー ドアップができる 19 19 5 2 1 46 4.15

その業務や研究が御社業務のカルチャーと合わない 0 3 18 14 ll 46 2,28

業務が不要になったときに契約解除が容易 3 15 16 7 5 46 3.09

(注)平均櫓は,｢よく当てはまる｣を5点,｢やや当てはまる｣を4点,｢どちらとも言えない｣を3点,｢あまり当ては

まらない｣を2点,｢全く当てはまらない｣を1点として,回答数に掛け合わせ,総計 したものを総回答数で割った値

である.

表35-2アウトソーシングを行う理山 (中′ト企業)

アウトソーシングを行う理由 よく当ては孟る やや当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない 全く当てはまらない 総回答数 平均値

先)Jの持つ装置など資本設備を利用できる 10 3 1 0 4 18 3.83

先方の持つ知的財産権を利用できる 3 5 4 2 4 18 3.06

先方の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識 .能力を利用できる 9 8 0 0 0 17 4.53

先方の持つ技術以外の能力(例 ‥販売力,経営能力)を利用できる 2 2 4 6 4 18 2.56

必要な労働力が社内において不足している 5 9 2 0 2 18 3.83

低コスト化できる 4 4 8 0 2 18 3.44

業務のスピードアップができる 6 7 4 0 1 18 3.94

その業務や研究が御社業務のカ ルチャーと合わない 0 2 8 4 4 18 2.44

業務が不要になったときに契約解除が容易 0 6 8 3 1 18 3.06
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表 35-3アウトソーシングを行 う理由 (大企業)

よく)ち やや当 どちら あまり'_J∃ 全く当 総阿答数 平均値
アウトソーシングを行 う理由 ては重 ては嘉 ともい てはまら てはま

る る えない ない らない

先方の持つ装置など資本設備を利用できる 8 14 2 3 2 29 3.79

先方の持つ知的財産権を利用できる 0 9 8 6 5 28 2.75

先カの持つ(知的財確権化されたもの以外の)技術的知識 .能力を利用できる 12 15 0 1 1 29 4.24

先方の持つ技術以外の能ノJ(例 二販売九 経営能力)を利用できる 0 4 9 12 3 28 2.50

必要な労働力が社内において不足している 13 15 2 0 0 30 4.37

低コス ト化できる 5 17 7 0 0 29 3.93

業務のスピー ドアップができる 13 12 2 2 0 28 4.39

その業務や研究が御社業務のカルチャーと合わない 0 1 10 10 7 28 2.18

業務が不要になったときに契約解除が容易 3 9 8 4 4 28 3.ll

先方と関係を維持することにより,依栃された業務以外についても情報や便宜を得られることが期待される 2 8 ll 4 4 29 3,00

表 35-4アウトソーシングを行 う理tl](食品 丁一業)

アウトソーシングを行 う理由 よく当ては嘉る やや､_t']てはまる どちらともいえない あまり､当てはまらない 全く当ては嘉らない 総回答数 平均値

先カの持つ装置など資本設備を利用できる 2 2 0 1 0 つ 4.00

先方の持つ知的財産権を利用できる 0 1 2 1 1 5 2.60

先方の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識 .能力を利用できる 2 3 0 0 0 5 4.40

先方の持つ技術以外の能力(例 ‥販売ノ),経営能力)を利用できる 0 0 4 1 0 5 2.80

必要な労働力が社内において不足している 2 3 0 0 0 5 4,40

低コス ト化できる 0 3 2 0 0 〇 3.60

業務のスピー ドアップができる 2 3 0 0 0 5 4.40

その業務や研究が御社業務のカルチャーと合わない 0 0 3 1 1 5 2.40

業務が不要になったときに契約解除が容易 0 3 1 1 0 〇 3.40
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表35-5アウトソーシングを行 う理由 (医薬｢5717二勘

令く)j='i

てはま

らない

先方の持つ知的財産権を利用できる 2 7 3 3 2 17 3.24

.先方の持つ(知的財産権化 されたもの以外の)技術的知識 .鷹力を利用できる 9 7 0 0 0 16 4.56｣

必要な労働力が社内において不足している 6 10 1 0 0 17 4.29

低コス ト化できる 4 7 6 0 0 17 3.88

業務のスピー ドアップができる 8 7 2 0 0 17 4.35

その業務や研究が御社業務のカルチャーと合わない 0 1 つ 6 5 17 2,12

業務が不要になったときに契約解除が容易 3 4 5 2 3 17 3.12

先方と関係を維持することにより,依頼された実務以外についても情報や便宜を得られることが期待される 2 〇 5 4 1 17 3.18

表35-6アウトソーシングを行 う理由 (化学 r二業)

アウトソーシングを行 う理由 よく当てはまる やや当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない 全く当てはまらない 総回答数 平均値

先)jの持つ装置など資本設備を利用で きる 3 2 0 0 0 5 4.60

先方の持つ知的財産権を利用で きる 0 1 1 1 1 4 2,50

先方の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識 .能力を利用できる 2 3 0 0 0 〇 4.40

先方の持つ技術以外の能力(例 =販売 力,経営能力)を利用できる 0 0 1 2 1 4 2.00

必要な労働力が社内において不足している 2 2 1 0 0 5 4.20

低コス ト化できる 1 2 2 0 0 5 3.80

業務のスピードアップができる 2 2 0 0 0 4 4.50

その業務や研究が御社業務のカルチャー と 合わない 0 0 2 1 1 4 2.25

業務が不要になったときに契約解除が容易 0 2 1 1 0 4 3.25
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表 35-7アウトソーシングを行 う理由 (その他製造業)

アウトソーシングを行 う理由 よく二ljては嘉る やや､Lうてはまる どちらともいえない あまりT=_L∃てはまらない 全く当てはまらない 総回答数 平均値

先)Jの持つ装帯など資本設備を利用できる 7 3 0 2 2 14 3.79

先方の持つ知的財産権を利用できる 1 3 4 3 3 14 2.71

先方の持つ(知的財推権化されたもの以外の)技術的知識 .能力を利用できる 7 ○ 0 1 1 14 4.14

先方の持つ技術以外の能力(例 :販売力,経営能力)を利用できる 2 4 2 5 1 14 3.07

必要な労働力が社内において不足 している 5 7 1 0 1 14 4.07

低コス ト化できる 3 8 2 0 1 14 3.86

業務のスピー ドアップができる 6 5 2 1 0 14 4.14

その業務や研究が御社業務のカルチャーと合わない 0 1 4 6 3 14 2.21

業務が不要になったときに契約解除が容易 0 5 5 3 1 14 3.00

表 35-8アウトソーシングを行 う理由 (その他)

アウトソーシングを行 う理由 よく当てはまる やや当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない 全く当ては孟らない 総回答数 平均値

先方の持つ装置など資本設備を利用できる 0 2 2 0 2 6 2,67

先方の持つ知的財産権を利用できる 0 2 2 0 2 6 2.67

二万の持つ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識 .能力を利用できる 1 5 0 0 0 6 4.17

先方の持つ技術以外の能力(例 :販売力,経営能力)を利用できる 0 1 3 2 0 6 2.83
必要な労働力が社内において不足している 3 2 1 0 1 7 3.86

低コス ト化できる 1 1 3 0 1 6 3.17

業務のスピー ドアップができる 1 2 1 1 1 6 3.17

その業務や研究が御社業務のカルチャーと合わない 0 1 4 0 1 6 2.83

業務が不要になったときに契約解除が容易 0 1 4 0 1 6 2.83
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36.アウトソーシングを3年以上継続的に発注している企業の有無

アウトソーシング業務を3年以 上二継続的に発注している企業が存在するかどうか,について尋ねたところ,51社中20

杜が,そのような企業があるとlL71答 した.

表36継続的取引企業の有無

回答 ｣竺 華｣ 中小企業 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

現在,そのような企業 20 7 13 2 9 2 5 2

がある (39.22%) (35.00%) (41.94%) (40.00%) (47.37%) (40.00%) (35.71%) (25.00%)

現在,そのような企業 31 13 18 3 10 3 9 6

はない (60.78%) (65.00%) (58.06%) (60.00%) (52.63%) (60.00%) (64.29%) (75,00%)

総計 51 20 31 5 19 5 14 8

37.継続的に発注している企業-の支払い額

表 36で ｢ある｣と回答した企業に対し,継続的発注企業-の支払い額が,全アウ トソーシング費用のどの程度を占め

るかについて,およその%で尋ねたところ,表 37-1および 37-2のような結果が得られた.全企業を対象とした場合,

平均値は,41%であった.

表 37-1基本統計量 (%)

全企業 中小企業 人企装 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

平均 41 42 40,54 10.5 31,66 70 66 22.5

最小値 1 10 1 1 10 70 20 5

最大値 90 90 80 20 80 70 90 40

中間値 35 40 30 10.5 20 70 80 22,5

回香数 16 5 ll 2 6 1 5 2
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表 37-2アウトソーシングのシェア

全ノた菜 中小企莱 大企業 食品 挺典品 化J､;'二 その他製造業 その他

5%未満 2 0 2 1 0 0 0 1
(12.50%) (0.00%) (18.18%) (50.00%) (0一00%) (0.00%) (0.00% ) (50.00%)

5%以上10%末溝 3 1 2 0 3 0 0 0
(18.75%) (20,00%) (18.18%) (0.00%)(50.00%)(0.00%) (0.00%) (0.00%)

10%以上30%未満 3 1 2 1 1 0 1 0(18,75%)(20.00%)(18.18%)(50.00%)(16.67%)(0.00%) (20.00%) (0.00%)

30%以 仁50%末酒 2 2 0 0 1 0 0 1
(12.50%)(40.00%)(0.00%)(0.00%)(16.67%)(0一00%)(0.00%)(50一00%)

50%以上 6 1 5 0 1 1 4 0(37.50%) (20.00%) (45.45%)(0,00%) (16.67%) (100%) (80.00%) (0.00%)

計 16 5 ll 2 6 1 〇 2

38.競合企業-アウトソーシング先を変更する基準

継続的にアウトソーシングを行っている企業に対 し,どのくらい安価なサービスを挺供する競合他社が出現したら,

取引先の変更を考えるか,とい う問いに対する集計結果は,表 38に整理されている.結果から,従来の価格の 10%～

20%程度でサービスの提供が可能な業者がLLiJl現した場合には,その芸者を選択することがわかる.

表 38 価格低 卜の範閑

価格低下の範囲 全企業 二 + 大企業 食占～】 医薬占fT 化学 その他製造業 その他

0-5% 1 0 1 0 1 0 0 0

(5.56%) (0.00%) (8.33%) (0.00%) (14.29%)(0.00%) (0,00%) (0.00%)

5-10% 5 1 4 1 1 0 2 1

(27 .78%) (16.67%) (33.33%) (%) (1-4.29%) (0.00%) (40.00%) (50.00%)

10-20% 8 3 つ(41.67%) 0 4 2 1 1(44.44%) (50.00%) (0.00%) (57.14%) (100.00%) (20.00%) (50.00%)

20-30% 2 1 1 0 0 0 2 0

(ll.11%) (16.67%) (8.33%) (0,00%) (0,00%) (0.00%) (40.00%) (0.00%)
30-50% 1 1 0 0 1 0 0 0

(5.56%) (16.67%) (0.00%) (0.00%) (14.29%) (0.00%) (0,00%) (0.00%)

50%以上 0 0 0 0 0 0 0 0

(0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0,00%) (0.00%)

検討しない 1 0 1 1 0 0 0 0
(5,56%) (0.00%) (8.33%) (%) (0,00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%)

計 18 6 12 2 7 2 5 2
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39.社内で行った方が有利な研究業務の有無

社外にアウ トソーシングすることはlJI能であるが,む しろ社内で行った)jが有利と判断｣している研究業務の在所を

尋ねたところ,全50社[I129社(58%)が ｢ある｣と回答 した,

表39社内で行った)jが有利な研究業務の有無

Lj 竺革｣ 中小企業 大企業 食品 医英品 化学 その他製造業 その他

ある 29 ll 18 2 14 1 8 4

(58.00%) (57.89%) (58.06%) (40.00%) (77一78%) (20.00%) (57.14%) (50.00%)

ない 21 8 13 3 4 4 6 4

(42.00%) (42.11%) (41.94%) (60.00%) (22.22%) (80.00%) (42.86%) (50.00%)

回答数 50 19 31 5 18 〇 14 8

40.アウトソーシングを行わない理由

前項で,社外にアウ トソーシングすることは吋能であるが,むしろ社内で行った方が有利と判断している業務がある

と回答 した企業に,その飛由として,研究提携同様に,7つの理由の適否を尋ねたところ,表 40-1以下に示されるよ

うな結果が得られた.｢よく当てはまる｣という回答が最も多かったのが,｢成果の帰属が不明確になりやすい｣とい

う理Ff7であった点は,研究提携と同様である.また,モラルハザー ドや取引費用の問題(上記第 30項参照)が重要でな

い点も同様である.

哀40-1アウトソーシングを行わない理由 (全企業)

アウトソーシングを行わない理由 よく当てはまる やや当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない 全く当てはまらない 総回答数 平均値

J､巣の帰属が不明確になりやすい ll 9 5 2 2 29 3.86

先方が最大限の努力を払わないおそれがある 2 8 ll 6 2 29 3.07

席̂を保持できるか心配である 6 ll 7 4 1 29 3,59

先方との協議や契約の手間と費用がかかりすぎる 2 10 10 6 1 29 3.21

契約期間中での変史などの柔軟性が失われる 0 14 8 6 1 29 3.21

社内にある資源.能ノJ.人材を油川する)jが有利である 7 6 13 2 1 29 3.55

(注)平均値は,｢よくIl∃てはまる｣を5点,｢やや当てはまる｣を4点,｢どちらとも言えない｣を3点,｢あまり当ては

まらない｣を2点,｢全く当てはまらない｣をl点として,[司答数に掛け合わせ,総計したものを総回答数で割った値

である.
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衣40-2アウ トソーシングを行わない理E壬1(liT小企業)

アウトソーシングを行わない月柚 よく1-⊥うては重る やや_11与てはまる どちらともいえない あまり二_当てはまらない 全く､_L]ては孟らない 総tr}]答数 平均値

成果の帰属が不明確になりやすい 3 4 3 0 1 ll 3.73

先方が愚人隈の努力を払わないおそれがある 1 1 6 2 1 ll 2,91

密を保持できるか心配である 1 4 4 1 1 ll 3.27

先方との脇議や契約の手間と費用がかか りすぎる 2 4 2 3 0 ll 3.45

契約期間中での変更などの柔軟性が失われる 0 6 3 2 0 ll 3.36

社内にある資源 .能力 .人材を活用する方が有利である 2 1 6 2 0 ll 3,27

表40-3アウ トソーシングを行わない理由 (大企農)

アウトソーシングを行わない理山 よく当てはまる やや当ては重る どちらともいえない あまり当てはまらない 全く当てはまらない 総回答数 平均値

戎某の帰属が不明確になりやすい 8 ○ 2 2 1 18 3.94

先方が最大限の努力を払わないおそれがある 1 7 5 4 1 18 3.17

密を保持できるか心配である 5 7 3 3 0 18 3.78

先)Jとの協議や契約の手間と費用がかか りすぎる 0 6 8 3 1 18 3.06

契約期間中での変更などの柔軟性が失われる 0 8 5 4 1 18 3,ll

社内にある資淑 .能力 .人材を活用する方が有利である 5 ○ 7 0 1 18 3.72

表40-4アウ トソーシングを行わない理由 (食品工業)

アウトソーシングを行わない理由 よく当てはまる やや当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない 全く当てはまらない 総回答数 平均値

先見の帰属が不明確になりやすい 1 1 0 0 0 2 4.50

先方が最大限の努力を払わないおそれがある 0 1 0 1 0 2 3,00

密を保持できるか心配である 1 0 0 1 0 2 3.50

先方との協議や契約の手間と費用がかかりすぎる 0 0 2 0 0 2 3.00

契約期間■TTでの変史などの柔軟性が失われる 0 2 0 0 0 2 4.00

土内にある資鯨 .能力 .人材を活用する)1-が有利である 1 l 0 0 0 2 4.50
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表40-5アウトソーシングを行わない理由 (医薬品工業)

成果の帰属が不明確になりやすい 5 4 3 1 1 14 3.79

先方が最大限の努力を払わないおそれがある 2 4 4 3 1 14 3.21

密を保持できるか心配である 2 5 4 2 1 14 3.36

先方との協議や契約の手間と費用がかかりすぎる 0 6 4 4 0 14 3.14

契約期間中での変更などの柔軟性が失われる 0 8 2 4 0 14 3.29

社内にある資振 .能力 .人材を活用する方が有利である 5 3 5 1 0 14 3.86

表40-6アウトソーシングを行わない理由 (化学 Ⅰ二業)

アウトソーシングを行わない理由 よく当てはまる やや当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない 全く当てはまらない 総回答 数 平均値

尤晃の帰属が不明確になりやすい 1 0 0 0 0 1 5.00

先方が最大限の努ノJを払わないおそれがある 0 0 1 0 0 1 3.00

密を保持できるか心配である 0 0 1 0 0 1 3.00

先方との協議や契約の手間と費用がかかりすぎる 0 0 0 1 0 1 2.00

契約期間中での変更などの柔軟椎が失われる 0 0 0 1 0 1 2.00

社内にある資源 .能力 .人材を活用するjjが有利である 0 0 1 0 0 1 3.00

表40-7アウトソーシングを行わない理由 (その他製造業)

アウトソーシングを行わない理由 よく当てはまる やや当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない 全く当てはまらない 総回答数 平均 値

巣の帰属が不明確になりやすい 3 3 1 0 1 8 3.88

先方が最大限の努力を払わないおそれがある 0 1 5 1 1 8 2.75

密を保持できるか心配である 3 4 0 1 0 8 4.13

先方との協議や契約の手間と費用がかかりすぎる 1 3 2 1 1 8 3.25

契約期間中での変更などの柔軟性が失われる 0 2 4 1 1 8 2.88

社内にある資汲 .能力 .人材を活用する方が有利である 0 2 4 1 1 8 2.88
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表 40-8アウトソーシングを行わない群山 (その他)

アウトソーシングを行わない理山 よく当てはまる やや当てはまる どちらともいえない あまり､ljてはまらない 今く可ては重らない 総阿答数 平均値

成果の帰属が不明確になりやすい 1 1 1 1 0 4 3.50

先方が最人限の努力を払わないおそれがある 0 2 1 1 0 4 3.25

裾を保持できるか心配である 0 2 2 0 0 4 3.50

先)jとの協議や契約の手間と費用がかかりすぎる 1 1 2 0 0 4 3.75

契約期間中での変史などの柔軟性が失われる 0 2 2 0 0 4 3.50

社内にある資源 .能力 .人材を満用する方が有利である i 0 3 0 0 4 3.50
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F 海外における研究開発について

以 卜では,軸外における研究開発について,調席結果を磐井する.

41.海外事業拠点の有無

海外に事業拠点(f一会社,孫会札 関連会社,研究所を含む)を持っている,あるいは,r汁L酎丁であるとLnJ答 した企業は,

136社中82社(60%)であった･なお,ここで軸外r終業拠点は,バイオテクノロジーに限定されない･

表 41海外拠一･:､ミの有無

lE~)]答 LE 革__中小企業 大ノた業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

､ー外に事業拠点を持っている. 82 33 48 14 18 13 25 12

または持っていないが計画中である (60.29%) (47.14%) (76.19%)(58.33%)(62.07%)(59,09%) (73.53%) (44.440/o)

､ー外に事業拠点を持っていない 54 37 15 10 ll 9 9 15

し,計画中のものもない (39.71%) (52.86%) (23.81%)(41.67%)(37.93%)(40.91%) (26.47%) (55.55%)

総回答数 136 70 63 24 29 22 34 27

42.海外事業拠点が ｢最初｣に設立された年度

軸外事業拠点が最初に設)'JIされた年度としては,1980年代および 1990年代に入ってからの設立例が多い.

表42 海外事業拠点の設Il/-_年次

殺､li_年度 全企業 中小企業 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

1950年以前 9 1 8 0 4 2 1 2
(12.00%) (3.13%)(18.60%) (0.00%) (25.00%) (14.29%)(4.35%) (20.00%)

1951-1960年 9 2 7 0 0 2 6 1(12.00%)(6.25%)(16.28%) (0.00%) (0.00%)(14,29%) (26.09%)(10.00%)
1961-1970年 13 2 ll 3 2 3 3 2

(17,00%) (6.25%) (25.58%) (25,00%) (12.50%)(21.43%)(13.04%) (20.00%)
1971-1980年 7 2 5 1 2 i 3 0

(9.33%)(6.25%) (ll.63%)(8.33%)(12一50%)(7.14%)(13.04%) (0.00%)

1981-1990年 21 ll 10 2 5 6 6 2
(28.00%) (34.38%) (23.26%) (16.67%) (31.25%) (42.86%) (26,09%) (20.00%)

1991-2000年 16 14 2 6 3 0 4 3
(21.33%) (43.75%) (4.65%) (50.00%) (18.75%) (0.00%) (17,39%) (30.00%)

2001年 0 0 0 0 0 0 0 0
(0,00%) (0,00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%)

総計 75 32 43 12 16 14 23 10
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43.バイオテクノロジー関係の海外拠点の有無

バイオテクノロジ十 消係の侮外拠点のイ了ー無をヰねたところ,84社中32社(38%)が,そのような拠点を有しているとLrTl

答した.

表 43バイオ関係海外拠点の有無

tHー答 全企業 中小企業 人企業 食r与E, 医薬品 化学 その他製造業 その他

持っている.計画中である 32 ll 21 7 ll 4 5 5

(37.64%) (31.43%) (43.75%)(50.00%)(57.89%)(30.76%) (20,00%) (38,46%)

持っていない,計画中のもの 52 24 27 7 8 9 20 8

もない (61.17%) (68.57%) (52.65%) (50.00%)(42.11%)(69,23%) (80.00%) (61.54%)

総【F_11答数 84 35 48 14 19 13 25 13

44.バイオテクノロジー関係の海外拠点を ｢最初｣に設立した年度

バイオテクノロジー関係の海外拠点の設立は,比較的新しく,40%以 ヒが 1990年代以降となっている

表44 バイオ関係海外拠点の設立年次

開始年度 全企業 中小ノた業 人企業 L 竺 一一 医薬Fu 化学 その他製造業 その他

1950年以前 1 1 0 0 1 0 0 0
(3.45%) (10.OO牝) (0.OO牝) (0.00%) (ll,11%) (0.00%) (0.00%) (0.00%)

1951-1960年 0 0 0 0 0 0 0 0
(0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (0.00%)

1961-1970年 2 0 2 1 1 0 0 0
(6.90%) (0.00%) (10.53%) (14.29%) (ll.11%)(0.00%) (0.00%) (0,00%)

1971-1980年 3 0 3 1 1 0 1 0(10.34%)(0.00%)(15.79%)(14.29%)(ll,11%)(0.00%) (20.00%) (0.00%)

1981-1990年 10 1 9 1 3 3 2 1

(34.48%) (10.00%) (47.37%)(14.29%)(33.33%) (100%) (40.00%) (20.00%)

1991-2000年 ll 8 3 4 3 0 1 3
(37.93%) (80.00%) (15.79%) (57.15%) (33.33%) (0.00%) (20.00%) (60.00%)

2001年 2 0 2 0 0 0 1 1

(6一90%) (0.00%) (10.53%) (0.00%) (0.00%) (0.00%) (20,00%) (20.00%)

総計 29 10 19 7 9 3 5 5

45.バイオテクノロジー関係の ｢研究開発｣のための海外拠点の有無

バイオテクノロジー関係の r研究開発｣のための海外拠点を持っているかどうかについて尋ねたところ,22社が持っ

ていると阿答した.なお,｢研究開発のための海外拠点｣は,表43の ｢海外拠点｣に含まれるため,｢研究開発のため

- 95 -



の海外拠点を持っている｣とlf,]答した企業の数は,｢海外拠点を持っている｣とll7]答した企業の数よりも少ない.LnJ答

企業総数が少ないため,表45での ｢持っている｣の比率は表 43での比率を上回るが,表45で阿答していない企業の

ほとんどは研究開発のための海外拠点を ｢持っていない｣と思われ,これを考慮すると ｢持っている｣の比率は表 43

より小さい.

表45バイオテクノロジー研究開発拠点の有無

凹答 _｣ 全企業 中小企業 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

持っている 22 7 15 4 10 2 2 4
(64.70%) (63.63%) (71,42%) (57.14%) (90,90%) (50.00%) (40.00%) (80,00%)

持っていない 10 4 6 3 1 2 3 1
(29.41%) (36.36%) (28.57%) (42.86%) (9.09%) (50.00%) (60.00%) (20.00%)

総計 32 ll 21 7 ll 4 5 5

46.海外にバイオテクノロジー関係の研究開発拠点を設けない理由

海外にバイオテクノロジー関係の研究開発拠点を持っていない企業に対し,その理由を尋ねたところ,｢よく当てはま

る｣と回答した企業が多かったのは,｢海外での研究開発を管邦し,国内でも研究開発との調整をおこなうのに十分な

能力がまだ社内に蓄積されていない｣という理由であった.また,｢国内に集中したjJJが効率的に研究開発できる｣｢生

産や販売もFi本国内に集中しているので,海外で研究開発を行 う必然性がない｣とする国内事業集中型の企業もあっ

た.これに対 して,現地の治安,インフラの整備状況等は,海外研究開発の重要な決定要因とはいえないことも明ら

かとなった.

表46-1海外に研究開発拠点を設けない理山(全企業)

海外に研究開発拠点を設けない理由 よく当てはまる やや当ては重る どちらとも言えない あまり当てはまらない全く当てはまらない 総回答数 平均値

国内に集中した方が効率的に研究開発できる 7 17 20 10 3 57 3.26

現地に有能な研究者がいない,あるいは見つけるのが困難である 3 9 26 12 7 57 2.81

研究を支援するためのサービスを供給する企業がない 1 7 27 13 9 57 2.61

現地のバイオテクノロジー関係の技術レベルは高くない 0 3 21 16 17 57 2.18

研究開発のための現地の環境(電力や通信などのインフラス トラクチャ,治安,政治的不安など)が悪すぎる 0 4 19 20 14 57 2.23

海外で研究開発を行 うのは国内で行 うのに比べて費用が高い 2 17 23 10 5 57 3.02

海外での研究開発を管理し,国内でも研究開発との調整をおこなうのに十分な能力がまだ社内に蓄積されていない 19 22 9 5 2 57 3.89

(注)平均値は,｢よく当てはまる｣を5点,｢やや当てはまる｣を4点,｢どちらとも言えない｣を3点,｢あまり当ては

まらない｣を2点,｢全く当てはまらない｣を1点として,回答数に掛け合わせ,総計したものを総蜘答数で割った値

である.
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表 46-2海外に研究開発拠点を設けない界面(中小企業)

海外に研究開発拠点を設けない理由 よく当てはまる やや当てはまる どちらとも言えない あまり当てはまらない全く当てはまらない 総Lロ]答数 平均悼

国内に集中した方が効率的に研究開発できる 5 5 12 3 0 25 3.48

現地に有能な研究者がいない,あるいは見つけるのが困難である 2 4 16 3 0 25 3.20
研究を支援するためのサー ビスを供給する企業がない 0 3 16 4 2 25 2.80

現地のバイオテクノロジー関係の技術レベルは高くない 0 2 15 つ 3 25 2.64

研究開発のための現地の環境(電力や通信などのインフラス トラクチャ,治安,政治的不安など)が悪すぎる 0 2 13 6 4 25 2.52

海外で研究開発を行うのは国内で行 うのに比べて費用が高い 0 8 ll 〇 1 25 3.04

海外での研究開発を管理し,国内でも研究開発との調薬をおこなうのに十分な能力がまだ社内に蓄積されていなi,ヽ 9 ll 3 1 1 25 4.04

表46-3海外に研究開発拠点を設けない理由 (大企業)

海外に研究開発拠点を設けない理由 よく当てはまる やや当ては蒙る どちらとも言えないあまり当てはまらない全く当てはまらない l総回答数 平均値

国内に集中した方が効率的に研究開発できる 2 12 8 6 3 3131 3.13
現地に有能な研究者がいない,あるいは見つけるのが困難である 1 ⊃ 10 8 7 2.52

研究を支援するためのサー ビスを供給す る企業がない 1 4 10 9 7 31 2.45

現地のバイオテクノロジー関係の技術レベルは高くない 0 1 6 10 14 31 1.81

研究開発のための現地の環境(電力や通信などのインフラストラクチャ,治安,政治的不安など)が悪すぎる 0 2 6 13 10 31 2.00

海外で研究開発を行 うのは国内で行 うのに比べて費用が高い 2 8 12 5 4 31 2.97

海外での研究開発を管理し,国内でも研究開発との調整をおこなうのに十分な能力がまだ社内に蓄積されていない 9 ll 6 4 1 31 3.74
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表 46-4海外に研究開発拠点を設けない兜由 (食品 1二芙)

海外に研究開発拠点を設けない.理 由 よく｢⊥うては重る やや当ては嘉る どちらとも[言えない あまり二l]'てはまらない全くて_[了てはまらない 総阿竿数 ､I'--均値

国内に集[ー'した方が効率的に研究開発できる 2 4 2 1 0 9 3.78

現地に有能な研究者がいない,あるいは見つけるのが附難である 0 1 6 1 1 9 2.78

研究を支援するためのサービスを供給する企業がない 0 1 5 1 1 9 2.44

現地のバイオテクノロジー関係の技術レベルは高くない 0 0 3 4 2 9 2.ll

研究開発のための現地の環境('ai力や通信などのインフラス トラクチャ,治安,政治的不安など)が慈すぎる 0 1 2 4 2 9 2.22

海外で研究開発を行 うのは国内で行 うのに比べて費用が高い 0 4 4 0 1 9 3.22

海外での研究開発を管理 し,国内でも研究開発との調整をおこなうのに 卜分な能jjがまだ引二州 こ蓄積 されていない 2 5 1 0 1 9 3.78

表46-5海外に研究開発拠点を設けない発山 (準薬品 l二業)

海外に研究開発拠点を設けない理由 よく二当てはまる やや当てはまる どちらとも言えないあまり当てはまらない全く当てはまらない 総出答数 平均値

国内に集lt1した方が効率的に研究開発できる 0 2 5 1 0 8 3.13

現地に有能な研究者がいない,あるいは見つけるのが困難である 0 1 3 3 1 8 2.50

研究を支援するためのサービスを供給する企業がない 0 0 4 3 1 8 2.38

現地のバイオテクノロジー関係の技術レベルは高くない 0 0 2 4 2 8 2.00

研究開発のための現地の環境(電力や通信などのインフラス トラクチャ,治安,政治的不安など)が悪すぎる 0 0 2 3 3 8 1.88

海外で研究開発を行 うのは国内で行 うのに比べて費用が高い 0 2 2 3 1 8 2.63

海外での研究開発を管稗 し,国内でも研究開発との調整 3 2 2 1 0 8 3.88をおこなうのに-十分な能力がまだ社内に蓄積されていな

t'ヽ
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表 46-6溢外に研究｢絹発拠点を設けない理由 (化学 工業)

海外に研究開発拠点を設けない月旦山 よく当てはまる ややtljては重る どちらとも,言えない あまり､lうてはまらない今く､_ljてはまらない 総阿答数 平均値

凹内に集中した)jが効率的に研究開発できる 1 4 2 2 1 10 3.20

現地に有能な研究者がいない,あるいは見つけるのが困難である 0 2 4 4 0 10 2,80

研究を支援するためのサービスを供給する企業がない 0 1 6 3 0 10 2.80
草乙地のバイオテクノロジー関係の技術レベルは高くない 0 0 3 4 3 10 2.00

研究開発のための現地の環境(電jJや通信などのインフラス トラクチャ,治安,政治的不安など)が悪すぎる 0 1 2 〇 2 10 2.20

海外で研究開発を行うのは国内で行うのに比べて費用が高い 1 4 3 2 0 10 3,40

海外での研究開発を管裡 し,国内でも研究開発との調整をおこなうのに 卜分な能力がまだ社内に蓄積されていない 4 4 1 1 0 10 4.10

表46-7海外に研究開発拠点を設けない群由 (その他製造業)

軸外に研究開発拠点を設けない.哩山 よく当てはまる やや当てはまる どちらとも言えない あまり当てはまらない全く当てはまらない 総回答数 平均値

国内に集中した方が効率的に研究開発できる 4 6 7 5 1 233,30

現地に有能な研究者がいない,あるいは見つけるのが弼難である 3 4 9 4 3 23 3.00

研究を支援するためのサービスを供給する企業がない 1 3 8 6 5 23 2.52

現地のバイオテクノロジー関係の技術レベルは高くない 0 3 9 4 7 23 2.35

研究開発のための現地の環境(電力や通信などのインフラス トラクチャ,治安,政治的不安など)が悪すぎる 0 2 9 8 4 23 2.39

海外で研究開発を行 うのは国内で行 うのに比べて費用が高い 1 6 ll 4 1 23 3.09

海外での研究開発を管理 し,国内でも研究開発との調整をおこなうのに十分な能力がまだ社内に蓄積されていなi,ヽ 8 9 4 2 0 23 4,00
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表46-8海外に研究開発拠点を設けない理由(その他)

海外に研究開発拠点を設けない理由 よく当てはまる やや当てはまる どちらとも言えない あまり当てはまらない全く当てはまらない 総回答数 平均悼

国内に集中した方が効率的に研究開発できる 0 1 4 1 1 7 2.71

現地に有能な研究者がいない,あるいは見つけるのが困難である 0 1 4 0 2 7 2.57

研究を支援するためのサービスを供給する企業がない 0 2 4 0 1 7 3.00

現地のバイオテクノロジー関係の技術レベルは高くない 0 0 4 0 3 7 2.14

研究開発のための現地の環境(電力や通信などのインフラス トラクチャ,治安,政治的不安など)が悪すぎる 0 0 4 0 3 7 2.14

海外で研究開発を行 うのは国内で行 うのに比べて費用が高 い 0 1 3 1 1 7 2.29

海外での研究開発を管理 し,国内でも研究開発との調整をおこなうのに 卜分な能力がまだ社内に蓄積されていない 2 2 1 1 1 7 3.43

47.海外の研究拠点

海外の研究拠点を,地域別に整稗 したのが,表47である.研究拠点数では,北米,ヨーロッパがほぼ同数であるのに

対し,アジアは少ない.設立年次で見ると,1990年代に入って設立された研究拠点が各地域で目立つ.新規設立 ･買

収の別で整理 した場合には,新規設立が北米,アジアで多いのに対して,ヨーロッパでは,買収を通じた設立も4作

あった.研究者数で見ると,北米では10人未満の拠点が半数を占めるのに対 し,ヨーロッパ,アジアでは,10人以 ヒ

50人未満の研究所が多い.さらに,基礎 ･応用 ･開発の別で整理すると,いずれの地域の研究拠点も応用 ･開発の側

面が強い.なお,基礎,応用,開発研究の定義は以 下の通 りである.

r基礎研究｣:特別な応用,用途を直接に考慮することなく,仮説や理論を形成するため若しくは現象や観察可能な事

実に関して新しい知識を得るために行われる理論的又は実験的研究をいう.

r応用研究｣:基礎研究によって発見された知識を利用して,特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研究及び

既に実用化されている方法に関して新たな応用方法を探索する研究をいう.

｢開発研究J:基礎研究,応用研究及び実際の経験から得た知識の利用であり,新しい材料,装置,製品,システム,
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表47海外の研究拠点 (全企業)

北米 ヨーロッパ アジア 計

研究拠点を持つ企業の数 12 9 3 24

研究拠点の数 15 13 5 33

設立年

1950年以前 0 0 0 0
1951-1960年 0 0 0 0
1961-1970年 0 0 0 0

1971-1980年 1 0 0 1

1981-1990年 4 4 0 8

1991-2000年 8 7 ⊃ 20

2001年 0 0 0 0

新規設立 .日収の別

新規設立 ll 6 4 21

買収 3 4 1 8

研究者数10人未満 5 3 0 810人以上50人未満 4 〇 4 13

50人以上100人夫溝 1 2 0 3

100人以上 1 1 0 2

基礎 .応用 .開発の別

基礎 4 3 1 8

応用 6 6 3 15

開発 9 8 2 19
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48.研究拠点を設けた理由 :地域削

(1)北米の研究拠点

北米に研究拠点を設けた理由として.以 下の8つの中から最も､Ljてはまるものを巌人3つLrTl答してもらったところ,｢現

地の入学 ･研究所 ･他命業から情報が得やすい｣という群由が最も多く,次いで,優秀な研究者の存在,現地rFITJげの

製晶開発の必要M三,が挙げられた.

哀48-1北米に研究拠点を設けた増山

理由 仁 一 中小企実 大企業 食品 医薬品 化''7: その他製造業 その他

優秀な研究者が得られる 7 0 7 l 2 1 1 1

現地の大学 .研究所 .他企業から情報が得やすい 12 2 10 1 6 2 2 1

現地向けの製晶を開発する必要がある 6 1 5 0 3 1 2 0

現地年産を支援するために必要である 3 2 1 1 1 0 1 0

販売精勤のサポー トをする必要がある 3 1 2 1 0 1 0 1

現地政府からの優遇措置がある 0 0 0 0 0 0 0 0

北米には研究拠点がない 3 1 2 0 2 0 0 1
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(2)ヨーロッパの研究拠点

ヨーロッパに研究拠点を設けた坪山としても,北米rF'-]様に ｢現地の入学 .研究所 ･他企業から情報が得やすい｣とい

う興り｣が巌も多く,次いで,俊秀な研究者の存在,現地向けの製LiL開発の必要性,が挙げられた.

表4812ヨーロッパに研究拠点を設けた鞘内

理山 L旦 空軍｣ 中小企業 人企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

優秀な研究者が得られる 6 2 4 0 2 1 2 1

現地の大学 .研究所 .他企業から情報が得やすい 8 3 5 1 3 1 2 1

現地向けの製品を開発する必要がある 4 1 3 0 3 0 1 0

現地/t席を支援するために必要である 2 2 0 1 1 0 0 0

販売精勤のサポー トをする必要がある 3 1 2 1 i 1 0 0

現地政府からの優遇措置がある 1 1 0 0 1 0 0 0

ヨーロッパには研究拠点がない 3 1 2 0 2 0 0 1
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(3)アジアの研究拠点

アジアに研究拠点を設けている事例は非常に少ないため,調査結兄の信頼性は乏しいが,回答結果は衷48-3のように

整理される.

衷48-3アジアに研究拠点を設けた理由

二理由 全企業 中小企農 大企業 食品 医薬品 化学 その他製造業 その他

優秀な研究者が狩られる 3 0 3 2 0 0 1 0

現地の大学 .研究所 ー他企業から情報が得やすい 1 0 1 1 0 0 0 0

現地向けの製品を開発する必要がある 1 0 1 1 0 0 0 0

現地生産を支援するために必要である 2 0 2 0 0 0 1 1

販売活動のサポー トをする必要がある 1 0 1 0 0 0 1 0

現地政府からの優遇措置がある 1 0 1 0 0 0 0 1

アジアには研究拠点がない 2 0 2 0 1 1 0 0

49.海外研究拠点の将来的な比重

長期的な目標として,日本国内の研究開発を 100とした場合,将来的に(2010年頃),海外研究拠点の比重はどの程度

になると考えているか,という問いに対する回答は,表49-1および表49-2のような結果となった.半数以上の企業は,

海外拠点の比重を0%としている.-一方で,3割強の企業は10%以 Lとしており,国内集中型と海外展開型に2分する

傾向にある.
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表 49-1基本統計flを(%)

全企業 中小企濃 人企業 食品 医薬品 化学 その他製造農 その他

平均 16.37 16.60 16.10 7.90 40.86 13.61 ll,96 8.04

最小値 0 0 0 0 0 0 0 0

最大値 500 500 115 50 500 50 65 50

中間値 0 0 10 0 5 10 5 0

回答数 116 58 55 21 23 18 29 25

表 49-2海外拠点の将来的な比丘

全企業 中小企業 大企業 食LEh 医索晶 化､̀YI その他製造業 その他

1%未満 63 37 24 13 10 8 13 19
(54,31%) (63.79%)(43,64%)(61.90%)(43.48%) (44-44%) (44.83%) (76.00%)

1%以上 10%未満 16 6 10 3 4 3 6 0
(13.79%)(10.34%)(18.18%)(14.29%) (17,39%) (16,67%)(20.69%) (0.00%)

10%以上30%未満 261214 4 4 6 8 4
(22.41%)(20.69%)(25.54%)(19,05%)(17,39%) (33.33%) (27.59%) (16.00%)

30%以上 50%未満 7 1 5 1 2 1 1 2
(6.03%) (1.72%) (9.09%) (4.76%) (8.70%) (5 .56%) (3.45%) (8.00%)

50%以上70%未満 1 1 0 0 0 0 1 0
(0,86%) (1.72%)(0.00%)(0一00%) (0.00%) (0.00%) (3.45%) (0.00%)

70%以上100%未満 1 0 1 0 1 0 0 0

(0.86%) (0.00%) (1.82%) (0.00%) (435%) (0.00%) (0.00%) (0一00%)

100%以上 2 1 1 0 2 0 0 0
(1.72%) (1.72%) (1.82%) (0,00%) (8.70%) (0.00%) (0.00%) (0.00%)

計 116 50 55 21 23 18 29 25
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調査票



｢バイオテクノロジー研究開発と企業の境界調査｣をご記入いただくにあたって

文部科学省 科学技術政策研究所 第 1研究グループ

情報分析課

◇バイオテクノロジー研究開発と企業の境界に関わる様々な事項をお聞きすることにより､わが国のバイオテクノロジー関

連産業の実態と特性,将来像について検討することを目的とするものです｡ 何卒､趣旨をご理解の上､ご協力下さいま

すようお願い申しあげますO

◇ご回答いただきました企業の方には､当調査の結果概要(速報版)を､後日送付させていただきます｡

調査結果は当研究所の調査レポート作成日的のみに使用し､その他の目的に使われることはありません｡また､ご回

答の内容は全て統計的に処理されますので､個別情報が公開されることは一切ありません

ご回答の期限

◇ご記入頂きました回答用紙は同封の返送用封筒にて､平成14年2月 19日必着にて ､ご投函下さいますようお願い申
しあげますO(ご都合で期限が過ぎた場合でもご返送下さい｡)

ご回答いただく方

◇宛先の方が人事異動等でおいでにならない場合や他に適任の部署･担当者がいらっしゃる場合､お手数ですが当調

査表をその方までご回送下さいO

当調査についてのお問合せ

◇当アンケートの回収は､下記に委託しております｡ご不明の点やお問合せ等ございましたら下記担当までご連絡下さ

い｡

〒100-8041東京都千代田区大手町2-3-6三菱総研ビル内

｢バイオテクノロジー研究開発と企業の境界｣及び

｢バイオテクノロジー分野における技術貿易の実態｣アンケート係り

TEL:03-3277-0770/FAX:031327713480

以降の質問については､本質問票に回答を記入し､返送してください｡

質問A 御社のバイオテクノロジー 関係の事業について伺います

1. 現在､バイオテクノロジー関係の事業を行っていますかoどちらかに一方に○をつけてくださいOなお､｢バイオテクノロジ

ー関係｣の定義を以下に示します｡

a.はい b.いいえ

.了 ‥ ~ ~＼
質問2へお進み下さい｡ これで質問は終わりですo御協力ありがとうございましたo

《バイオテクノロジー関係》

バイオテクノロジーとは｢生物の機能を利用あるいは模倣することにより工業的に応用することを目指す技術｣を幅広く指

すものと考えており､これにバイオテクノロジー研究開発および事業を支援する分野を含め､ここではバイオテクノロジー
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2･ 御社の｢バイオテクノロジー関係｣の定義は､前記の定義と異なりますか｡いずれかに○をつけてください｡

上記の定義より a.狭い b.広い C.ほぼ同じであるQ

~~ ~i∴~-~-7 -
御社での定義をご記入くださいO

(

質問B 売上高･研究開発費などについて伺います

3. 御社の 2000年度の売上高(単独決算の値)のうち､バイオテクノロジー関係と考えられている分野の売上高はいくらです

か｡もし､明確な数字が集計されていない場合は､全売上高のおおむね何%とお答えください｡

万円､又は､おおむね

4. 第2項でバイオテクノロジー関係としてあげられた売上は以下のどの事業からのものでしょうか(複数にまたがる場合は､そ

のすべてに○をおつけください).なお､以下での区分はおおむね日経BP社｢日経バイオ年鑑｣に従っていますO

a.農業(農薬を含む) b.畜産(動物治療薬･診断薬を含む) C.水産(水産薬を含む)

a.食品加工･飲料品 e.医薬品 f,診断薬

g.トイレタリー･化粧品 h.化成品

i.バイオエレクトロニクス･バイオエンジニアリング j.環境･バイオマス

k.バイオサービス 1.研究支援 (DNAチップや解析装置などの製造を含む)

m.その他機械 n.その他(

5. 御社のバイオテクノロジー関係の特許保有数を､下記に示す地域ごとにご記入下さい｡

6. 御社の2000年度におけるバイオテクノロジー関係の特許申請数を､申請した地域別に御記入くださいO

国内 北米 ヨーロッパ アジア その他の地域

7. 御社の2000年度における､バイオテクノロジー関係の特許によるライセンス収入の総額を御記入ください｡

8. 御社の2000年度における､バイオテクノロジー関係の特許使用料による支出総額を御記入ください｡

9. 御社のバイオテクノロジー関係の技術をもとに開発した製品の､2000年度における海外-の輸出総額を御記入ください｡

質問7.でお答えいただいたライセンス収入を含みます｡

10･ 御社の2000年度における全研究開発費をお答えください｡
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11 そのうち､御社の 2000年度におけるバイオテクノロジー関係の研究開発費はいくらですか｡もし､明確な数字が集計され

ていない場合は､全研究開発費のおおむね何%とお答えくださいO

万円､又は､おおむね

12. 前項でお答えいただいた研究開発費の出所を御記入くださいOおおよその割合で結構です｡

13. 前項でお答えいただいた研究開発費に占める人件費の割合をご記入ください｡おおよその割合で結構です｡

14. 御社でバイオテクノロジー関係の研究開発を始められたのは何年ですか｡

15. 御社ではバイオテクノロジーを以下のどの目的でお使いですか(複数にまたがる場合は､そのすべてに○をおつけくださ

い)0

a.基礎的(探索的)研究開発 b.製品開発 Cノ1イオ関連情報の生産･提供

d.バイオ関連機器の開発･製造 e.バイオ技術による製品生産 f.バイオ関連サービス受託

g.その他(

16. 以下にあげるバイオテクノロジー基幹技術(詳細は別紙-1)のうち､御社で利用あるいは研究されているものがあれば,○

をおつけください(複数にまたがる場合は､そのすべてに○をおつけください

a.遺伝子組み換え技術 b.遺伝子解析技術 C.発生工学技術

a.蛋白工学技術 e.糖鎖工学技術 fノ1イオ･インフォマテイクス

g.その他(

質問C バイオテクノロジー関係の研究開発に関わる人材についてお伺いします｡

17. 現在､御社ではバイオテクノロジー関係の研究開発を行っていますかOどちらかに一方に○をつけてください.

a.行っている b.行っていない

▲.丁 ‥ …~~~＼＼＼＼､▲~
質問18へお進み下さいo 質問Dへお進み下さい｡

18. 現在､御社のバイオテクノロジー関係の研究開発業務に従事している人数を､以下の職種別にお答えください｡一人が複

数の職種を兼務している場合には､主たる業務を優先させてください｡｢その他｣に人数を御記入いただいた場合は､該当

する職種を表の下の()欄に御記入ください00人の場合は､0と御記入くださいO
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19 現在､御社が進めるバイオテクノロジー関係の研究開発のプロジェクト数について､下記の分野別にお答えください｡

i基礎的研究 i開発 新製品開発 卜蒜芸 慧供 バイオ関連機器開発.製造 バイオ技術 一による製 品生産 ≡バイオ関連?∃ サービス

Fプロジェクト数 件 作 件 葛】 秤 件 件

20. 上記要員確保において､以下の採用手段について該当するものに○をつけてください｡

中途採用(公募) 中途採用(-ツドハンティング) 買収

プロジェクト管理職 有 .無 有 .無 有 .無

研究者(研究補助含む) 有 .無 有 .無 有 .無

技能者 有 .無 有 .無 有 .無

知的財産管理者 有 .無 有 .無 有 .無

(※これまでに培った人脈などを通じて製品･開発情報などのコーディネートを行う要員)

21. ｢中途採用｣を実施されている場合､採用された方の元の勤務先のうち､当てはまるものに○をつけてください(複数回答可)｡

a.大学(国内) b.国公立研究所(国内) C.民間企業(国内)

d大学(沌妄外) C.同//ltキ石井窄戸斤(海外〕 f.I蔓闇/分掌(手伝外〕

22. 御社における人材の充足状況についてお伺いします｡以下の職種のうち､人材が

不足または充足度合いに応じて1-3の該当箇所に○をつけてください｡

(1)プロジェクト管理

(2)研究者(研究補助含む)

(3)技能者

(4)知的財産管理者

1.･1･pl不足
し
て
い
る

やや 不
足
し
て
い
る

充
足
し

て

い

る

1------2-----3

1-- - --2 --I---3

1------ 12 -- ----13

1-I- ----2 -I----3

23. 今後バイオテクノロジー関連の人材を増やす場合､どのような形での増員を重視していますか｡重要なものを3つまで○を

つけてください(複数回答可)｡

亘 新卒採用 b.中途採用 C･派遣等一時雇用 d･出向受け入れ
ie.社内配置転換 f.買収(M&A) だ.増員の予定はない

24. 御社のバイオテクノロジー研究員の専門性育成方針についてお伺いします｡

御社では､下記による人材の育成を今後どのように進めるつもりですか｡

1から5のうち最も当てはまるものに○をつけてください｡

(1)海外留学

(2)国内留学

(3)共同研究等による研究交流

(4)社内外での研修

あ
る
程
度
行
う

積
極
的
に
行
-

し

ち
っ
と

ち

い

え

な

い 行

わ

な

い

あ
ま

り
行

わ
な

い

ト ー一一一一一一2 --------3---日一一4-------5

1- --I---2 - I---3----4-----5

1--------2 --------3-------4- -----日5

25. 今後､バイオテクノロジー分野での人材の流動化は進むと思われますかO該当するものに○をつけてください｡

a.思う b.思わない C.わからない
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質問D 他企業や大学との技術導入や研究提携などについて伺います

御社がバイオテクノロジー関係において実施されている技術導入または研究提携 (研究委託または共同研究)について､

お伺いします｡なお､技術導入または研究提携は､以下の4つのタイプに区分します｡

《導入･提携タイプ》

｢販売向け技術導入｣:研究(の全体あるいはその主要部分)が終了しており､その成果(特許化された技術､あるい

は特許化されていないが､何らかの形で専有化されている技術)を導入するもので､導入され

た技術について商品化のための開発もほぼ完了しており､導入後に研究開発費を投じる必

要はほとんどなく､直ちに生産･販売に応用できるもの｡

｢開発向け技術導入｣:上記と同様に導入された技術について､商品化のための開発は完了しておらず､生産･販売

｢研究委託｣:

｢共同研究｣:

に移行するためには､導入後に御社で研究開発費を投じる必要があるもの｡

研究および開発(の全体あるいはその主要部分)が開始される以前の段階で契約を結ぶもの

で､研究開発は受託先が中心となっておこなうもの｡

研究および開発(の全体あるいはその主要部分)が開始される以前の段階で契約を結ぶもの

で､全参加企業が原則として対等に共同研究するもの(御社も研究費や研究員派遣などを分

担する)ただし､参加企業が少数のものに限ることとし､ファルマ SNPコンソーシアムのように

多数企業が参加するコンソーシアムや､国からの補助金･出資金が中心となるナショナル･プ

ロジェクトは除外するものとするo

26. 御社は､現在バイオテクノロジー関係において､技術導入または研究提携を実施していますか｡どちらかに一方に○をつ

けてください｡

a.実施している b.実施していない

芦壱i ii iiiiiiig
質問27にお進みくださいO 質問30にお進みくださいO

27. 以下に示す導入または提携先および上記に示したタイプ別に､次ページの表に現時点での実施件数をご記入ください｡

《導入または提携先分類》 (｢ベンチャー企業｣以外の導入または提携先分類については､総務省｢科学技術研究

調査｣で2002年調査より用いられることが決まっている分類に従います)

｢ベンチャー企業｣:歴史的に新しく(おおむね創業後20年以内)､小規模で(おおむね従業員数100名以下)､技術

志向である企業を指すものとする｡

｢非営利団体｣: 科学技術に関する試験研究または調査研究を主たる業務としている営利を目的としない法人

(例 財団法人､医療法人)

｢公的機関｣: 科学技術に関する試験研究または調査研究を目的とする国の機関または地方公共団体の施

設､独立行政法人および特殊法人 (例 国公立研究所､理化学研究所､産業総合研究所)

大学等｣: 大学の学部､および､学部以外の教育研究上の基本となる組織､大学付置研究所その他の研究

施設､大学院の研究科､短期大学､高等専門学校､大学共同利用機関､大学入試センター､学

位享受与機構および国立学校財務センター
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導入又は 提携先 提携タイプ 販売向け技 開発向け技術 研究委託 共同研究相手先の分類 術導入 導入

国内 ベンチャー企業 件 潅 ≡件 ≡件

ヘ小ンチャー以外の企業 件 午 件 件

非営利団体 件 午 件 秤

公的機関 件 午 件 件

大学等 件 午 件 件

その他 件 午 件 件

北米 ベンチャー企業 件 午 件 件

ヘ'tンチャー以外の企業 件 午 件 件

非営利団体 件 午 件 件

公 的機 関 件 午 件 件

大学等 件 午 件 件

その他 件 午 件 件

ベンチャー企業 件 午 件 件

ヨ ヘ寸ンチャー以外の企業 件 件 件 秤

非 営 利 団 体 件 午 秤 件

ツ 公的機関 件 午 件 件

ノヾ 大学等 宿 件 件 件

その他 件 午 件 件

ベンチャー企業 件 午 件 件

アジア ヘ～ンチャー以外の企業 件 午 件 件

非 営 利 団 体 件 件 件 件

公的 機関 件 汁 件 件

大学等 件 件 存 件

その他 件 件 件 件

その他 ベンチャー企業 件 件 件 件

ヘ†ンチャー以外の企業 件 件 件 件

非営利団体 件 件 件 秤

公的機関 件 件 件 件

大学等 件 件 件 件

その他 件 件 件 件

28. 前項でお答えいただいた研究委託及び共同研究についてお伺し､します(これら堅塁提携を行っ地 質間30

-お進み下さい)｡研究成果は研究委託については｢御社｣-の帰属､共同研究については｢共同｣での帰属が通常だと

考えております｡これ以外として以下のケースがあれば､該当する欄に件数をご記入ください｡

提携タイプ 提携先分類 成果の帰属 件数

1 研究委託 企業(ベンチャー企業を含む) 相手先 件

2 研究委託 企業(ベンチャー企業を含む) 共同 件

3 研究委託 非営利団体､公的機関､大学等 相手先 件

4 研究委託 非営利団体､公的機関､大学等 共同 件

5 共同研究 企業(ベンチャー企業を含む) 御社 件

6 共同研究 企業(ベンチャー企業を含む) 相手先 件

7 共同研究 非営利団体､公的機関､大学等 御社 件

8 共同研究 非営利団体､公的機関､大学等 相手先 件
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29. 研究開発を社内で単独でおこなうのではなく研究提携を実施される理由とし

て､以下のそれぞれにつき､当てはまる度合いをお答えくださいo

(1)先方の持っ装置など資本設備を利用できるから

(2)先方の持っ知的財産権を利用できるから

(3)先方の持っ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知識･能力を ･

利用できるから

(4)先方の持っ技術的以外の能力(例:販売力､経営能力)を利用で ･

きるから

(5)提携したほうが研究成果が早く得られるから

(6)提携したほうが研究開発を低コストで行うことが出来るから

(7)その研究が御社業務のカルチャーと合わないから

(8)規制などのため､その研究を社内で実施することが困難であるから

(9)失敗したときのリスクを先方と共有できるから

(10)先件方との関係を維持することにより､依頼した業務以外について ･

も情報や便宜を得られることが期待されるから
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1----日2------3------4------5

トー一一一一2-----3------4------5

1--I---2-----3-----4------5

1---I-21--131--14-I-I-5

1----I-2-----3-----4------5

1-----2--1--3----14--I---5

1-----2-----3-I---4-----5

1----21----13-I---4-I-I--5

30. 研究提携についてお伺いします｡社外と提携することは可能で､そうできる相手もいると思われるが､むしろ社内でおこな

った方が有利と判断されている研究テーマがありますか｡どちらかに一方に○をつけてください｡

a.ある

▲7,-'
質問31にお進みください｡

31. 前項で｢ある｣とお答えになった場合､その理由として､以下の

それぞれにつき､当てはまる度合いをお答えください｡

(1)成果の帰属が不明確になりやすい

(2)先方が最大限の努力を払わないおそれがある

(3)機密を保持できるか心配である

(4)先方との協議や契約の手間と費用がかかりすぎる

(5)契約期間中での変更などの柔軟性が失われる

(6)社内にある資源･能力･人材を活用する方が有利である

(7)当該研究や当該事業のための人材や能力を社内で養成し

たい

質問E アウトソーシングについてお伺いします

b.ない

~~~~'･▲
質問Eにお進みください｡
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御社がバイオテクノロジー分野においておこなっておられる研究開発関連業務のアウトソーシングについて､お伺いしますO

《アウトソーシングとは》

アウトソーシングとは､研究開発関連における定型的業務の外注であり､業務内容は契約書に明記され､成果は発注

者に帰属するものを指します｡原則として､標準的な研究機器･資材･試料の購入は物品購入であり､アウトソーシング

には含まれないものとします｡ただし､購入品が発注者の仕様にしたがい特注で､発注者の仕様に合わせるための開

発･設計費用が購入費用の大きな部分を占めるような場合にはアウトソーシングと見なされます｡
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さい｡

a.はい b.いいえ

/ ア ~~ ~~-てこ二
質問33にお進みく 質問Fにお進みくだ さ い ｡

33. 御社のバイオテクノロジー関係研究開発費のうち､アウトソーシングのための支払いはおおむね何o/.に当たりますか｡なお､

医薬品の開発に携わっておられる場合には､バイオテクノロジー関係全研究開発費に占める比率に加え､(ア)臨床試験

と(イ)臨床試験以外(探索､前臨床など)に分けたときの比率についてもお答えください｡

(1)医薬品の研究開発の場合

%うち (ア)臨床試験
(2)医薬品以外の研究開発の場合

% (イ)臨床試験以外

34. 以下にあげる業務のうち､アウトソーシングされているものすべてに○をおつけくださし

a.特注機器設計製作 b.特注原材料･試料(例 ノックアウトマウス)供給

C.試作品製造 d.データベース検索

∫.ゲノム(遺伝子･DNA･タンパク質等含む)解析

h.物性分析 i.安定性試験

k.動物実験 1.治験(臨床試験)
n.報告書･申請書類作成 O.ソフトウェア･システム設計および開発

p.その他(

35. 社内でおこなうのではなくアウトソーシングされる理由として､以下

のそれぞれにつき､当てはまる度合いをお答えください｡

なお､ここではアウトソーシング一般についてお考えください｡

(1)先方の持つ装置など資本設備を利用できる

(2)先方の持っ知的財産権を利用できる

(3)先方の持っ(知的財産権化されたもの以外の)技術的知

識･能力を利用できる

(4)先方の持っ技術的以外の能力(例:販売力､経営能力)

を利用できる

(5)必要な労働力が社内において不足している

(6)低コスト化ができる

(7)業務のスピードアップができる

(8)その業務や研究が御社業務のカルチャーと合わない

(9)業務が不要になったときに契約解除が容易

(10)先方と関係を維持することにより､依頼した業務以外につ

いても情報や便宜を得られることが期待される

ー114-

e,データ入力･加工

g.DNAチップ製作

j.薬理･活性試験

m .前記f以外の統計解析
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36･ バイオテクノロジー関係のアウトソーシングを 3年以上継続的発注している企業が現在ありますか｡どちらかに -一方に○を

つけてください｡

a.はい b.いいえ

▲7.~ ｢ ゝ
質問37にお進みください｡ 質問39にお進みください｡

37. 御社が利用されているアウトソーシング先企業のうち､3年以上にわたり継続的に利用されている企業-の支払金額は､

2000年度の全アウトソーシング費用のうち何%程度でしょうか｡

38. 前項にあげられた､継続的に利用されているアウトソーシング先企業より何%ぐらい低い価格を提示する競合企業が出て

くれば､アウトソーシング先企業の変更を検討されますか｡以下のうちいずれかに○をおつけください｡なお､業務の納期

や質には差がないものといたします｡

a.0-5% b.5110% C.10-20% d.20-30% e.30-50% f.50%以上 g.検討しない

39･ 社外にアウトソーシングすることは可能であるが､むしろ社内でおこなった方が有利と判断されている研究業務がありますかO

どちらかに一方に○をつけてください｡

a.ある b.ない
▲-7 ~ ~＼-､二､▲

質問40にお進みください. 質問Fにお進みくださいO

40. 前項に｢ある｣とお答えになった場合､その理由として､以下のそれ

ぞれにつき当てはまる度合いをお答えください｡

(1)成果の帰属が不明確になりやすい

(2)先方が最大限の努力を払わないおそれがある

(3)機密を保持できるか心配である

(4)先方との協議や契約の手間と費用が大きすぎる

(5)契約期間中での変更などの柔軟性が失われる

(6)社内にある資源･能力･人材を活用する方が有利である

(7)当該研究や当該事業のための人材や能力を社内に養成し ･

たい

質問F 海外における研究開発について伺います
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41. 御社は､バイオテクノロジー関係に限らず､海外事業のための拠点(子会社､孫会社､関連会社,研究所を含む)をお持

ちですか｡または､現在具体的に設立計画が進んでいるものがありますか｡どちらかに一方に○をつけてください｡

a.持っている､または持っていないが計画中である｡ b.持っていないし､計画中のものもない

質問42にお進みください｡ 質問49にお進みください｡

42. バイオテクノロジー関係に限らず全事業について､御社が海外事業のための拠点を最初に設立されたのは何年ですかO

現在は持っていない計画中の拠点がある場合につきましては､設立予定年をお答えください｡

全事業についての最初の海外拠点
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43. バイオテクノロジー関係につL,･て､海外拠点(子会社､孫会社､関連会社､研究所･その他何らかの研究施設を含む)をお

持ちですかoまたは､現在具体的に設立計画が進んでいるものがありますかoどちらかに一方に○をつけてくださいo

a.持っている､または計画中である｡ b.持っていない､または計画中のものもない

質問44にお進みください｡ 質問46にお進みください｡

44. 御社がバイオテクノロジー関係の海外拠点を最初に設立されたのは何年ですか｡計画中の拠点につきましては､設立予

定年をお答えください｡

バイオテクノロジー関係事業についての最初の海外拠点

45. 御社は､バイオテクノロジー関係の研究開発のための海外拠点を現在お持ちですか｡どちらかに一方に○をつけてくださ

い｡

a.持っている b.持っていない

▲::77 ~ ~一､二､二

質問47にお進みください｡

46. 海外にバイオテクノロジー関係の研究開発拠点を設けていない理由

として､以下のそれぞれにつき当てはまる度合いをお答えください｡

(1)国内に集中した方が効率的に研究開発できる

(2)現地に有能な研究者がいない､あるいは見つけるのが困難であ
る

(3)研究を支援するためのサービスを供給する企業がない

(4)現地のバイオテクノロジー関係の技術レベルは高くない

(5)研究開発のための現地の環境(電力や通信などのインフラストラ

クチャ､治安､政治的不安など)が悪すぎる

(6)海外で研究開発をおこなうのは国内でおこなうのに比べ費用が
高い

(7)海外での研究開発を管理し､国内での研究開発との調整をおこ

なうのに十分な能力がまだ社内に蓄積されていない

(8)生産や販売も日本国内に集中しているので､海外で研究開発を

おこなう必然性がない

(1)～(8)をお答えいただきましたら､質問49にお進みください｡

質問46にお進みくださし

全
-

当
て

は

ま

ら

な

い

あ
ま

uリ

当
て

は

ま

ら

な

い

ど
ち

ら

と

も

い

え

な

や

や

当
て

は
ま

る

よ

-

当
て

は

ま

る

1-I---2------3-----14-----5

1-----2----3----4---5

1---I-2-I--3----円4---5

1------2------3------4------5

1------2-----3------4------5

1---12--I--3---4-I--5

1----2----3---I-41----5

1---2---3--I---4--1--5

質問49-

47. 御社が海外に設けられているバイオテクノロジー関係の研究開発のための拠点(子会社､孫会社､関連会社､研究所､そ

の他何らかの研究施設を含む)のすべてにつき､所在国､設立年(買収により取得した拠点については買収年)､新規設

立か買収かの別､研究者(兼務者､補助者を含み､研究事務に従事するものを除く)の数､基礎研究･応用研究･開発研

究の別を､以下にご記入ください｡なお､基礎研究･応用研究･開発研究の別については､以下に記す総務省科学技術

研究調査の定義に従ってください｡

｢基礎研究｣:特別な応用,用途を直接に考慮することなく,仮説や理論を形成するため若しくは現象や観察可能な

事実に関して新しい知識を得るために行われる理論的又は実験的研究をいう｡

｢応用研究｣:基礎研究によって発見された知識を利用して,特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研究

及び既に実用化されている方法に関して新たな応用方法を探索する研究をいう｡

｢開発研究｣:基礎研究,応用研究及び実際の経験から得た知識の利用であり,新しい材料,装置,製品,システム,

工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究をいう｡
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l! 所在国名 設立年 新規設立. 研究者数 基礎.応用.開発の別(該当するも
(西暦) 買収の別 のすべてに○をつけてください)

1 午 a.新規 b.買収 ≡人 a.基礎 b.応用 C.開発

ニ 午 a,新規 b.買収 人 a.基礎 b,応用 C.開発

3 午 a.新規 b.買収 人 a.基礎 b.応用 C.開発

4 午 a.新規 b.買収 人 a.基礎 b.応用 C.開発

5 午 a.新規 b.買収 人 a.基礎 b.応用 C.開発

6 午 a.新規 b.買収 人 a.基礎 b.応用 C.開発

7 午 a.新規 b.買収 人 a.基礎 b.応用 C.開発

48. 上記の研究拠点の所在地を北米･ヨーロッパ･アジアに分け､所在地別に､研究拠点を設けた理由のうち､もっとも当ては

まるものに最大3つ○をっけてください｡

(1)北米

a.優秀な研究者が得られる

C.現地向けの製品を開発する必要がある

e.販売活動のサポートをする必要がある

g.北米には研究拠点がない

(2)ヨーロッパ

b.現地の大学･研究所･他企業から研究情報を得やすい

d.現地生産を支援するために必要である

f.現地政府からの優遇措置がある

h.拠点はあるが､前記のいずれの理由にも該当しない

a.優秀な研究者が得られる

C.現地向けの製品を開発する必要がある

e.販売活動のサポートをする必要がある

g.ヨーロッパには研究拠点がない

(3)アジア

a.優秀な研究者が得られる

C.現地向けの製品を開発する必要がある

e.販売活動のサポートをする必要がある

g.アジアには研究拠点がない

b.現地の大学･研究所･他企業から研究情報を得やすい

a.現地生産を支援するために必要である

f.現地政府からの優遇措置がある

h.拠点はあるが､前記のいずれの理由にも該当しない

b.現地の大学･研究所･他企業から研究情報を得やすい

d.現地生産を支援するために必要である

f.現地政府からの優遇措置がある

h.拠点はあるが､前記のいずれの理由にも該当しない

49. 長期的な(おおむね 2010年頃の)目標として､御社の日本国内での研究開発を100とすると､海外研究開発の比重はど

の程度になるものとお考えですかO現在､バイオテクノロジー関係の海外拠点を持っていない場合でも今後持ちたいと考

えている場合は､目標値をお答えください｡今後も海外拠点をもつつもりがない場合は､｢0｣とお答えください｡

以上で質問は終わりです｡御協力ありがとうございました｡
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調査概要

本調査は,わが国のバイオテクノロジー関連産濃を対象に,研究開発における企業の境界-どこまでを自社内で行

い,どこから先を外部機関に委ねるのか一についての実態を明らかにし,また,その決定安閑を探ることを主目的と

している.同時に,木調塵では,わが国のバイオテクノロジー関連企業に関する実態把握を行 うことをも目指してい

る.

調査の結果,下記のような特徴を見出すことがLlH来た.なお,バイオテクノロジー事業を行っていると[口1答した企

業は146社と,普遍的な特徴を抽出するには,必ずしも卜分ではなかったことは付記しておく.

凹答企業の2000年度における売 ヒ高(単独決算値)は,その企業の半数が,100億Fl]以上l′000億円未満に分布 してい

る.また,バイオ関連事業の売上高は,1億llj未満の企業が全体の 32%を占めている.LrTJ答企業の研究開発の実態を

観察すると,研究開発費が1億円以上50億円未満の企業が全体の45%を占める.研究開発集約度で示すと,10%未満

の企業が全体の 8割を占めている.また,研究費に占めるバイオ研究の比率は,10%未満の企業が全体の半数を占め

ている.

外部機関からの技術導入,あるいは,外部機関との研究提携について概観すると,LrTJ答允業 137社中,97社がこれ

らの活動を行っていた.技術の導入先としては,北米のベンチャー以外の企業からの導入が最も多く,また,研究提

携先としては,国内の大学等が大きな部分を占めている.また,研究開発業務のアウトソーシングについては,136

社中48社が実施していると回答している.なお,研究提携を行 う理由として鼻も多かったのは,提携先の保有する技

術知識,能力の油用,という理由であった.アウトソーシングを行 う理由としても,同じ理由が多くの企業に支持さ

れた｡逆に,研究提携 ･アウトソーシングの障害について尋ねたところ,成果の帰属が不明確になる,とする理山が

最も多かった.

最後に,海外研究開発について尋ねたところ,136社[1782社は海外の事業拠点は有しているが,研究拠点を有して

いる企業は,22杜と少なかった｡海外に研究拠点を設けない理山を調べたところ,海外での研究開発を管理する能力

が現時点では十分ではない,とする理由が最も多かった.
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BiotechnologyR&t)andthetloundariesoftheFirm:

ResllltsfromaSurveyStudyonR&DAlliance,TechnologyAcquisition′OutsourCing′andOverseasR&D

ByHlrOyukiOdagiri,TadahisaKoga,andKentaNakamura

Abstract

Firmsundertakediverseactivities.Whichofthemshouldbecarriedoutwithinthefirmandwhichshouldbe

procuredfromoutsidesuppliersorcontractors′Orshouldbemadeincollaborationwithoutsideplayers′arecritical

strategicissuestothefirm′definingtheboundaryofthejlrm･Moreandmore′theseissueshavebecomecriticalin

relationnotjusttoprocurementofpartsandmaterialbutalsotoR&D･ThispaperinvestigatestheR&Dboundaries

ofthefirmthroughaquestionnairestudy･

ThestudyfocusesonbiotechnologyR&Dandaskshowmuchandwhyfirmsuseoutsideresourcesthrough such

arrangementsasalliances,technologyacqulSltions,outsourclng,andoverseaslaboratories･Thequestionnairewas

senttol′761Japanesefirmswithl′285responses′ofwhich146repliedthattheyweremakingbiotechnology-related

businesses.Someoftheresultsareasfollows.

First′unconsolidatedsalesin2000ofthese146flrmSrangedfrom58mi11ionyento10trillionyenwithnearlya

halfofthembetween10to100billionyen･Thesalesinbioteclmology-relatedbusinessesweremuchsmallerfor

mostfi- sandwere′for32percentofthem′less血an100millionyen･R&Dexpenditureswerebetween100million

yent05billionyenfor45percentofthefi-sand′asaratiotosales′lessthantenpercentformorethan80percentof

thefirmsITheproportionoftheseR&Dexpendituresspentinthefieldofbiotechnologywas31percentonaverage

but,foralmostahalfofthefirm s,lessthan10percent･

Second,71percentofthe氏rm sundertooktechnologyacquisitionsand/orresearch alliances･ American

established(i･e･′non-startup)firmswerethemostpopularsourcesoftechnologyacquisidonswhiledomestic

universitieswerethemostpopularpartnersofalliances･As foroutsourclng,35percentofthefirmsrepliedthatthey

outsourcedapartoftheirR&D･ThemostpopularreasonforallianceandoutsourclngWaStheudlizationofthe

parhers'technologlCalknowledgeandothercapabilities

TTtird,only16percenthadoverseaslaboratorieseventhough60percenthadoverseassubsidiariesIManyfirms

raisedtheirlackofabilitytomanageR&Dabroadas血emainreasonfornotestablishingoverseaslaboratories･
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